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概要 

プロジェクト名 
再生可能エネルギー熱利用にかかる 

コスト低減技術開発 
プロジェクト番号 P19006 

担当推進部/ 

プロジェクトマネー

ジャーまたは担当者

及び METI 担当課 

新エネルギー部／ 

統括主幹（PM） 権藤 浩     （2019 年 4 月～2019 年 6 月） 

統括主幹     阿部 一也    （2019 年 7 月～2021 年 6 月） 

統括主幹     月舘 実     （2021 年 7 月～2023 年 12 月） 

主査（PM）     谷口 聡子    （2019 年 4 月～2021 年 9 月） 

主査（PMgr）   大竹 正巳    （2021 年 10 月～2023 年 9 月） 

主幹（PMgr）   上坂 真     （2023 年 10 月～2024 年 3 月） 

 主査      永石 孝司    （2019 年 4 月～2020 年 4 月） 

 主査      藤田 敬一    （2019 年 4 月～2020 年 3 月） 

 主査      津留﨑 一洋   （2020 年 5 月～2022 年 7 月） 

 主任      上本 雄也    （2019 年 4 月～2021 年 3 月） 

 主任      嵯峨山 巧    （2021 年 4 月～2024 年 3 月） 

 主査     長谷川 真美   （2021 年 8 月～2023 年 7 月） 

 専門調査員  鶴和 義仁    （2022 年 4 月～2024 年 3 月） 

 主査     彦坂 芳久    （2022 年 10 月～2024 年 3 月） 

 主任     近藤 洋裕    （2023 年 7 月～2024 年 3 月） 

 

METI 担当課／ 

経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課 

０．事業の概要 

(1) 「第 5 次エネルギー基本計画」では、「我が国のエネルギー消費の現状においては、熱利用

を中心とした非電力での用途が過半数を占めて」おり、「エネルギー利用効率を高めるため

には、熱をより効率的に利用することが重要であり、そのための取組を強化することが必

要になっている」とされている。本事業では、脱炭素社会の実現に資する再生可能エネル

ギー熱利用の普及拡大に向けた技術開発に取り組む。再生可能エネルギー熱利用システム

の導入には、多種多様なプレーヤーが関わることから、上流から下流までのプレーヤーが

一体となったコンソーシアム体制で、自立的な再生可能エネルギー熱利用の普及に重点を

置いた、トータルコスト低減に資する研究開発を推進する。また、NEDO、業界団体、研

究開発実施者とで連携し、テーマ横断的に技術基準や評価技術の普及方策に取り組む。さ

らに、導入拡大の一助となる共通基盤技術の開発を行い規格化を目指す。 

①地中熱利用システムの低コスト化技術開発 

大規模建築物、小規模建築物等に導入することを想定した、我が国の利用に適合した高効 

率機器の開発、施工期間短縮に資する施工技術の開発、地中熱利用システムの最適化技術 

の開発、評価・定量化技術の高機能化開発等に取り組み、地中熱利用システムのトータル 

コスト低減に資する技術を開発する。 

②太陽熱等利用システムの高度化技術開発 
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高効率機器の開発や、年間を通じた太陽エネルギーの最大限の活用に資する太陽熱利用機 

器の開発、評価・定量化技術の高機能化開発、再生可能エネルギー熱を含む多様な熱源を  

組み合わせたシステムの最適化技術開発等に取り組み、太陽熱等利用システムのトータル 

コスト低減に資する技術を開発する。 

③高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発 

地中熱利用システムの導入拡大に資するシステム設計の最適化に必要な見かけ熱伝導率の 

推定・評価技術、簡易 TRT（熱応答試験）技術、設計ツールを共通基盤技術として開発し 

規格化を目指す。 
(2)事業期間：2019 年度～2023 年度(5 年間) 

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 
1.1 本事業の位置

付け・意義 

◆政策的位置付け 

■長期エネルギー需給見通し(2015 年 7 月) 

・多様なエネルギー源の活用 再生可能エネルギー熱を含む熱利用の面的な拡大など地産

地消の取組を推進する。  

・2030 年までの再生可能エネルギー熱利用の導入見通し・・・1,341 万 kL 

■第 5 次エネルギー基本計画(2018 年 7 月) 

・我が国のエネルギー消費の現状においては、熱利用を中心とした非電力での用途が過半

数を占めており、エネルギー利用効率を高めるためには、熱をより効率的に利用するこ

とが重要であり、そのための取組を強化することが必要になっている。  

・再生可能エネルギー熱をより効果的に活用していくことも、エネルギー需給構造をより

効率化する上で効果的な取組となると考えられる。  

・こうした熱源がこれまで十分に活用されてこなかった背景には、利用するための設備導

入コストが依然として高いという理由だけでなく、設備の供給力に比して地域における

熱需要が少ないなど、需要と供給が必ずしも一致せず事業の採算が取れないことや、認

知度が低く、こうした熱エネルギーの供給を担う事業者が十分に育っていないことも大

きな要因であり、こうした熱が賦存する地域の特性を活かした利用の取組を進めていく

ことが重要である。 

◆再エネ熱の親和性 

■2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略(2020 年 12 月) 

・⑫住宅・建築物産業：【今後の取組】新たな ZEH・ZEB の創出および規制活用 

 評価制度の確立を通じた省エネ住宅・建築物の長寿命化の推進 

・⑭ライフスタイル関連産業：【今後の取組】普及のためのコスト低減、実証にとどまら

ないビジネスの確立 

ZEH・ZEB、需要側機器、地域の再生可能エネルギー、EV/FCV 等を組合せ、最適化するた

めの多種多様な機器等を自律制御や遠隔制御する手法の確立や市場形成。需要近接型再エ

ネ電気・熱の技術の実証・社会実装、普及を図る。 

■地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への自⽴・分散型エネルギー設

備等導⼊推進事業(2021 年) 

   昨今の災害リスクの増大に伴い、災害・停電時の避難施設等へのエネルギー供給等が可

能な再エネ設備等を整備し、併せて避難施設等への高機能換気設備の導入の推進や感染

症対策を踏まえた地域の防災体制構築を推進することにより、地域のレジリエンス（災

害や感染症に対する強靱性の向上）と脱炭素化を同時実現する地域づくりを推進。 

再エネ熱の役割 

・再エネ熱の ZEB・ZEH への導入（現在は省エネとして） 

・再エネ熱利用の大規模化：地方創生、地域レジリエンス、地域熱供給 

 

■第 6 次エネルギー基本計画(2021 年 10 月) 

  ・ 熱エネルギー源について 

    ・・ 生活スタイルや地域の実情に応じた柔軟な対応が可能となる取り組みが重要 
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    ・・ 地域の特性を生かした太陽熱・地中熱・バイオマス熱・雪氷熱・温泉熱・海水

熱・河川熱・下水熱等  

    の再生可能エネルギー熱をより効果的に活用していくことも重要 

 

 ・ 再生可能エネルギー熱について 

    ・・ 熱供給設備の導入支援を図る 

    ・・ 複数の需要家群で熱を面的に融通する取組への支援を行う 

    ・・ 再生可能エネルギー熱の導入拡大を目指す 

⇒ 本事業で構築を目指す面的熱利用システムは地域社会の脱炭素化に寄与すると共に、  

2050 年のカーボンニュートラルに向けて再エネ熱の存在価値を高めることに繋がる。 

1.2 アウトカム達 

成までの道筋 

本プロジェクト終了後（アウトプット目標）からアウトカム達成までの道筋は下図のとおり。 

 

 
 

1.3 知的財産・標 

準化戦略 

研究開発項目①地中熱利用システムの低コスト化技術開発と研究開発項目②太陽熱等利用

システムの高度化技術開発においては、再エネ熱利用システムの製品化に直結する開発成果

は特許取得により権利化を図る。なお、実証中心であり、各実施者に応じてオープン及びクロ

ーズ戦略を選択する。 

研究開発項目③高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発においては、研究開発成果

は広く裨益する内容であり、オープン領域。開発成果は、業界団体を通じた情報提供など、

事業後もアクセス可能な状況を確保する。 

実施者間での知的財産の取扱い等（事業終了後の権利・義務、体制変更への対応、研究デ

ータの利用許諾、技術情報の流出防止）は、「NEDO プロジェクトにおける知財マネジメン

ト基本方針」に従って、コンソーシアム毎に知財運営員会を設置し、NEDO 及び事業者間で

協議の上、決定する。 

開発成果に対する取り扱いとして、助成事業の成果に関わる知的財産権等はすべて実施機

関に帰属させることとし、委託事業においても原則として、すべて実施機関に帰属させること

とする。 

実施機関においては、我が国産業の国際競争力の強化を図るべく、開発した技術や成果の特

徴を踏まえた知的財産マネジメントを実施する。  

知的財産マネジメントとして、例えば、技術成果の公開や権利化を通して、再生可能エネ

ルギー熱利用技術を普及させるためのマネジメントや、開発技術や研究成果をオープンソー

スとして公開し技術の普及や浸透を目指すマネジメントなど、各実施機関のマネジメント戦

略に基づく取り扱いを行う。 
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２．目標及び達成状況 

 

2.1 アウトカム目 

標及び達成見 

込み 

◆アウトカム目標 

本事業で開発した各機器、アプリケーション、施工技術、共通基盤技術等の普及により、市場

拡大による量産化、企業間競争、更なる技術改善等を促進し、２０３０年までにトータルコス

ト３０％以上低減（投資回収年数８年以下）を実現し、再生可能エネルギー熱利用の導入拡大

を目指す。 

■観点 

 対象分野における 2030 年の見通し 

■達成状況 

 比較的小規模需要先を対象とした分野では、地中熱及び太陽熱等の利用による低コスト化、

高度化システムの実証事業を通じ、トータルコスト２０％以上削減を達成。 

今後、こうした事例や事業者が策定した行動計画の実行を通じ、民間主導の技術開発投資、量

産効果の発揮による更なるコスト低減、投資回収年数の短縮の実現といった市場環境の好循

環化が図られることで、トータルコスト３０％以上低減（投資回収年数８年以下）の実現が見

込まれる。 

■課題 

 今後の再エネ熱の効率的普及に向けては、地域特性を活かした熱の面的利用の仕組みづく

りが重要であり、更なるスケールメリットが得られる利用方法の実証、導入の事例が求められ

る（第６次エネルギー基本計画）。 

2.2 アウトプット

目標及び達成

状況 

（１）地中熱利用システムの低コスト化技術開発【助成】及び（２）太陽熱等利用システムの

高度化技術開発【助成】 

■アウトプット目標目標（2023 年 3 月） 

・システムのトータルコストを 20％以上低減（投資回収年数 14 年以下） 

・2030 年までにトータルコストを 30％以上低減（投資回収年数 8 年以下）するための道筋及

び具体的取り組み（普及方策）を行動計画としてまとめる。 

成果（実績）（2024 年 3 月） 達成度（見込み※） 達成の根拠／解決方針 

（１）４テーマ 

  1-１）概ね〇、一部△× 

  1-2）すべて〇 

  1-3）すべて◎ 

  1-4）概ね〇、一部◎ 

（２）２テーマ 

  2-1）概ね〇、一部◎ 

  2-2）すべて〇 

総合判定 

〇 

2024 年 3 月までに達

成 

・各テーマで設定した目標

を概ね達成と評価 

・事業化の見通し、行動計

画については、実績報告書

にその内容を盛り込む 

 

1-1)給湯負荷のある施設への導入を想定した地中熱利用ヒートポンプシステムの研究開発 

【成果概要】 

①掘削機及び②掘削機周辺機器（ロードチェンジャー等）を開発し、一人施工が可能となり、

100m の地中熱交換井の設置の場合、イニシャルコストが 17.1%削減となった。 

③地中熱自然冷媒(CO2)ヒートポンプ給湯機の開発」は、量産試作機の製作を完了し、性能試

験を完了してモニター試験を開始した。 

④地中熱交換器の開発に関しては、ダブル U チューブの試験結果と比較して 1.09 倍の地中熱

交換能力の結果が得られた。 

⑤新規 TRT の開発では、さまざまな試験と解析方法、計測治具を開発した。 

⑥最適な地中熱システムの開発では、熱干渉および地下水流れの影響評価の可能性を確認す

るとともに一定規模施設の年間の空調負荷と給湯負荷を推定し、様々な条件下での実証試験

を行った。 

 

1-2)直接膨張式地中熱ヒートポンプシステムとその施工・設置に係るコスト削減技術の開発 

【成果概要】 

(1) 機器のコスト低減技術開発では空調用 HPU のプロトタイプの開発を完了し、地中熱交換

器の開発では小口径ボアホールへの適用を確認 した。 

(2) 施工法のコスト削減では、現場施工の工数削減を目指し分岐部ユニットを HPU 内に内装

する改良を施した。また小口径掘削技術や本設鋼管の熱交換器利用技術の確立を見た。ボアホ

ール工法の開発では工期短縮を図る施工ユニットの開発などの考案を行った。 

(3) 設計法では基礎的な技術情報の収集と分析が完了した。冷媒のシミュレーションでは蒸

発および凝縮過程のシミュレーションと熱量算出が可能となった（R410A）。今後は R32 のシ

ミュレーションを追加することと、シミュレーション精度の向上を目指す。 

(4) ポテンシャルマップの構築では山梨県、埼玉県のデータベースの構築が完了した。地中
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熱データとしての活用が期待できる。今後、データベース収録範囲の拡大を模索する。 

 

1-3) ZEB 化に最適な高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの研究開発 

【成果概要】 

(1) 本システムの導入促進対象地域、主として積雪寒冷地域の地下水の流れが遅い地域（例：

北海道地方、東北地方、北陸地方、中部地方、山陰地方など） 

(2) 積雪寒冷地域に位置する地方公共団体に働きかけ、ZEB の普及促進を図る 

(3) 市町村庁舎や、中規模までの診療所など一般市民が訪れる機会が多い公共施設（500～

1,500 ㎡規模）への導入を促進 

(4) 産業技術総合研究所（AIST）が開発した帯水層蓄熱システム適応マップを活用⇒津軽平

野､秋田平野､仙台平野､山形盆地､郡山盆地の 5 地域を重点地域として営業展開 

(5) ZEB 実証施設を公開後、これまでに 400 名弱の見学を受入れて性能アピール 

 

1-4)寒冷地の ZEB ・ZEH に導入する低コスト・高効率間接型地中熱ヒートポンプシステムの技

術開発 

【成果概要】 

（１）基礎杭兼用の地中熱交換器、H 型 PC 杭利用地中熱交換器の導入コストを試算し、ボア

ホール型地中熱交換器と比較したところ、それぞれ約 61%、約 50%のコスト削減効果が得られ

たことを示した。 

（２）基礎杭兼用の地中熱交換器について、採放熱量評価を行い、地中熱交換器の接続方式の

違いによる比較を行ったが、接続方式の違いによる採放熱量の差は見られなかった。 

（３）H 型 PC 杭利用地中熱交換器の横引配管の接続コスト削減のための、プレカット配管を

用いた横引配管施工試験を実施し、施工時間を約 3 分の 1～半分減らすことが出来ることを確

認した。 

（４）基礎杭兼用の地中熱交換器、H 型 PC 杭利用地中熱交換器の単位採放熱係数はそれぞれ

約 4.0 W/(m・K)、約 2.6 W/(m・K)という結果を得た。 

（５）給湯用ヒートポンプ、高効率暖房用ヒートポンプを開発し、性能評価を実施した。 

（６）パイプ式放射空調システム、空気式放射空調システムの性能評価と性能向上のための運

転方式の検討を実施した。 

 

2-1)天空熱源ヒートポンプ（SSHP）システムのライフサイクルに亘るコスト低減・性能向上技

術の開発 

【成果概要】 

LCEM ベースの設計用シミュレーションツールを完成した。実建物及びモデル建物を対象に

SSHP 導入効果を検討。また、2019 年度に小型実証機を完成、2020 年度にシステム実験により

熱源水加熱・冷却性能を評価。2020 年度に大府実証機を製作、工場試験を実施した結果、目

標性能が得られたことを確認した。さらに、202１年 8 月に SSHP 実証システムが完成し、1 年

間にわたる実測結果をもとに SSHP システム導入効果の試算を行った。この結果、汎用の電動

ヒートポンプパッケージと比較し、大幅に性能が向上し、1 次エネルギー消費量、CO2 排出量

が大きく削減される結果となった。2019 年～2020 年に、最適制御制御アルゴリズムを完成。

シミュレーションツール上で SSHP システム実験結果を高い精度で再現した。 

 

2-2)温泉熱等の再エネ熱を活用した分散熱源による熱源水ネットワークシステムのトータル

コスト低減技術開発 

【成果概要】 

実温泉施設における温泉熱賦存量、熱需要量の実測調査、国内外事例の動向調査を実施した。

また、分散熱源による熱源水ネットワークシステムの導入検討支援ツールのベースシステム

開発、低コストな熱売買制御システムの開発を行った。本提案システムの熱売買までを含めた

導入評価のためのモデルを構築し、シミュレーションによる評価を行った。 

 

（３）高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発【委託】 

■アウトプット目標目標（2023 年 3 月） 

・設計時に利用する見かけ熱伝導率(λ)を 0.5W/(ｍ・K)以下の間隔で推定可能な評価技術を

開発し、有効性を地質水文環境の異なる３か所以上で検証する。 

・簡易 TRT 技術は、試験方法を簡易化し実用レベルに達していることを実証する。 

・多様な熱負荷条件やオープンループ方式を含む熱源方式に対応した設計ツールを開発する。 

成果（実績）（2024 年 3 月） 達成度（見込み※） 達成の根拠／解決方針 



 

概要-6 
 

（３）２テーマ 

  3-1）すべて〇 

  3-2）すべて〇 

総合判定 

〇 

2024 年 3 月までに達成 

・各テーマで設定した目

標をそれぞれ達成と評

価 

 

3-1)見かけ熱伝導率の推定手法と簡易熱応答試験法および統合型設計ツールの開発・規格化 

① 見かけ熱伝導率の推定手法の開発・規格化 

・水文地質学的検討と広域地下水流動解析を行う高精度推定法と，地質情報に基づき統計学

的に推定する手法それぞれに基本スキームを決定 

・モデル地域の数値モデルをすべて構築、現地調査（オールコア採取、TRT）を完了 

・地形 AI 全国モデルの改良と全国への適用、日本全国の地下水環境の概略推計実施中 

・数値 TRT による見かけ熱伝導率推計式の作成と検証を実施 

② 簡易熱応答試験法(TRT)の開発・規格化 

・改良型ヒーター付き光ファイバーケーブルの簡易試験装置を製作 

・全国 6 箇所（北海道札幌市，ニセコ町，東京都江東区，山梨県甲斐市，広島県三次市、滋賀

県大津市）に検証用の大深度（深度 300m）地中熱交換器を設置 

・CFD 解析により，試験法とその有効性，課題について検討 

③ 統合型設計ツールの開発の開発・規格化 

・DB 規格化の共同 WG を日本地下水学会と発足 

・東北 5 地域の地下水情報の整理、指標案の検討・検証 

・熱負荷・設備との連成計算アルゴリズムの開発 

・オープンループの設計手法の開発 

・簡易データ収集機器の設置（全国 6 カ所） 

・ツールの基本レイアウト・デザインの決定 

 

3-2)オープンループ方式地中熱利用における最適設計方法の研究 

①LCEM で利用可能なオープンループ方式用モジュールを作成し、システムの年間エネルギー

消費量を実測値に対して誤差 25%以内で予測することを可能とした。 

②LCEM 構築シートを出力するツールを作成し、これにより他の熱源機器を含めた検討を簡易

にすることを可能にした。 

③また、広域的な井戸情報データベースを用いて実測値の 0.5 倍から 2.4 倍の範囲内で透水

係数を推定する手法を構築するとともに、単一の地盤調査ボーリング孔を用いて多孔式揚水

試験に近い透水係数を推定する手法の組み合わせを示した。 

④さらには、室内透水実験によりスクリーンの単位面積あたりの目詰まり振興の速度を推定

する手法を開発した。 

３．マネジメント 

 3.1 実施体制 

プロジェクトマネ

ージャー 
上坂 真 

プロジェクトリー

ダー 
－ 

助成・委託先 

【助成】 

①地中熱利用システムの低コスト化技術開発 

・「給湯負荷のある施設への導入を想定した地中熱利用ヒートポンプ 

システムの研究開発」 

株式会社ワイビーエム 

昭和鉄工株式会社 

・「直接膨張式地中熱ヒートポンプシステムとその施工・設置に係る

コスト削減技術の開発」 

株式会社藤島建設 

株式会社ハギ・ボー 

中外テクノス株式会社 

伊田テクノス株式会社 

・「ZEB 化に最適な高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給シ 

ステムの研究開発」 

日本地下水開発株式会社 

ゼネラルヒートポンプ工業株式会社 

・「寒冷地の ZEB・ZEH に導入する低コスト・高効率間接型地中熱ヒ 
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ートポンプシステムの技術開発」 

国立大学法人北海道大学 

エムズ・インダストリー株式会社 

棟晶株式会社 

北海道電力株式会社 

株式会社イノアック住環境 

サンポット株式会社 

【助成】 

②太陽熱等利用システムの高度化技術開発 

・「天空熱源ヒートポンプ（SSHP）システムのライフサイクルに亘る 

コスト低減・性能向上技術の開発」 

鹿島建設株式会社 

ゼネラルヒートポンプ工業株式会社 

・「温泉熱等の再エネ熱を活用した分散熱源による熱源水ネットワー 

クシステムのトータルコスト低減技術開発」 

株式会社総合設備コンサルタント 

広沢電機工業株式会社 

【委託】 

③高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発 

・「見かけ熱伝導率の推定手法と簡易熱応答試験法および統合型設計 

ツールの開発・規格化」 

国立大学法人北海道大学 

国立大学法人秋田大学 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

・「オープンループ方式地中熱利用における最適設計方法の研究」 

国立大学法人東海国立大学機構岐阜大学 

 

3.2 受益者負担の

考え方 

受益者負担の考え方 

 

（１）助成 

事業化リスクが低く、実施事業者自身の将来の裨益が非実施者に比して大きいと見込まれ

るため、1/2 負担の補助事業とする。 

（２）委託 

標準化に必要なデータ等を取得し中立的立場から分析・評価するものや、民間企業単独で

は整備できないデータベース等を構築する共通基盤的な要素であるため、委託事業とする。 

 3.3 研究開発計画 

  

事業費推移 

 

 

(単位:百万円) 

 

主な実施事項 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy 総額 

①地中熱利用シ

ステムの低コス

ト化技術開発 (136) 

68 

(496) 

248 

(414) 

207 

(168) 

84 

(74) 

37 

(1,288) 

644 
②太陽熱等利用

の高度化技術開

発 

③高度化・低コ

スト化のための

共通基盤技術開

発 

- 165 215 222 119 
 

720 

事業費 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy 総額 

会計（特別） 68 413 422 306 156 1364 

総 NEDO 負担額 68 413 422 306 156 1364 

情勢変化への対

応 

（１） エネルギー基本計画改定を踏まえた、新規プロジェクト立案 

第６次エネルギー基本計画(2021 年 10 月)が策定され、 より一層の熱供給設備の導入支援

を図る観点から、複数の需要家群で熱を面的に融通する取組への支援を行うことによって、

再生可能エネルギー熱の導入拡大を目指すことが謳われている。 
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そこで当該プロジェクトの先を見据え、「面的利用」に着目した新規プロジェクト立案に

向けて、当該プロジェクトの成果を踏まえて並行的に新規予算要求及び基本計画の策定に取

り組み、次期プロジェクトである「再生可能エネルギー熱の面的利用システム構築に向けた

技術開発」の立ち上げにつなげた。 

（２）海外動向調査実施による技術・政策情報の収集と課題把握 

事業立ち上げ前半での調査により、再エネ熱利用の普及拡大課題を明確化するとともに、後

半の関連調査により普及拡大課題を更に精査し、課題解決の方向性を把握・整理した。これ

らの成果は、技術戦略研究センター（TSC）調査分析レポート「再生可能エネルギー熱利用へ

の期待と課題」 (2023 年 12 月 27 日)へも提供するとともに、新規プロジェクト立案・検討

に活用した。 

中間評価結果へ

の対応 

問題点・改善点・今後への提言 対応 

①エネルギー利用を取り巻く境界条件が大

きく変わった現在においては、これまで実

施済みのプロジェクトまで含めて、再生可

能エネルギー熱利用における課題と必要な

熱利用技術を改めて明確化し、その利用促

進を図ることが重要と考える。 

第６次エネルギー基本計画(2021 年 10

月)が策定され、 より一層の熱供給設備

の導入支援を図る観点から、複数の需要

家群で熱を面的に融通する取組への支援

を行うことによって、再生可能エネルギ

ー熱の導入拡大を目指すことが謳われて

いる。 

そこで、当該プロジェクトの先を見据

え、「面的利用」に着目した新規プロジ

ェクト立案に向けて、当該プロジェクト

の成果を踏まえて並行的に新規予算要求

及び基本計画の策定に取り組み、次期プ

ロジェクトである「再生可能エネルギー

熱の面的利用システム構築に向けた技術

開発」の立ち上げにつなげた。 

②トータルシステムとしてランニングコス

トやイニシャルコスト削減の真の成果と課

題、コストダウンの比較対象を整理し、

2030 年までのトータルコスト削減、投資

回数年数の目標達成により再エネ熱利用拡

大がどの程度進むのか、その道筋を明確に

することを期待する。また、欧米とも競合

しうる技術開発を目指すのであれば、外国

特許の出願を実施すべきであり、出願の支

援を NEDO が行うことを検討頂きたい。 

各テーマでコスト削減の成果やコストダ

ウンの比較対象等は設定されているが、

フォーマットを統一することでデータの

見える化を図った。見える化されたデー

タを用いて全テーマ参加の技術検討委員

会にて議論することで、プロジェクトの

最終目標への道筋を明確化させた。 

特許について、個々の委託先では既に

NEDO が定める知財マネジメント基本方針

に沿って知財運営委員会等開催し、NEDO

としてはこれらの議事内容を収集し、適

切に各プロジェクトの知財戦略にフィー
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ドバックすることと、その実施方法を明

確化することで出願の支援に努めたが、

結果、外国の出願には至らなかった。 

③普及に向け、それぞれのプロジェクト間

での連携が図れるように工夫し、最大の成

果が得られるように協力していくことや、

個別機器だけでなく、システム全体として

の効果発揮のために、個別機器の効果の影

響度を比率で表す等、見せ方を工夫するこ

とを期待する。 

既に委託先のテーマ間で実証データの共

有を図っているが、テーマ間連携の活発

化による成果の最大化が図れるよう NEDO 

からの働きかけを行った。具体的には、

研究開発項目１の事業者が取得したデー

タを研究開発項目３の実施者に提供し、

それらのデータを活用したことで研究活

動の加速化、精度向上につなげた。 

④研究成果のオリジナリティは基本的に特

許であり、最終的には、テーマ数以上の特

許出願が望まれる。 

知財運営委員会等の議事内容の収集によ

り委託先及び NEDO 間で知財戦略の認識

を共有しつつ、NEDO からも特許や実用新

案等の出願申請を促したが、結果、テー

マ数以上の国内外の出願には至らなかっ

た。 

⑤実用化・事業化計画の具体的内容を示せ

るように、今まで再生可能エネルギー熱の

普及を遅らせてきたコスト以外の要因を明

確化し、それらを乗り越えられる方向性を

示して頂いた上で、空気を熱源とする従来

のヒートポンプと比較して対抗できる性能

やコストを明確にして頂きたい。 

事業立ち上げ前半での調査により、再エ

ネ熱利用の普及拡大課題を明確化すると

ともに、後半の関連調査により普及拡大

課題を更に精査し、課題解決の方向性を

把握・整理した。性能比較について、前

述（②）したデータの見える化に盛り込

んでいくよう努めた。 
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⑥シミュレーション技術に関しては、個別

事業の中で開発が進められているが、事業

を横断できトータルとしての活用が進むよ

うな体制を作ることが肝要であり、シミュ

レーションを活用したデータベース等の構

築を加速し、再生可能エネルギー熱が有効

利用できる地域等を明確化することを期待

する。 

前述（③）の通り、委託先(共通基盤技術

開発)のテーマ間で実証データの共有を図

った。また、2 テーマで扱う設計ツール

は異なるが、それぞれのメリット・デメ

リットを明確化することにより、地域等

の特性に合わせたツールの活用を促すこ

とで利用の拡大化に努めた。これまでも

共通基盤技術開発に関する全ての委託先

と有識者によるワーキンググループを実

施し、以後のワーキンググループにて、

指摘された技術の活用促進体制を議論し

た。 

⑦太陽熱や雪氷冷熱、下水熱などその他の

未利用エネルギーとの組合せによる効率化

が要求されると考えられるため、再エネ熱

全体に精通した人材の養成も検討して頂き

たい。 

再生可能エネルギー世界展示会や地熱学

会（オーガナイズドセッションを主催）

等を活用し積極的な広報に努め、今後も

同取り組みを継続し、認知度向上に努

め、ひいてはインテグレーター育成に繋

げた。また、「NEDO プロジェクトを核と

した人材育成、産業連携等の総合的展開

／再生可能エネルギー熱の普及拡大に向

けた人材育成講座」を立ち上げ、広く再

エネ熱に関する技術者の養成に努めた。 
 

評価に関する 

事項 

事前評価 
2018 年度実施 担当 新エネルギー部 

2018 年度、2019 年度 NEDO POST 実施 

中間評価 2021 年度 中間評価実施 

終了時評価 2024 年度 終了時評価実施予定 

別添 

 

投稿論文 「査読付き」19 件、「その他」3 件 

特 許 
「出願済」4 件、「登録」0 件、「実施」0 件（うち国際出願 0 件） 

特記事項： 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

「学会等での発表・講演」148 件、「新聞・雑誌等への掲載」49 件、 

「その他（展示会への出展など）」25 件 

基本計画に関する

事項 

作成時期 2019 年 2 月 作成 

変更履歴 

2019 年 4 月  改定 プロジェクトマネージャーの変更 

2020 年 3 月  改定 研究開発項目の追加 

2021 年 11 月 改訂 プロジェクトマネージャーの変更 
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プロジェクト用語集 

用  語 説   明 
APF 通年エネルギー消費効率(Annual Performance Factor)。実際の使用時に近い

状態での評価を行うため、あるモデルケースを定め、年間を通じた総合負荷

と総消費電力量を算出し、効率を求めた値。 
BELS 認証 BELS（ベルス）とは、建築物省エネルギー性能表示制度「Building-Housing 

Energy-efficiency Labeling System」の略称で、建物における省エネ性能を第

三者機関が評価し、認定する制度のこと。 
CFD 数値流体力学(Computational Fluid Dynamics)。流体の運動に関する方程式

をコンピュータで数値解析し流れを観察する。 
COP 成績係数(Coefficient Of Performance)。冷房機器などのエネルギー消費効率

の目安として使われる係数。消費電力 1kW あたりの冷却・加熱能力を表した

値。 
EHP Electric Heat Pump の略。室外ユニット内の圧縮機を、電気モータで動かす

ヒートポンプシステムのこと。 

GSHP Ground Source Heat Pump の略。地中熱を熱源とするヒートポンプシステ

ムのこと。 
GHP Gas Heat Pump の略。室外ユニット内の圧縮機を、ガスエンジンで動かすヒ

ートポンプシステムのこと。 
GUI Graphical User Interface の略。コンピュータへ出す命令や指示等を、ユーザ

が画面上で視覚的に捉えて行動を指定できるもの。 
HFC ハイドロフルオロカーボン。フロン代替物質としてエアコンなどの冷却材など

に用いられる。(hydrofluorocarbon) 
LCEM Life Cycle Energy Management の略。ライフサイクルを通して一貫した管理

指標、管理目標を定め、共通したツールでその達成度を評価・検証する枠組 
N 値 標準貫入試験(JIS A1219)によって求められる地盤の強度等を求める試験結果

の数値。標準貫入試験値とも称する。 
PC 杭 遠心力プレストレストコンクリート杭の略称。既製杭の一種。 
PLC プログラマブルロジックコントローラ(Programmable Logic Controller)機械

装置を制御するもの。 
TRT Thermal Response Test の略。地盤の熱伝導率を求める熱応答試験。 
U チューブ 先端を U 字状に接合した主に樹脂製の管。 
ZEB ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（Net Zero Energy Building）の略。快適な

室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロ

にすることを目指した建物のこと。 
ZEH ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。住まい

の断熱性能や省エネ性能を向上し、さらに太陽光発電などで生活に必要なエネ

ルギーをつくり出すことにより、 年間の一次消費エネルギー量（空調・給湯・
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照明・換気）をおおむねゼロ以下にする住宅のこと。 
アキュムレータ 油圧系や空圧系の流体機器に使われる装置の一つで、流体の圧力を利用して

仕事に供給する高圧流体を蓄えておく装置。 
インバータ 直流電力から交流電力を電気的に生成する(逆変換する)電源回路、またはそ

の回路を持つ電力変換装置のこと。 
エフレックス 「波付硬質ポリエチレン管（FEP）」。 ケーブルを地中埋設する際の保護管

として使用。 
オイルセパレータ オイルを補足するフィルターのようなもので、補足されたオイルはタンクに

戻り、再度圧縮に使用される。 
オープンループ型地

中熱利用システム 
揚水した地下水の熱を地表にあるヒートポンプで必要な温度領域の熱に変換

するシステム。 
オールコアボーリン

グ 
地表面から打ち止めに至るまでのコア(地質サンプル)を全て採取する方法 

還元井 熱利用した地下水を地中に還元するための井戸 
凝縮器 蒸気を冷却して液体にする装置 
クローズドループ型

地中熱利用システム 
地中から熱を取り出すために地中熱交換器内に流体を循環させ、汲み上げた

熱をヒートポンプで必要な温度領域の熱に変換するシステム。 
コンクリートトラフ 電覧ケーブルの敷設に当たり、これを防護するもの。 
蒸発器 液体を加熱して蒸気を発生させる装置 
スクロール型 一対のうず巻き形をした固定スクロールと可動スクロールとで構成されてい

るもの。 
帯水層 礫や砂からなる透水層で、地下水を含んでいる地層。 
熱応答試験 地中熱交換井に地中熱交換器を挿入し、実際に熱媒を循環させ、熱媒の温度

や地中温度の推移によって地盤の熱特性や熱交換能力を予測する試験。 
熱交換器 温度差のある２つの流体間の熱を効率よく移動させる機器 
見かけ熱伝導率 地層や岩石の空隙中の水が流動している状態における熱伝導率 
セントラライザ ケーシング外周と坑壁の接触を防止し、オフセット（芯の偏り）を減少する

機器。 
ヒートポンプ 熱(Heat)を汲み上げる(Pump)の通り、温度の低いところから温度の高いとこ

ろへ熱を移動させる仕組み。 
ビット 削岩機やボーリング機械の先端に取り付ける刃。 
標準貫入試験 地盤の硬軟、締まり具合または土層の構成を判別するための N 値を得る試験 
ブライン 熱を運搬する役割の冷媒を指す。 
フリークーリング 夏期は冷凍機用冷却水の放熱に利用している冷却塔を用いて、中間期・冬期

に直接冷水を製造しようとするシステムのことである 
ベントナイト モンモリロナイトという鉱物を主成分とする粘土の名称。清水とベントナイ

ト等を混合しボーリング時の孔壁保護に用いられる。 
ボアホール 地下数十～百ｍ掘削された垂直孔の中に何らかの熱交換機構を持たせ採熱す
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る地中熱利用システムの一つ。 
ポテンシャルマップ 地中における熱交換の効率を地中熱ポテンシャルと呼び、地域ごとの地中熱

ポテンシャルの違いを地図上に図示したものが地中熱ポテンシャルマップ。 
水循環 地中と地表とをパイプで結ぶ単純な水循環システム、あるいは地下水をパイ

プに通し循環させるシステム。 
揚水井 地下水などをくみ上げるための井戸 
ロッド ボアホール用等に地中に孔を掘削するための鋼管製の棒状パイプ。ロッドに

回転、打撃あるいは振動を与えて掘削する。 
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1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

1.1 事業の位置付け・意義 

・事業の背景、目的、意義、位置付け 

2018 年 7 月 3 日に閣議決定された「第 5 次エネルギー基本計画」においては、“多層化・多様化し 
た柔軟なエネルギー需給構造”の実現を目指し、再生可能エネルギー熱をより効果的に活用していく 
ことも、エネルギー需給構造をより効率化する上で効果的な取組とされている。 
再生可能エネルギー熱の課題として設備導入コストが高いこと、認知度が低いこと、熱エネルギ 

ーの供給を担う人材が十分に育っていないこと等があり、これらの要因により、再生可能エネルギ

ーの熱としての活用は、そのポテンシャルに比べて十分に進んでいない状況である。 
本事業では、コストダウンに資する高効率機器の開発や、蓄熱や複数熱源を組み合わせたシステ

ムの実用化技術の確立、共通基盤技術（見かけ熱伝導率の推定・評価技術、設計ツール等）の開

発、並びに、ZEB 等への適用を視野に評価及び定量化技術の高機能化の研究開発に取り組み、低炭

素社会、更には脱炭素社会の実現に資する再生可能エネルギー熱利用の普及拡大を目指す。 
「エネルギー基本計画」の中で、我が国のエネルギー消費の現状においては、熱利用を中心とし

た非電力での用途が過半数を占めており、エネルギー利用効率を高めるためには、熱をより効率的

に利用することが重要であり、そのための取組を強化することが必要であると位置付けられてい

る。再生可能エネルギー熱については、コスト低減に資する取組を進めることで、コスト面でもバ

ランスのとれた分散型エネルギーとして重要な役割を果たす可能性があると位置付けられている。 
 

 

図 1.1-1 用途別エネルギー消費量とエネルギー源 

 

・政策、施策における位置付け 

◆政策的位置付け 

■長期エネルギー需給見通し(2015 年 7月) 
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・多様なエネルギー源の活用 再生可能エネルギー熱を含む熱利用の面的な拡大など地産地消の取

組を推進する。  

・2030 年までの再生可能エネルギー熱利用の導入見通し・・・1,341 万 kL 

■第 5次エネルギー基本計画(2018 年 7月) 

・我が国のエネルギー消費の現状においては、熱利用を中心とした非電力での用途が過半数を占めて

おり、エネルギー利用効率を高めるためには、熱をより効率的に利用することが重要であり、そのた

めの取組を強化することが必要になっている。  

・再生可能エネルギー熱をより効果的に活用していくことも、エネルギー需給構造をより効率化する

上で効果的な取組となると考えられる。  

・こうした熱源がこれまで十分に活用されてこなかった背景には、利用するための設備導入コストが

依然として高いという理由だけでなく、設備の供給力に比して地域における熱需要が少ないなど、需

要と供給が必ずしも一致せず事業の採算が取れないことや、認知度が低く、こうした熱エネルギーの

供給を担う事業者が十分に育っていないことも大きな要因であり、こうした熱が賦存する地域の特

性を活かした利用の取組を進めていくことが重要である。 

◆再エネ熱の親和性 

■2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略(2020 年 12 月) 

・⑫住宅・建築物産業：【今後の取組】新たな ZEH・ZEB の創出および規制活用 

 評価制度の確立を通じた省エネ住宅・建築物の長寿命化の推進 

・⑭ライフスタイル関連産業：【今後の取組】普及のためのコスト低減、実証にとどまらないビジネ

スの確立 

ZEH ・ZEB、需要側機器、地域の再生可能エネルギー、EV/FCV 等を組合せ、最適化するための多種

多様な機器等を自律制御や遠隔制御する手法の確立や市場形成。需要近接型再エネ電気・熱の技

術の実証・社会実装、普及を図る。 

■地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への自⽴ ・分散型エネルギー設備等導⼊

推進事業(2021 年) 

 昨今の災害リスクの増大に伴い、災害・停電時の避難施設等へのエネルギー供給等が可能な再エ

ネ設備等を整備し、併せて避難施設等への高機能換気設備の導入の推進や感染症対策を踏まえた地

域の防災体制構築を推進することにより、地域のレジリエンス（災害や感染症に対する強靱性の向

上）と脱炭素化を同時実現する地域づくりを推進。 

再エネ熱の役割 

・再エネ熱の ZEB・ZEH への導入（現在は省エネとして） 

・再エネ熱利用の大規模化：地方創生、地域レジリエンス、地域熱供給 

 

■第 6次エネルギー基本計画(2021 年 10 月) 

  ・ 熱エネルギー源について 

    ・・ 生活スタイルや地域の実情に応じた柔軟な対応が可能となる取り組みが重要 

    ・・ 地域の特性を生かした太陽熱・地中熱・バイオマス熱・雪氷熱・温泉熱・海水熱・河川熱・下

水熱等  

    の再生可能エネルギー熱をより効果的に活用していくことも重要 
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 ・ 再生可能エネルギー熱について 

    ・・ 熱供給設備の導入支援を図る 

    ・・ 複数の需要家群で熱を面的に融通する取組への支援を行う 

    ・・ 再生可能エネルギー熱の導入拡大を目指す 

⇒ 本事業で構築を目指す面的熱利用システムは地域社会の脱炭素化に寄与すると共に、  

2050 年のカーボンニュートラルに向けて再エネ熱の存在価値を高めることに繋がる。 

 

・技術戦略上の位置付け 

 

 

・外部環境の状況 

 ○海外における再エネ熱関連のロードマップ策定状況 

国

名 
名称 公表時期 数値目標および策定概要 

米

国 
Geo Vision Roadmap 2019 

①地中熱ヒートポンプシステムの設計及び設置の標準化 

②地域冷暖房システムの市場導入拡大 

③地中熱の経済性を向上する条件の特定 

④ヒートポンプの熱交換メカニズム、システム設計の改

善 

ド

イ

ツ 

Innovations for the 

energy transition, 

7.Energy research 

program 

2018 
地中熱を利用した冷暖房設備の拡大が将来のエネルギー

供給にとって不可欠な戦略的目標 
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オ

ラ

ン

ダ 

Master Plan Geothermal 

Energy  in the 

Netherlands 

2018 

熱セクターにおいて 2030 年までに 2 千万ｔCO2、2050 年

までにさらに 3.6 千万 tCO2の削減が必要 

イノベーションが必要な分野：地中熱と他熱源の連携や

蓄熱利用（帯水層蓄熱；ATES など） 

オ

ー

ス

ト

リ

ア 

Mission 2030 Austrian 

Climate and Energy 

Strategy 

2018 

冷暖房需要の削減および化石燃料による暖房の再エネへ

の転換が必要。 

→高効率地域熱供給、建築規則の変更 

2030 年までに 200 万 tCO2削減（2016 年比） 

2045 年頃までにはさらに 150 万 tCO2削減 

フ

ラ

ン

ス 

Geothermal energy 

Strategic Roadmap 
2011 

2020 年までに再エネ熱を 1 千万石油換算トン増加（2006

年比） 

 

〇国内技術の優位性 

分類 要素 強み 

要素
技術 

機器 少数であるが、地中熱交換器、ヒートポンプ機器共に国内で生産・販売。 

制御 海外に比べ、他機器との連動や細やかな制御が可能。 

掘削 NEDO 事業で地中熱交換井専用の掘削機を開発（自動化、コンパクト化など）。 

設計 
地域や地質条件に応じて様々な熱交換方式*が採用可能。 
地域によっては適地マップも存在。 

地域
条件 

地下条件 
国内には様々な地下条件（地質、地下水）が存在しており、地域・場所に適した効
果的な地中熱が利用可能。 

気候条件 
寒冷地：暖房過多であり、有効。融雪にも適用可能。 
温暖地：冷暖房に加え、給湯利用に適用可能。 
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・他事業との関係 

  （１）研究開発と導入補助の関係 

 

   （２）NEDO プロジェクト間の関係 

 

  （３）地中熱における国内の基準、導入補助等の関係 

 



 

1-6 
 

 

1.2 アウトカム達成までの道筋 

 

 
 

1.3 知的財産・標準化戦略 

・オープン・クローズ戦略 

研究開発項目①地中熱利用システムの低コスト化技術開発と研究開発項目②太陽熱等利用システ  
ムの高度化技術開発においては、再エネ熱利用システムの製品化に直結する開発成果は特許取得によ

り権利化を図る。なお、実証中心であり、各実施者に応じてオープン及びクローズ戦略を選択する。 
研究開発項目③高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発においては、研究開発成果は広く 

裨益する内容であり、オープン領域。開発成果は、業界団体を通じた情報提供など、事業後もアク 
セス可能な状況を確保する。 

実施者間での知的財産の取扱い等（事業終了後の権利・義務、体制変更への対応、研究データの 
利用許諾、、技術情報の流出防止）は、「NEDO プロジェクトにおける知財マネジメント基本方

針」に従って、コンソーシアム毎に知財運営員会を設置し、NEDO 及び事業者間で協議の上、決定

する。 

 
図 1.3-1 オープン・クローズ戦略の考え方 
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・知的財産管理 

開発成果に対する取り扱いとして、助成事業の成果に関わる知的財産権等はすべて実施機関に帰 
属させることとし、委託事業においても原則として、すべて実施機関に帰属させることとする。 
実施機関においては、我が国産業の国際競争力の強化を図るべく、開発した技術や成果の特徴を 

踏まえた知的財産マネジメントを実施する。  
知的財産マネジメントとして、例えば、技術成果の公開や権利化を通して、再生可能エネルギー 

熱利用技術を普及させるためのマネジメントや、開発技術や研究成果をオープンソースとして公 
開し技術の普及や浸透を目指すマネジメントなど、各実施機関のマネジメント戦略に基づく取り 
扱いを行う。 
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2．目標及び達成状況 

2.1 アウトカム目標及び達成見込み 

・実用化と事業化の定義 
当該事業に係る「実用化」とは、当該事業で開発した再生可能エネルギー熱利用に係る技術（製 

品、ポテンシャルマップ、設計ツール、工法、システム全体等）が市場に出る状態までに至った段

階（試作品が完成）を指す。 
「事業化」とは、再生可能エネルギー熱利用に係る商品、製品、工法、およびそれらを含むシス

テム等の販売や導入により、企業活動（売り上げ等）に貢献することを指す。 
 
・事業全体の実用化、事業化の見通し及び取り組み、波及効果 
①地中熱利用システムの低コスト化技術開発 
・研究開発や実証試験によりトータルコスト低減を見込んだ上で、給湯負荷の高い高齢者住宅や再

生可能エネルギー熱が有効なZEB建物等をターゲットとして事業化を計画する。ターゲットの業界

団体や自治体を対象に提案やセミナーを開催することで協力体制を推進しており事業化の期待が

高い。 
・高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムについて、地下水熱の活用により複数以

上の熱需要に対応でき、「地域熱供給」分野への参画が期待できる。また、ZEB実証施設の実績を基

に登録されたZEBプランナーを活用することで、ZEBに関する事業展開が期待できる。 
・本設鋼管杭利用工法の開発について、技術証明の取得により一般工法としてどの鋼管杭施工業者

でも施工が可能であり併せて現在のコンソーシアムの協力体制を維持することで普及の可能性が

高い。 
・本研究で実証しているGSHPシステムを採用した建物をZEB建築としてモデル化することで、実

証結果を基にパンフレット等のPR媒体によりアピールすることができ、設計・設備会社やオーナー

等への普及が期待できる。 
②太陽熱等利用システムの高度化技術開発 
・研究開発や実証試験によりトータルコスト低減を見込んだ上で、ZEB建物、病院、研究所等の自

社物件への導入を計画する。地中熱利用に太陽熱を組み合わせることで他社にはない利点を生かす

ことができ、事業化への期待が高い。 
・温泉熱を利活用する熱源水ネットワークシステムについて、温泉施設等の業界団体へ提案するこ

とで業界団体とのタイアップを視野に入れつつ研究開発に取り組んでおり、事業化への期待が高い。 
・普及方策として自治体や業界団体参加のもと行動計画策定会議を定期的に開催しており、自治体

の実行計画等と関連付けた明確な事業化の道筋を議論することで再生可能エネルギー熱利用に関

する普及拡大が期待される。 
③高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発 
・共通基盤技術の研究開発により地中熱利用システムの最適設計が可能となり、最適設計に伴う

低コスト化が期待される。 
・共通基盤技術ワーキンググループの定期的な開催により、共通基盤技術統一のための方向性の

確認や共通基盤技術をどうすればユーザーが活用しやすくなるのか等の整理が行われており、市
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場にて活用されるようユーザー目線での実用化に向けた検討がなされている。 
【波及効果】 
・多様な再生可能エネルギー熱を多角的に用いた地中熱利用システムの構築により、エネルギ

ー・CO2排出量の削減や環境への社会貢献、ZEB・ZEH達成への貢献が期待される。 
・省人化による掘削コストの低減、設計の最適化、ヒートポンプシステムの技術開発等によるト

ータルコスト低減は市場拡大のみならず、認知度向上が見込まれる。 
・システム全体のパッケージ化促進やシステムインテグレーターの育成が進むことによりコスト

競争力が強化される。 
・地域特有の熱源である温泉熱熱利用は、エネルギーの地産地消による地域のエネルギー関連産

業の発展を通じた地域活性化（雇用創出含む）が期待される。 
・地中熱利用システムを構築し、データベース化することにより、地中熱分野の研究者、技術者

など若手育成を図る。 
 

・アウトカム目標の設定及び根拠 

【アウトカム目標】 

本事業で開発した各機器、アプリケーション、施工技術、共通基盤技術等の普及により、市場拡

大による量産化、企業間競争、更なる技術改善等を促進し、2030 年までにトータルコスト 30％以

上低減（投資回収年数 8 年以下）を実現し、再生可能エネルギー熱利用の導入拡大を目指す。 
【設定及び根拠】 

一般消費者が許容可能な投資回収年数に関するアンケート結果※によると、「投資回収年数が 8 年

以内であれば地中熱 HP は空調機器の選択肢候補になる」の回答が 6 割。この結果を基づき、2030
年度までに同 30％以上低減（投資回収年数 8 年以下）の目標を設定した。 
※注）地中熱に関する許容可能な投資回収年数に対するアンケート結果 
（出典：平成 26 年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書を基に NEDO 
技術戦略研究センター作成（2017）） 

 

・アウトカム目標の達成見込み 

  アウトカム目標の達成見込みについて表 2.1-1 に示す。 
表 2.1-1 アウトカム目標達成見込み 

観点 達成状況 課題 
対 象

分 野

に お

け る

2030
年 の

見 通

し 

比較的小規模需要先を対象とした分野では、地中熱及び太

陽熱等の利用による低コスト化、高度化システムの実証事

業を通じ、トータルコスト 20％以上削減を達成。 
今後、こうした事例や事業者が策定した行動計画の実行を

通じ、民間主導の技術開発投資、量産効果の発揮による更

なるコスト低減、投資回収年数の短縮の実現といった市場

環境の好循環化が図られることで、トータルコスト 30％以

上低減（投資回収年数 8 年以下）の実現が見込まれる。 

今後の再エネ熱の効率的普及

に向けては、地域特性を活か

した熱の面的利用の仕組みづ

くりが重要であり、更なるス

ケールメリットが得られる利

用方法の実証、導入の事例が

求められる（第 6 次エネルギ

ー基本計画）。 
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・費用対効果 
【考え方】長期エネルギー見通し（2015 年）での再エネ熱導入量試算から、主要熱源の市場規模を推計 
  2030 年度までの再エネ熱導入量＝１,３４１万 kL（原油換算）＝520PJ 
  うち、太陽熱（55 万 kL）と地中熱（134 万 kL ：全体の 1/10 と仮定）の導入量 ＝ １８９万 kL 
   に関する市場規模を投資効果として、以下に試算した。 

 
■投資効果相当： 市場規模予測(2030 年) 2,680 億円/年 

        <内訳> 太陽熱：227 億円、地中熱：2,453 億円 
         ※都道府県別の熱需要（冷房・暖房・給湯別、住宅・業務用建物別）から 
          将来人口推移、住宅断熱性能等を想定し、試算。 

■投入額相当：  プロジェクト費用の総額          15 億円 
 

2.2 アウトプット目標及び達成状況 

・前身事業との関連性 

NEDOでは、「再生可能エネルギー熱利用技術開発」事業（2014～2018年度）において、地中熱

利用技術及び各種再生可能エネルギー熱の利用について、蓄熱利用等を含むシステムの高効率化、

評価技術の高精度化等に取り組み、再生可能エネルギー熱利用の普及拡大に向けトータルコストの

低減を進めてきた。 
前身事業は、技術課題解決、地域特性データと活用シミュレーションの整備、導入コストや運用

コストの低減など、広範囲な取組を行い、社会に公開する事により普及に繋がり、エネルギーセキ

ュリティ向上や地球温暖化抑制に寄与した。以前は、熱利用に対する補助金や支援は限定的で事業

者の熟練度・技術開発力の向上を図る事が難しかったが、本事業を通じて向上に貢献できた。 
一方で、更なる技術開発が必要で、実用化に向けて十分な道筋が見出せなかった実施テーマもあ

った。類似の課題解決に取り組んだ事業者間の情報交換、技術交流を促し、成果を統合・整備し、

広く展開すべきである。 
低品位熱源の有効利用はイニシャルコストが高く、コスト低減が必須である。従来の汎用技術に

対してコスト比較できる目標基準や情報があると、課題が浮き彫りになり実用化・事業化に向けた

具体的な計画を立てやすくなると共に、利用者にとって導入検討しやすくなる。 
また、普及・波及のためには、建物、地域等の適用先における要件やコスト低減のシナリオを明

確にし、実フィールド利用に基づくシステム性能や導入効果の検証が必要である。また、他の適切

な技術の選択や、住宅・建物のエネルギーマネジメントシステムとの連携などの高度化も重要と考

えられる。将来のマーケットで生き残るために、削減可能コストや市場規模、派生的効果を含めた

経済的効果をより慎重に予め評価し、継続的に事業展開する事が望まれる。 
 

・本事業における研究開発項目の位置付け 

本事業では、低炭素社会、更には脱炭素社会の実現に資する再生可能エネルギー熱利用の普及拡

大を目指す。具体的には、地域偏在性がなく安定した再生可能エネルギー熱源として地中熱、太陽

熱等について、コストダウンに資する高効率機器の開発や、蓄熱や複数熱源を組み合わせたシステ

ムの実用化技術の確立、共通基盤技術（見かけ熱伝導率の推定・評価技術、設計ツール等）の開
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発、並びに、評価及び定量化技術の高機能化をZEB 等への適用も視野において実現する。また

NEDO、業界団体、研究開発実施者等で連携し、テーマ横断的に技術基準や評価技術の整備等の成

果の普及方策に取り組む。下記目標を達成するため、プロジェクト毎に適正な目標を設定し、技術

開発を推進している。 
 

【助成事業（助成率：1/2）】 
2030 年までに地中熱、太陽熱等の再生可能エネルギー熱のシステム全体のトータルコストを30％

以上低減すること（投資回収年数8年以下）を最終的なアウトカム目標とし、再エネ熱の導入に関わ

る上流から下流までの事業者等を集めたコンソーシアム体制により事業者間の役割分担を最適化し

つつ、適切な進捗管理指標の下に各要素（設計、機器、施工等）の技術開発を進める。さらに、ト

ータルコスト低減を達成するために必要な取組みを要素別に具体的に特定し、行動計画としてまと

める。本事業の直接的な成果として2023 年度までに再生可能エネルギー熱システムのトータルコス

トを20％以上低減（投資回収年数14年以下）させるとともに、2030 年までにトータルコストを

30％以上低減（投資回収年数8年以下）するための道筋及び具体的取り組み（普及方策）を行動計画

としてまとめる。 
 
①地中熱利用システムの低コスト化技術開発 

大規模建築物、小規模建築物等、それぞれの建築物に導入することを想定した、我が国の利用 

に適合した高効率機器の開発、施工期間短縮に資する施工技術の開発、地中熱利用システムの最 

適化技術の開発、評価・定量化技術の高機能化開発等に取り組み、地中熱利用システムのトータ 

ルシステム低減に資する技術を開発する。 

(1)給湯負荷のある施設への導入を想定した地中熱利用ヒートポンプシステムの研究開発 
(2)直接膨張式地中熱ヒートポンプシステムとその施工・設置に係るコスト削減技術の開発 
(3)ZEB化に最適な高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの研究開発 
(4)寒冷地のZEB・ZEHに導入する低コスト・高効率間接型地中熱ヒートポンプシステムの技術開発 

 

②太陽熱等利用システムの高度化技術開発 

高効率機器の開発や、年間を通じた太陽エネルギーの最大限の活用に資する太陽熱利用機器の

開発、評価・定量化技術の高機能化開発、再生可能エネルギー熱を含む多様な熱源を組み合わせ

たシステムの最適化技術開発等に取り組み、太陽熱等利用システムのトータルシステム低減に資

する技術を開発する。 
(1)天空熱源ヒートポンプ（SSHP）システムのライフサイクルに亘るコスト低減・性能向上技術の

開発  
(2)温泉熱等の再エネ熱を活用した分散熱源による熱源水ネットワークシステムのトータルコ 
スト低減技術開発 

 

【委託事業】 
地中熱利用システムの設計時に利用する見かけ熱伝導率(λ)を0.5 W/(m・K)以下の間隔で推定可 

能な評価技術を開発し、その有効性を地質水文環境の異なる3か所以上で検証する。また、簡易TRT  
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技術については、試験方法を簡易化し実用レベルに達していることを実証する。さらに、多様な熱 
負荷条件やオープンループ方式を含む熱源方式に対応した設計ツールを開発する。 
③高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発 

地中熱利用システムの導入拡大に資するシステム設計の最適化に必要な見かけ熱伝導率の推

定・評価技術、簡易TRT（熱応答試験）技術、設計ツールを共通基盤技術として開発し規格化を

目指す。 
(1)見かけ熱伝導率の推定手法と簡易熱応答試験法および統合型設計ツールの開発・規格化 
(2)オープンループ方式地中熱利用における最適設計方法の研究 

 

・アウトプット目標の設定及び根拠 

表 2.2-1 にアウトプット目標の設定及び根拠を示す。 
 

表 2.2-1 アウトプット目標の設定及び根拠 
研究開発項目 最終目標（2024 年 3 月） 根拠 

①地中熱利用シ

ステムの低コス

ト化技術開発【助

成】 
②太陽熱等利用

システムの高度

化技術開発【助

成】 
 

・2023 年度までにシステムの

トータルコストを 20％以上低

減（投資回収年数 14 年以下） 
・2030 年までにトータルコス

トを 30％以上低減（投資回収年

数 8 年以下）するための道筋及

び具体的取り組み（普及方策）

を行動計画としてまとめる。 
 

・一般消費者が許容可能な投資回収年数に関す

るアンケート結果によると、「投資回収年数が 8
年以内であれば地中熱 HP は空調機器の選択肢

候補になる」の回答が 6 割。この結果を基づき、

2030 年度までに同 30％以上低減（投資回収年

数８年以下）の目標を設定した。 
・現在の地中熱ヒートポンプの導入量が非常に

小さいことを踏まえると、今後は技術開発によ

るコスト低減に加え、量産効果や学習効果によ

るコスト低減の寄与も大きいと想定されること

から、技術開発の目標としては、トータルコス

トで 20％程度の削減とするのが妥当である。 
・テーマ毎に、各種再生可能エネルギー熱利用

システムの導入に関係する上流から下流までの

プレーヤーが一体となったコンソーシアム体制

で、研究開発を推進するとともに、ＮＥＤＯ、業

界団体、研究開発実施者とで連携し、テーマ横

断的に技術基準や評価技術の整備等の普及方策

に取り組むが必要であり、その一環として、テ

ーマ毎に行動計画をまとめておくことが必要で

ある。 
③高度化・低コス

ト化のための共

通基盤技術開発

【委託】 

・設計時に利用する見かけ熱伝

導率(λ)を 0.5W/(ｍ・K)以下の

間隔で推定可能な評価技術を

開発し、有効性を地質水文環境

・地中熱利用の普及における課題としては、認

知度が低く、導入検討のための情報が不足して

いること、専門家の不足などが挙げられるとと

もに、地中熱利用ポテンシャル評価のための地
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 の異なる３か所以上で検証す

る。 
・簡易 TRT 技術は、試験方法

を簡易化し実用レベルに達し

ていることを実証する。 
・多様な熱負荷条件やオープン

ループ方式を含む熱源方式に

対応した設計ツールを開発す

る。 
 

質や地下水流れ、気候といった情報の整理、エ

ネルギー消費やランニングメリットに関する定

量的な評価等も課題である。 
・地中熱交換器の設計（本数と長さ）を適切に行

うためには、地中の熱交換効率に関わるみかけ

熱伝導率を測定するための試験（ＴＲＴ：熱応

答試験）を行う必要があるが、TRT は高額な掘

削調査を行う必要があるため、設備規模の小さ

い家庭用等では実施することが困難。 
・そのため、地中熱利用システムの設計フェー

ズにおいて、設計条件の最適化、多様性を考慮

した設計ツール開発、手法の規格化等の課題解

決のため、評価技術や試験方法の技術開発によ

る規格化等が必要である。 
・従来よりも簡易なTRT 手法やＴＲＴに代わる

指標として、見かけ熱伝導率を推定する技術の

開発を行うことにより、簡易で適正な導入・設

計方法を確立し、地中熱利用システムの導入普

及を促進する。併せて様々な条件に対応した設

計ツールの開発を行う。 
 

・アウトプット目標の達成状況 

研究開発項目 
成果（実績） 

（2024 年 3 月） 達成度（見込み
※
） 達成の根拠／解決方針 

（１）地中熱
利用システムの
低コスト化技術
開発【助成】 

（２）太陽熱
等利用システム
の高度化技術
開発【助成】 

（１）４テーマ 
  1-１）概ね〇、一部△× 
  1-2）すべて〇 
  1-3）すべて◎ 
  1-4）概ね〇、一部◎ 
（２）２テーマ 
  2-1）概ね〇、一部◎ 
  2-2）すべて〇 

総合判定 
〇 

2024 年 3 月までに達
成 

・各テーマで設定した目標を概
ね達成と評価 
・事業化の見通し、行動計画
については、実績報告書にその
内容を盛り込む 

（３）高度化・
低コスト化のため
の共通基盤技
術開発【委託】 

（３）２テーマ 
  3-1）すべて〇 
  3-2）すべて〇 

総合判定 
〇 

2024 年 3 月までに達
成 

・各テーマで設定した目標をそ
れぞれ達成と評価 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達  

1-1)給湯負荷のある施設への導入を想定した地中熱利用ヒートポンプシステムの研究開発 
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研究開発項目 成果 達成状況 目標達成のために

解決すべき課題 

①掘削機の開発 掘削機、ポンプをリモコン操作。掘削、ポン

プ、水タンク等の情報をモニタリング。一人

で地中熱交換井を施工出来た。 

〇    

②掘削機周辺機器の開発 二重管ロッドのロッドチェンジャーの開発。

地中熱交換器の挿入機の開発。一人で地中熱

交換井を施工出来た。 

〇    

③地中熱自然冷媒 

(CO2)ヒートポンプ給湯

機の開発 

空気熱源 HP に比べ 18.4％削減できた。  

〇 

量産機用に更なる

ブラッシュアップ 

④地中熱交換器の開発 ダブル U チューブの 1.09 倍の熱交換能力が

あると推定。設置費用としては、同軸型地中

熱交換器の費用が高いため、削減されない。 

× 同軸型地中熱交換

器の費用を補える

ほどの熱交換性能

が無いため、目的達

成は難しい。 

⑤新規 TRT の開発 C-TRT、B-TRT を検討し、C-TRT については、

現状の TRTの解析結果と同等の結果が得られ

た。 

△ B-TRT については、

別の方法を示した

に過ぎないため。 

⑥最適な地中熱システム

の開発 

地中熱システムとしては、給湯を併用するこ

とにより地中熱交換井が少なくなる可能性

を示した。 

空調と給湯を別々の地中熱交換井で行うシ

ステムを従来システムとすると、トータルコ

スト 76%削減となった。 

〇 実証データが少な

いため、実証試験の

更なるデータ収集

が必要である。 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達  

 

1-2)直接膨張式地中熱ヒートポンプシステムとその施工・設置に係るコスト削減技術の開発 

研究開発項目 成果 達成状況 

①地中熱ヒートポンプの

開発 

プロトタイプの HPU の開発は完了した。備品供給等 or OEM

の目途をつけることで目標達成が可能な所まで検証ができ

た。削減率 16.9% 

○ 

②地中熱交換器の開発 地中熱交換器の小口径化とマニュアル作成との相乗効果に

よりコストダウンが進んだ。削減率 22.22% 

  

○ 

③掘削ビット・工法の確

立 

土質への適応性とケーシング鋼管の小口径化で掘削のボリ

ュームも減じられ、これに伴うコストダウンを図ることがで

きた。削減率 21.67% 

○ 
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④ボアホール型施工方法

の改良・開発 

鋼管の小口径化により材料が削減。構工法の改善により施工

手間の短縮化が達成。 

削減率 11.6% 

○ 

⑤本設鋼管杭利用工法の

開発 

「地中熱キャップ工法」として建築技術性能証明を取得し

た。 

何処でも誰でも、本設鋼管を地中熱交換器として有効利用す

ることが可能となり、技術的には達成した。 

○ 

⑥鋼管埋設型施工方法の

改良・開発 

地上部の配管施工に対しマニュアルを作成し、標準的な施工

が行われるように指導した。 

○ 

⑦設計コードの開発 地中熱交換器内の冷媒熱流動シミュレーションコードを開

発した。 

○ 

⑧直膨式専用地中熱ポテ

ンシャルマップの構築 

計画していた山梨県と埼玉県における深さ 30m より浅い土

壌の有効熱伝導率に関するデータベースは完成した。 

○ 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達  

 

1-3) ZEB 化に最適な高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの研究開発 

研究開発項目 成果 達成状況 目標達成のために

解決すべき課題 

①高効率帯水層蓄熱を

利活用したトータル熱

供給システムの開発 

1)ZEB 実証建物と本シ

ステムの適応性評価 

2) システム構築とモ

ニタリング 

3) フリークーリング

による冷房高効率化 

4)給湯システムの高効

率化 

5)井戸洗浄方法の開発 

6) システムの技術評

価手法確立 

・高効率帯水層蓄熱を利活

用したトータル熱供給シ

ステムの2年8か月にわた

る稼働モニタリングデー

タから、高効率稼働を継続

し『ZEB』を 2年連続実現 

・フリークーリングにより

夏期冷房時の電力消費量

半減 

・太陽熱集熱器併用で給湯

高効率化実現 

・密閉構造を生かした井戸

洗浄法によりメンテコス

ト 10分の 1 

・高効率稼働を実現する最

適稼働設定を確立 

◎ 

イニシャルコスト：21％

低減 

ランニングコスト：55％

低減 

トータルコスト ：31％

低減 

 

＜個別ランニングコスト

＞ 

空調：47％低減 

融雪：42％低減 

給湯：74％低減 

井戸メンテ：90％低減 

  

  

・今後は、本開発技

術の普及に向けて

取り組む 

  

・積雪寒冷地の各

地での施工実績を

蓄積し、更なる高効

率について検討を

継続 
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②高効率帯水層蓄熱を

利活用したトータル熱

供給システム専用ヒー

トポンプの開発 

1)設計 

2)製作・性能試験 

3)山形フィールドへ設

置・調整 

4)モニタリング 

5) スケール防止機構

有効性検証 

・給湯単独運転 

  給湯 COP＝4.5 達成 

  

・冷水＋給湯運転 

  総合 COP＝7.5 達成 

  

スケール付着防止機構は

有効に機能していること

を確認した 

◎ 

対目標値：104％ 

 

 

対目標値：105％ 

・普及が進むこと

でヒートポンプの

低コスト化を実現 

・負荷状況の異な

る施設では最適稼

働の自動探索など

の実現が課題 

・鉄由来スケール

以外に関しては十

分な検証が出来て

いない 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達  

 

1-4)寒冷地の ZEB・ZEH に導入する低コスト・高効率間接型地中熱ヒートポンプシステムの技術開発 

研究開発項目 成果 達成状況 目標達成のために

解決すべき課題 

①ZEB・ZEH 建物に導入

する低コスト地中熱ヒ

ートポンプシステムの

設計・評価手法の確立 

・ZEB ・ZEH を考慮した設計により、規模を

縮小することで、戸建住宅で約 35％、事務

所で約30％の設置コストを削減できること

を示した。 

〇 特になし 

(達成済) 

②小規模建築に導入可

能な低コスト地中熱交

換器の開発 

・基礎杭兼用地中熱交換器は約 52％、H 型

PC 杭利用方式は約 50％の設置コストの削

減を達成した。 

◎ 特になし 

(達成済) 

③高効率化を実現する

ヒートポンプおよび二

次側運用技術の開発 

・二次側運用技術を実際に導入し実証試験

を行うことでランニングコスト 20%以上の

削減を達成した。 

・ヒートポンプは空調・給湯用それぞれで

消費電力 10％低減を達成した。 

〇 特になし 

(達成済) 

(4) 地中熱ヒートポン

プシステムトータルコ

スト削減効果の評価 

・戸建住宅でイニシャルコスト 43％、ラン

ニングコスト 28％削減、事務所建物でイニ

シャルコスト 53％、ランニングコスト 28％

削減を達成できることを確認した。 

〇 特になし 

(達成済) 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達  
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2-1)天空熱源ヒートポンプ（SSHP）システムのライフサイクルに亘るコスト低減・性能向上技術の開発 

研究開発項目 成果 達成状況 
目標達成のために解決

すべき課題 

①再エネ熱利用システ

ム設計手法の開発 

2019 年度に作成した設計用シミュレー

ションツールを用いて、豊田自動織機大

府工場及びモデル建物を対象に SSHP 導

入効果を検討した。 

○  

特になし 

②低コスト・高効率ユ

ニット型SSHPシステム

の開発 

  

2019 年度に完成した小型実証機機でシ

ステム実験を行うとともに、2020 年度に

大府実証機を製作、工場試験を実施。 
○  

大型化（モジュール化）

による適用範囲の拡

大。低ＧＷＰ冷媒の採

用。 

③実建物における運転

性能の実態検証 

  

2021 年度 8 月に完成した豊田自動織機

大府工場での実証装置の運転データを

取得し、2022 年度の運転性能評価を実

施。 

◎  

特になし 

④再エネ熱利用システ

ムの最適運転制御技術 

2019 年～2020 年に最適制御アルゴリズ

ム完成。シミュレーションで実験結果を

高い精度で再現。 ○  

構築したアルゴリズム

をシミュレーションで

検証。今後実建物での

実証が必要。 

  

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達  

 

2-2)温泉熱等の再エネ熱を活用した分散熱源による熱源水ネットワークシステムのトータルコスト低

減技術開発 

研究開発項目 成果 達成状況 

(1)実温泉施設における温泉

熱賦存量、熱需要量の実測調

査及び、国内外事例調査 

8 施設（新潟県日帰温浴施設、大分県温浴施設と共同住宅

施設、宮城県宿泊施設 2件、長野県温泉施設、北海道宿泊

施設 2件）に計測ユニットを設置して実測を行った。 

○ 

海外の類似事例等について机上調査を行った。 ○ 

(2)温泉・排湯用熱交換器の

低コスト化 

流下部の試作、試験結果をもとに、製作協力メーカーと製

品としての設計を行い、低価格化の見込みを得た。 

○ 

(3)分散熱源による熱源水ネ

ットワークシステムの導入

検討支援ツールの開発 

分散熱源による熱源水ネットワークシステムの導入検討

ツールのベースシステムを製造し、導入検討ツール開発完

了までの見込みを立てた。 

○ 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達  
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研究開発項目 成果 達成状況 

(4)分散熱源による

熱源水ネットワーク

システムにおける低

コストな熱売買制御

システムの開発 

制御システムモデルを検討し制御対象範囲と制御入出力ポイント

表の整理を行った。ポイント表から各制御盤の回路図と外形図を

設計し制御盤外形寸法を確認した。 

PLC を用いた制御システムに対し、シングルボードコンピュータを

用いた制御システムとした場合のコスト比較を行い約 21%以上の

価格低減となる結果を得た。 

○ 

(5)実環境下におけ

る熱売買制御システ

ムの検証 

実環境下でのシステム検証のために、候補地の現地確認を行い、シ

ステム構想案を検討した。 

○ 

(6)分散熱源による

熱源水ネットワーク

システムの導入評価 

シミュレーションによる評価を実施し、開発目標 20%削減の目処が

ついた。 

○ 

(7)事業スキームの

検討 

事業スキームとして 2 案の検討を実施し、事業化に向けた方向性

を確認した。 

○ 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達  
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3-1)見かけ熱伝導率の推定手法と簡易熱応答試験法および統合型設計ツールの開発・規格化 

研究開発項目 成果 達成状況 

①見かけ熱伝導率の

推定手法の開発・規

格化 

・水文地質学的および統計学的な見かけ熱伝導率推定手法を開発

し、推定誤差 0.5W/(m･K)以内を確認 

・見かけ熱伝導率の推定マニュアルを作成 

○ 

②簡易熱応答試験法

の開発・規格化 

1)大口径水井戸に適用可能な TRT 装置の開発 

佐賀市で行ったフィールド試験では，加熱期間を 48 時間以上とし

たときの温度回復期間データを用いた熱伝導率プロファイルが，隣

接する GHE のものと概ね同様のトレンドを示し，また両者の RMS が

約 0.35 に収束した。フィールド試験を再現した数値シミュレーシ

ョンにおいては，500mm までの水井戸において，加熱期間を延長す

ることで推定された熱伝導プロファイルと基準プロファイルが概

ね一致する結果となったことから，水井戸径に応じた加熱期間を設

けることで，大口径水井戸に適用可能であると推測される。 

2)全国六箇所で大深度 BHE の設置と実験を行った。NTRT で得られ

た有効熱伝導率と OTRT の振動幅の関係を表す近似式は機械学習で

得られた。 

○ 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達  

 

3-2)オープンループ方式地中熱利用における最適設計方法の研究 

研究開発項目  成果 達成状況 

①システムシミュレ

ーションツールの研

究開発 

LCEM で利用可能なオープンループ方式用モジュールを作成し、シス

テムの年間エネルギー消費量を実測値に対して誤差 25%以内で予測

することを可能とした。LCEM 構築シートを出力するツールを作成

し、これにより他の熱源機器を含めた検討を簡易にすることを可能

にした。 

○ 

②地下水揚水可能量

予測手法の研究開発 

1) 広域的な透水係数推定手法の研究開発 

広域的な井戸情報データベースを用いて実測値の 0.5 倍から 2.4 倍

の範囲内で透水係数を推定する手法を構築した。 

2) 地盤調査ボーリング孔を利用した透水係数推定手法の研究開発 

単一の地盤調査ボーリング孔を用いて多孔式揚水試験に近い透水係

数を推定する手法の組み合わせを示した。 

〇 

③地下水還元可能量

予測手法の研究開発 

複数の既存システムモニタリングデータから、地下水還元が地下水

水質と帯水層の透水係数に加えて他の要因が影響を与えることを明

らかにした。 

また、室内透水実験によりスクリーンの単位面積あたりの目詰まり

振興の速度を推定する手法を開発した。 

○ 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達  
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・特許出願及び論文発表 

成果の普及については、NEDOは、技術情報流出に配慮しつつ、実用化・事業化を推進するため、 
情報発信を行うように指導している。事業全体の特許、論文、外部発表等の件数を表2.2-2に示す。 
NEDO自身も、学会・シンポジウムでの講演、専門誌への寄稿等を行っており表2.2-3に示す。 

表 2.2-2 事業全体の特許、論文、外部発表等 
  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読付

き 
その

他 
学会等での

発表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 6 件 1 件 
2020FY 2 件 0 件 0 件 3 件 1 件 23 件 13 件 4 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 33 件 13 件 4 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 7 件 0 件 28 件 4 件 7 件 
2023FY 2 件 0 件 0 件 8 件 2 件 30 件 5 件 9 件 

計 4 件 0 件 0 件 19 件 3 件 117 件 41 件 25 件 
       (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)                      2024 年 3 月 31 日現在 

 
表 2.2-3 NEDO 自身による本事業に関する事業全体の特許、論文、外部発表等 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読

付き 
その他 学会等での

発表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 7 件 0 件 0 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 7 件 4 件 0 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 6 件 3 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 7 件 1 件 0 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 0 件 

計 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 31 件 8 件 0 件 
      (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)                      2024 年 3 月 31 日現在 
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3．マネジメント 

3.1 実施体制 

・NEDO が実施する意義 
再生可能エネルギー熱利用技術は、熱を直接利用するため、エネルギー供給の多様化を実現し、エ

ネルギーセキュリティー確保に大きく寄与することが可能である。2018 年 7 月に閣議決定した「第

5 次エネルギー基本計画」においては、“多層化・多様化した柔軟なエネルギー需給構造”の実現を目

指し、再生可能エネルギー熱については、より効果的に活用していくことで、エネルギー需給構造を

より効率化する上で効果的な取組と期待されている。 
しかしながら、再生可能エネルギーの熱利用を考えた場合、課題も多く、一般に、熱利用技術は、

既存技術より導入コストが依然として高いこと、認知度が低く、熱エネルギーの供給を担う事業者が

十分に育っていないこと等がある。そこで、NEDO では、「再生可能エネルギー熱利用技術開発」（2014
～2018 年度）において、地中熱利用技術および各種再生可能エネルギー熱の利用について、蓄熱利用

等を含むシステムの高効率化・規格化、評価技術の高精度化等に取り組み、再生可能エネルギー熱利

用の普及拡大に向けトータルコストの低減を進めてきた。 
再生可能エネルギー熱利用システムの導入には多種多様なプレーヤーが関わることから、本事業で

は、上流から下流までのプレーヤーが一体となったコンソーシアム体制で推進し、ニーズ・実用化に

重点を置いた研究開発を推進するとともに、業界団体やユーザーとも連携し開発成果の普及方策に取

り組む。また、高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発については、高度な知識を要するため

大学・研究機関を中心とした体制で実施し、規格化に資することを想定し業界団体等と連携する。 
再生可能エネルギー熱の自立的な市場の形成には、更なるコストダウンが求められており、本事業

において提案する“再生可能エネルギー熱利用技術”に NEDO として投資を行うことは極めて重要で

ある。 
 
①地中熱利用システムの低コスト化技術開発について 

大規模建築物、小規模建築物等、それぞれの建築物に導入することを想定した、我が国の利用

に適合した高効率機器の開発、施工期間短縮に資する施工技術の開発、地中熱利用システムの最

適化技術の開発、評価・定量化技術の高機能化開発等に取り組み、地中熱利用システムのトータ

ルコスト低減に資する技術を開発する必要があり、NEDOプロジェクトとしての実施は妥当であ

る。 
②太陽熱等利用システムの高度化技術開発について 

高効率機器の開発や、年間を通じた太陽エネルギーの最大限の活用に資する太陽熱利用機器の

開発、評価・定量化技術の高機能化開発、再生可能エネルギー熱を含む多様な熱源を組み合わせ

たシステムの最適化技術開発等に取り組み、太陽熱等利用システムのトータルコスト低減に資す

る技術を開発する必要があり、NEDOプロジェクトとしての実施は妥当である。 
③高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発について 

地中熱利用システムの導入拡大に資するシステム設計の最適化に必要な見かけ熱伝導率の推

定・評価技術、簡易TRT（熱応答試験）技術、設計ツールを共通基盤技術として開発し規格化を

行う必要があり、NEDOプロジェクトとしての実施は妥当である。 
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3.2 受益者負担の考え方 

（１）助成 

事業化リスクが低く、実施事業者自身の将来の裨益が非実施者に比して大きいと見込まれるため、1/2

負担の補助事業とする。 

 

（２）委託 

標準化に必要なデータ等を取得し中立的立場から分析・評価するものや、民間企業単独では整備でき

ないデータベース等を構築する共通基盤的な要素であるため、委託事業とする。 

3.3 研究開発計画 
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4.目標及び達成状況の詳細 

4.1 研究開発項目①地中熱利用システムの低コスト化技術開発 

4.1.1 給湯負荷のある施設への導入を想定した地中熱利用ヒートポンプシステムの研究開発 

・背景と目的 

再生可能エネルギー熱の一つである地中熱利用ヒートポンプシステムは、エネルギー削減、CO2削

減に寄与するシステムであるが、導入コストが高い、認知度が低い、事業者が十分に育っていないこ

とから、依然として導入が進んでいないシステムである。しかしながら、2018 年に閣議決定された

「第 5 次エネルギー基本計画」に「多層化・多様化した柔軟なエネルギー需給構造」の実現を目指す

意向が示されており、エネルギー需給構造を効率化する上で期待される取り組みである。また、昨今

のエネルギー消費の推移をみると産業用部門は減少しているものの民生用(家庭用+業務用)部門は増

加傾向にある。業務用部門におけるエネルギー消費量のうち空調用負荷が 30％以上を占めており給

湯負荷も 19％を占めている（総合エネルギー統計より）。家庭用給湯では ZEH の普及拡大もあって

家庭用自然冷媒（CO2）ヒートポンプ給湯器の普及が目覚ましいが業務用自然冷媒（CO2）ヒートポ

ンプ給湯機の普及は東日本震災以降、縮小傾向にある。 
  一方、2010 年に閣議決定された「エネルギー基本計画」では 2020 年までに新築公共建築物等で 

2030 年までに新築建築物等で ZEB 化の実現を計るとしている。また、2016 年のモントリオール議 
定書第 28 回締約国会議においての本議定書の改正で HFC の生産・消費量削減スケジュールも提出 
され地球温暖化防止に向けた一層の取り組みが必要となる中、自然冷媒 CO2を使用したヒートポンプ 
の普及も急がれる。 

  しかしながら現状は、水熱源業務用 CO2ヒートポンプ給湯機はメーカーが 1 社しかなく業務用給 
湯機としては水熱交換器の設計であるため地中熱の温度域での最適設計がなされていない。そのため、 
地中熱利用システムに組み込んだ場合、熱吸収が十分でなく、定格出力規模も大きく、高価なため普 
及が進んでいない。他方、空気熱源の業務用自然冷媒（CO2）ヒートポンプ給湯機の普及阻害要因と 
しては、冷媒に CO2を使用しているため、使用冷媒圧力が高圧で使用部品が高価となり、深夜蓄熱を 
利用するため蓄熱タンク容量も大きくなるため製品価格が高価となっている。また、空気熱源自然冷 
媒（CO2）ヒートポンプ給湯機の弱点として給湯給水温度が低くなり給湯負荷が増える冬季は、外気 
温度が低下すると給湯定格出力が低下することに加え、空気条件次第では蒸発熱交換器への霜付きに 
よる除霜の影響もあって定格出力低下と年間加熱 COP が低下する。そのため、給湯負荷に対して定 
格出力が大きめの機器選定となり、蓄熱タンク容量も過大となるため、益々イニシャルコストが掛か 
る悪循環となっている。 
一方、地中熱(水熱源)業務用自然冷媒（CO2）ヒートポンプ給湯機は霜付きによる除霜運転がないた 

め、蓄熱タンクを小さくすることが可能で、開発を進めることで、地中熱利用システムの普及が進む

と考えられる。また、従来、地中熱利用は空調用途が大部分を占めていたが、再生可能エネルギー熱

利用普及拡大には給湯への熱利用拡大が必要であり、地中熱業務用自然冷媒（CO2）ヒートポンプ給

湯機の技術開発を行う必要があると考えられる。 
  ただし、給湯のみを地中熱で賄うと、地下の熱バランスが崩れ、永続的に使うことが出来ないと考 
える。そこで、給湯、冷暖房負荷のバランスを取ることを目的に、従来の空気熱源ヒートポンプなど 
で補うシステムを組む必要がある。このシステムを組むことにより、給湯需要を含む施設への地中熱 
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利用ヒートポンプシステムの普及が進むと考えられる。 
  また、トータルコスト削減のために、掘削システムの開発、TRT の開発、地中熱交換器の開発を 
行うことで、エンドユーザーに対するコストも削減できると考えられる。それにより、地中熱のマ 
ーケット拡大への一助になると期待できる。 

 

・研究開発の概要 

研究開発目標を達成するために、以下の 6 個の開発項目を上げて研究開発を行う。 
①掘削機の開発 

    本開発では、地中熱交換井を 1 人で施工することを目標に開発を行う。掘削を一人で行うた 
めには、掘削に関わる操作およびデータをオペレーターの基に集約する必要がある。そのため 
に、無線リモコン・モニタリング装置が付いた掘削機を開発する。 

②掘削機周辺機器の開発 
     本開発では、地中熱交換井を 1 人で施工することを目標に二重管ロッドのロッドチェンジャー 

と地中熱交換器の挿入機の開発を行う。 
③地中熱自然冷媒（CO2）ヒートポンプ給湯機の開発 

    地中熱 CO2ヒートポンプ給湯機を空気熱源 CO2ヒートポンプ給湯機をベースに開発する。地 
中熱利用に適したガスクーラーや蒸発熱交換器、電子膨張弁の設計及び制御設計プログラムの開 
発などを行い、量産用地中熱 CO2ヒートポンプ給湯機を開発する。 

④地中熱交換器の開発 
   掘削径 φ165mm の坑井に設置可能な同軸型地中熱交換器の開発を行う。様々なサイズの同軸 

型地中熱交換器を検討し、フィールドに設置して地中熱交換器入口温度一定の試験を行い、熱交 
換能力を比較する。 

⑤新規 TRT の開発 
本開発では 2 種類の TRT について研究開発を行う。研究開発目的は、従来の TRT にかかる時 

間を削減するためである。 
⑤-A 地質調査の後の TRT 

全自動動的コーン貫入試験機(CRS)にて動的コーン貫入調査を実施した後の直径 40mm 程度の 
穴を用いて、TRTを行う方法を開発する。「鉄管や銅管などで製作した地中熱交換器を用いるTRT」、 

「電気ヒーター付ケーブルを挿入した TRT」の 2 種類を検討し、実証試験を行う。 
⑤-B 掘削機設置のままの TRT 

掘削途中で掘削機を夜に設置した状態のまま現場を離れる際に、TRT まで実施しようというコン 
セプトに基づいて行う TRT を開発する。研究開発では掘削直後のロッド内の温度変化の計測や熱

損失の研究を行い、実証試験を行っていく。 
⑥最適な地中熱システムの開発 

本開発では、「地中熱交換井離隔距離の検討」と「最適な地中熱システムの導入検討」2 項目の研 
究開発を行う。 

⑥-A 地中熱交換井離隔距離の検討 
「地中熱交換井離隔距離の検討」では、従来常識とされていた地中熱交換井の 4～5m の離隔距 

離を地層、地下との熱交換量に応じた離隔距離を検討する。具体的には、地下の温度変化の許容範
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囲を文献などで調査し、その後に、既設の地中熱交換井の近くに調査井を掘削し、地下温度を計測

する。その結果を基に、シミュレーションで再現した後に、熱負荷、地質に応じた地中熱交換井の

離隔距離を検討する。 
⑥-B 最適な地中熱システムの導入検討 

     「最適な地中熱システムの導入検討」では、開発した地中熱自然冷媒（CO2）ヒートポンプ給湯 
機を用いた地中熱システムを検討する。本システムは地中熱自然冷媒（CO2）ヒートポンプ給湯機、 
空調用地中熱ヒートポンプチラー、同軸型地中熱交換器、制御ユニットなどで構成され、空調用熱 
負荷と給湯用熱負荷バランスをシミュレーションすることで地中熱交換井を削減する。 

 
表 4.1.1-1 研究開発目標と根拠 

 

 

 

 

研究開発項目 中間目標(2021 年度末) 最終目標(2023 年度末) 目標レベル設定の根拠 
①掘削機の開発 一人で地中熱交換井を施

工する目途を付ける。 
一人で地中熱交換井を施工

する。 
2023 年度に掘削にて従来

比、46％の削減をするた

め。 
②掘削機周辺機器

の開発 
一人で地中熱交換井を施

工する目途を付ける。 
一人で地中熱交換井を施工

する。 
2023 年度に掘削にて従来

比、46％の削減をするた

め。 
③地中熱自然冷媒

（CO2）ヒートポ

ンプ給湯機の開発 

空気熱源 CO2ヒートポン

プ給湯機に比べてイニシ

ャルコストが 15％削減す

る目途を付ける。 

空気熱源 CO2ヒートポン

プ給湯機に比べてイニシャ

ルコストが 15％削減す

る。 

2023 年度に地中熱自然冷

媒(CO2)ヒートポンプ給湯

機にて従来比、46％の削減

をするため。 
④地中熱交換器の

開発 
従来の地中熱交換器(U チ

ューブ)に比べて、設置費

用が 33％削減する目途を

付ける。 

従来の地中熱交換器(U チ

ューブ)に比べて、設置費

用が 33％削減する。 

2023 年度に従来比で、掘

削にて 46％、地中熱交換

器 33％の削減をするた

め。 
⑤新規 TRT の開

発 
従来の TRT の解析結果と

同様に、地中熱施設の設

計で使えるようにする目

途を付ける。 

従来の TRT の解析結果と

同様に、地中熱施設の設計

で使える目途をつける。 

従来の基準と比較して、使

用できるレベルにするため

には、多数の試験結果が必

要であるため。 
⑥最適な地中熱シ

ステムの開発 
従来の地中熱ヒートポン

プシステムを給湯需要が

ある福祉施設(2,000m2)へ
導入する場合に比べて、

イニシャルコストを 23%
削減する目途を付ける。 

従来の地中熱ヒートポンプ

システムを給湯需要がある

福祉施設(2,000m2)へ導入

する場合に比べて、イニシ

ャルコストを 23%削減す

る。 

6 個の開発を進めること

で、削減されると考えらえ

るため。 
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・事業スケジュール 

本事業の研究期間は、2019 年 7 月 30 日より 2024 年 3 月 31 日までで、主な事業スケジュールの 
概要を図 4.1.1-1 に示す。

 

図 4.1-1 研究開発スケジュール 
 
・成果の概要 

【成果概要】 

「①掘削機の開発」は 2021 年度に開発終了し、「②掘削機周辺機器の開発」は 2022 年度にロッ 
ドチェンジャー、地中熱交換器挿入機の開発が終了し、一人施工が出来るかを試験した。結果とし 
て、一人施工が可能となり、100m の地中熱交換井の設置の場合、イニシャルコストが 17.1%削減 
となった。 
「③地中熱自然冷媒(CO2)ヒートポンプ給湯機の開発」は、構成部品の設計・製作・組み立てと量 

産試作機の製作を完了し、性能試験を完了してモニター試験を開始した。 
「④地中熱交換器の開発」に関しては、複数の同軸型地中熱交換器を用いた入口温度一定の熱応 

答試験を行い、ダブル U チューブの試験結果と比較して 1.09 倍の地中熱交換能力の結果が得られ 
た。 
「⑤新規 TRT の開発」の内、「⑤-A 地質調査の後の TRT」は、地質調査機の後の掘削穴を用いて 

TRT を行う方法であり、地中熱交換器(二重管)を挿入する方法で試験と解析方法を開発した。電気 
ヒーター付きケーブルを用いた方法では計測するための治具を開発した。 

一方、「⑤-B 掘削機設置のままの TRT」は、複数の方法を検討し、掘削ロッドの中に水がある 
条件下であれば試験可能であると可能性を示した。 
「⑥最適な地中熱システムの開発」の内、「⑥-A 地中熱交換井離隔距離の検討」に関しては移動 

線源理論に基づく熱干渉評価モデルを作成し、同モデルによる熱干渉および地下水流れの影響を評 
価することが可能であることを確認した。ケーススタディによる試算結果からは、すべての地域に 

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①掘削機の開発

②掘削機周辺機
器の開発

 ③地中熱自然冷
媒（CO2）ヒートポ
ンプ給湯機の開発

④地中熱交換器
の研究開発

⑤新規TRTの開
発

⑥最適な地中熱
システムの開発

2023年度事業項目 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

2021年度開発完了

検討

実証試験

シミュレーション・検討

2021年度量産プロトモデル試作開発完了 実用化に向けた量産機の試作試験

実証試験

製作・試験

実証試験・試験解析

実証試験・試験解析

シミュレーション・実証試験

2022年度開発完了
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おいて「離隔距離 3m、地下水流速 0.05 m/day 以上」の条件であれば「離隔距離 4m、地下水流速 
無し」のケースよりも熱干渉率が低い値を示すことが明らかになった。なお本試算結果は、標準的 
な地盤環境と地温を想定した概略的な評価であることに留意されたい。 
「⑥最適な地中熱システムの開発」の内、「⑥-B 最適な地中熱システムの開発」に関しては、 

2,000m2の老人保健施設へ導入する最適な地中熱システムを開発するために、2,000m2の老人保健 
施設の年間の空調負荷と給湯負荷を推定し、年間を通して放熱、採熱のバランスが取れるか、シミ 
ュレーションで佐賀、東京、北海道の 3 地域で検討し、システムとして運用するために何本の地中 
熱交換器の設置本数がいるか検討した。また、同じ地中熱交換器群を共通で冷暖房、給湯に使える 
かを実証するために、既存の空調用の地中熱ヒートポンプシステムに地中熱自然冷媒(CO2)ヒートポ 
ンプ給湯機を設置し、様々な条件下での実証試験を行った。結果として、同じ地中熱交換器群を冷 
暖房、給湯に用いてもシステムとしての稼働には問題が無いと考えられる可能性が得られた。 

 

【項目別成果】 
①掘削機の開発 

   掘削機の開発に関しては、地中熱交換井を一人で施工することを目標に、掘削に係る操作 
およびデータをオペレーターの基に集約するための開発を行った。具体的には、操作用のリモコ 
ン、掘削用のリモコン、掘削状況表示パネル、スマートグラス、3 連クランプなどを開発した。 
これらを用いて、掘削時に一人で施工できる可能性を示した。 

 

   
移動時の様子(左)、掘削時の様子(右) 

 

   

施工モニター(左)、3 連クランプ(右) 
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②掘削機周辺機器の開発 
ロッドチェンジャーおよびロッドストッカーを開発し、二重管方式でのアウターロッド、イン 

ナーロッドの継ぎ足し、インナーロッドおよびアウターロッドの抜管が一人で行える可能性を示 
した。 

   地中熱交換器挿入機は、④で開発した同軸型地中熱交換器を 3 本同時に一人で設置するために 
開発した方法である。本方法を開発することにより、写真に示すように作業者がスイッチを使っ 
て一人で地中熱交換器を設置することが出来るようになった。 
 

   

ロッドチェンジャーおよびロッドストッカー(左)、 
地中熱交換器挿入機を用いた地中熱交換器挿入の様子(右) 

 
③地中熱自然冷媒(CO2)ヒートポンプ給湯機の開発 

   最終仕様機を見据えた再設計した熱交換器や各種部材も再設計を行い、最終量産用試験機を開 
発製作し、その試験機で性能検査試験と品質検査試験を実施した。 

   80℃沸き上げ時で年間加熱効率は空気熱源エコキュート同等（年間加熱効率=3.6）を目標にし 
た。水熱交換器材質を空気熱源エコキュートの銅製から高耐久の SUS316 を使用したが年間加熱 
効率は 3.3 を達成した。 

65℃沸き上げ時では年間加熱効率 3.8 を達成した。 
   ヒートポンプ機器の外形寸法図、仕様書、能力試験結果、基本試験結果、着霜季能力試験結果 
  を下記に示す。 
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【試験機外観】 

 

 
【寸法】 
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【仕様書】 

 
 

【性能試験結果】 
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【基本試験項目結果】 

 
 
 

【着霜期能力試験結果】 
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④地中熱交換器の開発 
掘削径 165mm へ設置可能な同軸型地中熱交換器の検討を行った。具体的には、ポリエチレン

パイプを用いた同軸型地中熱交換器を 2 種類検討し、一つの地中熱交換井の中に複数設置出来る

かを検討した。結果として、開発した同軸型地中熱交換器は一つの坑井内に 3 本まで設置できる

と考えられ、YBM 敷地内にて設置し確認した。 
   複数の同軸型地中熱交換器を設置した場合と一般的なダブル U チューブとの性能比較を行う 

ために、地中熱交換器入口温度一定の試験が出来る TRT 装置を製作し、地中熱交換器入口温度一 
定試験を行った。下図(左)は、試験結果であり、地中熱交換器入口温度を 35℃と一定として試験 
を行っている。また、下図(右)は、5 パターンの地中熱交換器試験結果について熱交換量を比較し 
た結果であり、下表は 5 パターンの試験の平均熱交換量比較表である。ダブル U チューブの熱応 
答試験結果と比較すると、同軸管 A を 3 本設置した場合で 1.09 倍、同軸管 B を 3 本設置した場 
合で 1.07 倍の熱交換量能力を得られた。 

 
同軸管 A(外径 50mm)1 本_30m の実験結果 

 
5 パターンの試験の熱交換量の比較結果 
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5 パターンの試験の平均熱交換量比較 

 
 

⑤新規 TRT の開発 
⑤-A 地質調査の後の TRT の内、地中熱交換器を挿入する方法については設置方法、熱応答試

験方法、解析方法について開発を行った。設置方法については、動的コーン貫入試験を行った後

にロッドを変更して地中熱交換器を押すことによって挿入することが可能となった。また、回収

についてもコーン貫入試験装置を用いることによりロッドの回収を行うことが出来た。 

 

熱応答試験については、通常の TRT 装置を用いた試験が可能であり、試験解析にいても下表

に示す通り、解析方法で一般的なヒストリーマッチング法を用いて解析した結果、近傍の U チュ

ーブの解析結果と近い熱伝導率を示した。 
 
 
 
 
 

平均熱交換量
(kW)

平均熱交換量
(W/m)

ダブルUチューブの
結果を1とした場合
との倍率比較

同軸管A(外径
50mm)1本_30m

1.34 44.7 0.57

同軸管A(外径
50mm)3本_29m

2.48 85.4 1.09

同軸管B(外径
40mm)1本_30m

1.12 37.2 0.48

同軸管B(外径
40mm)3本_30m

2.50 83.5 1.07

ダブルUチューブ
_30m

2.35 78.2 1
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 熱応答試験解析結果 

 
 

⑤-A 地質調査の後の TRT の内、電気ヒーター付きケーブルを用いた方法では、細線法に よる実

験室での熱伝導率測定が可能となり、実用化に関する目途を立てた。 
 
  ⑤-B 掘削機設置のままの TRT に関しては、掘削機を設置した状態で複数回、TRT を実施した 
 が逸水により熱応答試験解析が難解になり、根本的な解決が難しく実現困難と分かった。ただし、 
掘削直後に掘削ロッドの中に水がある条件下であれば通常の熱応答試験は可能であると考えられ、 
また短時間のデータを用いた試験データでも解析できる可能性を示した。 

 

 
掘削機を設置した状態での TRT 

 
⑥最適な地中熱システムの開発 

⑥-A 地中熱交換井離隔距離の検討に関しては、地下との熱交換量に応じた離隔距離を検討し 
た。最初に地下の温度変化の許容範囲を文献などで調査し、その後に、佐賀大学内に設置している

地中熱交換井の近くに調査井を掘削し、地下温度を計測した。その結果を基に、数値解析を実施し

モデルを検証した。その検証済みのモデルを基に、熱負荷、地質に応じた地中熱交換井の離隔距離

を検討した。 
下図は、「佐賀」の熱負荷の条件での各地層条件、離隔距離の場合の平均絶対パーセント誤差を表 
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したものである。地中熱システムにおける「地下水流れが無い場所に設置した離隔距離４ｍの GSHP
システム」を基準ケースとして、熱干渉の影響の程度を検討すると、図中の紫の点線より下のケー

スにおいては、近く距離を短縮できる可能性があると考えられる。その条件としては、「離隔距離3m、

地下水流速 0.05m/day 以上」であり、他に検討した「東京」、「札幌」の条件下においても同様の結

果を示している。 
  ただし、これらの計算結果はあくまで仮想シナリオ下のシミュレーションに基づくものであり、 
実際に「粘土」や亀裂のない「花崗岩」で大きな地下水流速が発生するとは考えにくい。本来であ 
れば、地下の熱移動に関係する地層の透水係数や比貯留係数、飽和度等のパラメータを設定したう 
えで、地下水流速を評価すべきであり、本検討はあくまで可能性を示したに過ぎないことに留意が 
必要である。 

 

 

 佐賀のケースの熱干渉による影響の定量化：平均絶対パーセント誤差 
 

⑥-B 最適な地中熱システムの開発は、下図に示すように地中熱を利用した冷暖房と給湯の両方を 
同じ地中熱交換井群を用いて、掘削本数を減らすことでコストダウンするというコンセプトで行っ

た。本システムは、同じ地中熱交換井で空調、給湯が行えるかを実証的に確認する必要があり、ま

た、色々な地域で冷暖房負荷と給湯負荷がどのようになるかを検討し、その負荷を満たす地中熱交換

井を検討する必要がある。 
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 最適な地中熱システムの設置概要 

 
2,000m2の老人保健施設について、空調負荷について NEW-HASP を用いて、給湯負荷について

は人員あたりの給湯使用量を基に札幌、東京、佐賀と 3 カ所の気象条件で推定した。また、空調負

荷と給湯負荷について、それぞれ足し合わせて合成熱負荷とし、その合成熱負荷を基に地中熱のシ

ミュレーションソフトである Ground Club でシミュレーションした結果、佐賀では下図に示すよう

に年間の温熱と冷熱がバランスし、正味の負荷率で計算したときに大幅に熱負荷の偏りが減少する

結果となった。また、冷房負荷過多な温暖地域では地中熱ヒートポンプ空調機と地中熱ヒートポン

プ給湯機を同時に導入したほうが、各々や単独で導入の場合よりも、必要な掘削井戸本数が削減す

ることが示された。また、熱負荷が年間を通じてバランスするため、熱供給過多に対する太陽熱温

水パネル等による補完が不要であるという結果が示された。 
 

 
  佐賀での老人保健施設での地下への想定熱負荷 
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同じ地中熱交換井で空調、給湯が行えるかを実証的に確認するために、ワイビーエム岸山工場の

既存の地中熱空調システムに、本事業で開発した地中熱 CO2ヒートポンプ給湯機を接続し、実証試

験を行い、地中熱の冷暖房と給湯が同時に運転できるかを検証した。 
実証試験では以下 5 つの条件を基に、夏季、冬季、中間期の実験を行った。 

①地中熱 CO2ヒートポンプ給湯機の運転動作を想定した『昼間に空調を行い、夜間にヒートポン 
プ給湯機で蓄熱する』試験や追い炊きを想定した『空調機と給湯機を同時に運転する』試験 

②地中熱ヒートポンプ空調機と地中熱 CO2ヒートポンプ給湯機を同時に運転させ、地中熱源水に 
対し給湯用ヒートポンプを直列や並列に接続して、地中温度変化やヒートポンプの能力や効率の

測定試験 
③使用する井戸の数を通常本数や半数で動作した試験 
④地中熱 CO2ヒートポンプ給湯機の出湯温度を 80℃と 65℃に変更した試験 
⑤空気熱源ヒートポンプ給湯機との能力や効率比較試験。 

  ①～⑤の試験条件で実施した結果、元々空調用の地中熱システムに給湯用の地中熱 CO2ヒート 
 ポンプ給湯機を設置して運転しても、空調用の地中熱システムの運用には問題なく、給湯につい 
ても問題なく運転されていた。ただし、実証については、1.2 年しかしておらず、長期的な地下温 
度の推移や①～⑤の条件について、実用化に向けて足りないと想定される条件があるため、実証 
試験を継続していく予定である。 

 

 
 実証試験設備概要 
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 並列配管での流路(左)、直列配管での流路(右) 
 

従来の地中熱システムとのコスト比較を行った結果を以下に示す。下図に示すように従来技術とは、

空調と給湯についてそれぞれ別の地中熱交換井で運用した場合であり、研究開発技術では同じ地中熱

交換井群で運用しているシステムである。熱負荷は佐賀の条件下で検討しており、その結果に基づい

て掘削本数を検討している。 
開発技術では、地下への熱負荷が空調だけで使うより加熱、冷却のバランスが取れるため、空調の

場合と比べても掘削本数が少なくなる。その結果、大きくコスト削減することとなる。また、一般的

に普及している灯油ボイラーによる給湯、エアコンによる空調と比較すると 14 年経過してもトータ

ルコストが小さい結果が得られた。 
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表 4.1.1-2 特許、論文、外部発表等【件数・内訳】

区分

年度

特許出願 論文 その他外部発表

国内 外国 PCT※

出願

査読

付き

その

他

学会発表・

講演

新聞・雑誌等

への掲載

その他

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

2020FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 0 件

2022FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

2023FY 1 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)

＜トータルコストの比較について＞ (万円)

従来技術 研究開発技術
一般的に普及している機器

＜参考＞

掘削 41,649 3,374 0

地中熱交換器 7,560 1,800 0

地中熱用ヒートポンプ(空調) 2,460 2,460 0

地中熱ヒートポンプ(給湯) 908 640 0

貯湯タンクユニット 620 620 0

配管 9,783 1,087 0

調査(TRT) 200 200 0

灯油ボイラーやガスボイラーなど(給湯器)＜参考＞ 1,311

エアコンなど(空調機器)＜参考＞ 1,683

6,028 6,028 11,638

69,208 16,209 14,632

積み上げ対象

RC14年分

トータルコスト(IC＋RC14年分)

IC
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表 4.1.1-3 成果の最終目標と達成度 
研究開発項目 最終目標 成果 達成状況 目標達成のため

に解決すべき課

題 
①掘削機の開発 一人で地中熱交換井

を施工する。 
掘削機、ポンプを

リモコン操作。掘

削、ポンプ、水タ

ンク等の情報をモ

ニタリング。一人

で地中熱交換井を

施工出来た。 

〇 
 

 

②掘削機周辺機器の

開発 
一人で地中熱交換井

を施工する。 
二重管ロッドのロ

ッドチェンジャー

の開発。地中熱交

換器の挿入機の開

発。一人で地中熱

交換井を施工出来

た。 

〇 
 

 

③地中熱自然冷媒 
(CO2)ヒートポンプ

給湯機の開発 

空気熱源 CO2ヒー

トポンプ給湯機に比

べてイニシャルコス

トが 15％削減す

る。 

空気熱源 HP に比

べ 18.4％削減でき

た。 

 
〇 

量産機用に更な

るブラッシュア

ップ 

④地中熱交換器の開

発 
従来の地中熱交換器

(U チューブ)に比べ

て、設置費用が

33％削減する。 

ダブル U チューブ

の 1.09 倍の熱交換

能力があると推

定。設置費用とし

ては、同軸型地中

熱交換器の費用が

高いため、削減さ

れない。 

× 同軸型地中熱交

換器の費用を補

えるほどの熱交

換性能が無いた

め、目的達成は

難しい。 

⑤新規 TRT の開発 従来の TRT の解析

結果と同様に、地中

熱施設の設計で使え

る目途をつける。 

C-TRT、B-TRT を

検討し、C-TRT に

ついては、現状の

TRT の解析結果と

同等の結果が得ら

れた。 

△ B-TRT について

は、別の方法を

示したに過ぎな

いため。 
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⑥最適な地中熱シス

テムの開発 
従来の地中熱ヒート

ポンプシステムを給

湯需要がある福祉施

設(2,000m2)へ導入

する場合に比べて、

イニシャルコストを

23%削減する。 

地中熱システムと

しては、給湯を併

用することにより

地中熱交換井が少

なくなる可能性を

示した。 
空調と給湯を別々

の地中熱交換井で

行うシステムを従

来システムとする

と、トータルコス

ト 76%削減となっ

た。 

〇 実証データが少

ないため、実証

試験の更なるデ

ータ収集が必要

である。 

※達成状況 [◎：大いに上回って達成、○：達成、△：一部未達、×：未達] 

 

・事業化の見通し  

本研究開発では、給湯需要がある施設へ導入する最適な地中熱システムの開発を行っている。ター

ゲットとしては、高齢者住宅などの給湯負荷のある施設を考えている。高齢者向け住宅は、24時間冷

暖房が必要でありかつ給湯が必要な設備であり、社会的な状況から考えると長期的に維持してく必要

がある施設で、地中熱利用ヒートポンプシステムのように、一回設置すると50年以上使える設備が必

要と考える。 
高齢者向け住宅に関しては、「社団法人全国有料老人ホーム協会」、「一般社団法人全国介護付きホ

ーム協会」、「一般社団法人高齢者住宅協会」「高齢者住宅経営者連絡協議会」などの関連団体があり、

その団体への提案やセミナー等を考えている。また、高齢者住宅運営会社の中には、複数の施設を運

営している会社も多くあり、既存の施設のオーナーに対しての提案も有効と考える。 
 
・開発項目毎の事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

(事業者：（株）ワイビーエム) 
  ①掘削機および②掘削機周辺機器の開発により、地中熱ヒートポンプシステムのイニシャルコスト 
低減に寄与できると考えられる。販売先としては、井戸掘削業者、地盤改良業者、ハウスメーカーの 
専用工事業者、レンタル業者などが考えられる。ワイビーエムの他の製作品である地盤改良機やボー 
リングマシン等、従来の販売ルートを利用して拡販を行っていく。 

 
(事業者：昭和鉄工（株）) 

  ③地中熱自然冷媒(CO2)ヒートポンプ給湯機の開発は、ヒートポンプ給湯機単体とタンクユニット 
のシステムイニシャルコストの低減は可能である。また、空調用地中熱井と兼用することで井戸掘 
削本数低減が可能であり、カーボンニュートラルの観点から地中熱ヒートポンプシステムの普及が 
進んでくれば、空調の廃熱を利用した夏場の給湯が可能となり、システム全体での設計折込も増加 
して拡販が可能である。 



 

4-20 
 

(事業者：（株）ワイビーエム) 
  ⑤新規 TRT の開発に関しては、ワイビーエムの地質調査機の販売促進につながると考えられる。 
販売先としては、井戸掘削業者、地盤改良業者、ハウスメーカーの専用工事業者、レンタル業者など 
が考えられる。ワイビーエムの他の製作品である地盤改良機やボーリングマシン等、従来の販売ルー 
トを利用して拡販を行っていく。 

 
(事業者：（株）ワイビーエム、（株）昭和鉄工) 

  ④地中熱交換器の開発、⑥最適な地中熱システムの開発は、開発を行うことで地中熱の普及につな 
がると考えられる。また、最適な地中熱システムを導入する際に地中熱交換井の本数などの地中側の 
設計を提案者が行うことで、地中熱のコンサル事業に役に立つと考えられる。販売先は、給湯負荷の 
ある施設であり、高齢者施設だけではなく年間冷房に近いフードコートを持つショッピングモールや 
ゴルフ場へも提案が可能と考えられる。 

 
・事業化に向けた課題と今後の方針  

⑥最適な地中熱システムの開発に関しては、施主、設計、施工の立場への本システムの周知、認 
知度が課題と考える。施主、設計、施工はそれぞれ別の業界に位置しているので、それぞれの業界 
紙への掲載、業界の勉強会の参加、学会等での発表、展示会への出展などを行う予定である。 

  ④地中熱交換器の開発に関しては、ダブル U チューブより性能が良いが価格が高くなったので実 
用化を進めて行く予定はないが、もし、開発した地中熱交換器を建物などに設置する際に提出する省 
エネ計画書に反映させるためには、「建築物等のエネルギー消費性能に関する任意評定」を取得する 
必要がある。その際には、所定の試験方法では測定できない熱損失防止建築材料や空気調和設備等（以 
下｢設備等｣という。）の性能については、登録建築物エネルギー消費性能評価機関の評価を受ける必 
要がある。 

  ⑤新規 TRT の開発に関しては、通常の TRT で得られる熱伝導率とほぼ同じ結果になることを証明 
することが課題と考えられる。このためには、複数の場所にて新規 TRT と通常の TRT を実施する必 
要ある。また、特定非営利活動法人地中熱利用促進協会が発行している「一定加熱・温水循環方式熱 
応答試験(TRT)技術書」へ開発した TRT の手法が掲載される必要があり、その手段として論文発表、 
技術書の作成を行っていく必要がある。 

  ⑥最適な地中熱システムの開発の内、地中熱交換井の離隔距離に関しては、研究成果を論文発表な 
どで示していき、ある条件下においては離隔距離を変更した設計が問題ないと認められていき、地中 
熱ヒートポンプ施工管理マニュアルなどに掲載されていく必要がある。 
 

・本技術開発を通して想定される波及効果  

社会的効果としては、給湯付きの地中熱利用ヒートポンプシステムの導入コストが下がり夏場の 
廃熱を給湯に利用することにより、今までの地中熱利用より普及が進むと考えられる。 

  ワイビーエムとしては、一人施工のための掘削機の開発や新規 TRT の開発により技術者の技術レ 
ベルが向上すると考えられる。 
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4.1.2 直接膨張式地中熱ヒートポンプシステムとその施工・設置に係るコスト削減技術の開発 

・背景と目的 

地中熱ヒートポンプシステムは、再生可能エネルギー熱を活用することで、エネルギーの地産

地消を進めることや、地中熱を熱源とすることで省エネルギー性能が高く、地球温暖化抑制の効

果が高いことで注目され、海外では高い導入実績（下図）があり、アメリカでは 16,000MWt 以
上、中国でも 12,000MWt 近くまでの導入実績がある。しかし、日本における導入実績は 85MWt
にとどまっている。また、この導入実績は地中熱先進国と言われる欧米各国の設備容量の 1/20 に

も及ばす、人口当たりの普及率では、1/70 程度にとどまっている。 

 

各国設備容量（2016 年 Lund AND Boyd） 

 

 

国内設置件数（2018 年環境省） 
 

本事業の目的は地中熱を活用することで、国内での CO2の排出量を削減することやエネルギー

の地産地消を促進することにある。しかし、最近の技術開発にもかかわらず、国内での設置件数

は 2014 年以降減少の傾向にあり、伸び悩んでいるのが現状である。既存の地中熱ヒートポンプシ

ステム（間接式）での技術開発の可能性が減少してきているのではないかとも思われる。 
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我々は既存のシステムに比較し機構が単純なことで、高効率な運転が可能な上、安価なコスト

で設置が可能な直接膨張式地中熱ヒートポンプシステム（直膨式）を開発し、これまでにその所 
期の性能を確認することで直膨式地中熱ヒートポンプシステムの有効性を確証した。 
本事業においては、直膨式システムのイニシャルコストおよびランニングコストのこれまで以

上の削減技術を開発することで、直膨式地中熱ヒートポンプシステムの普及を推し進め、もって   
地中熱利用の普及拡大により CO2排出量削減を目指す。 

 
・研究開発の概要 

本事業では、地中熱交換器に冷媒を直接循環することで、冷媒と地中熱を直接交換できるよう

開発した直接膨張式（直膨式）地中熱ヒートポンプシステムを用いて、このシステムの施工・設

置及び運転に係るコストの削減技術を開発する。 
この直接膨張方式による地中熱ヒートポンプシステムはこれまでの一般的な地中熱ヒートポン

プシステム（間接式）と比較し、多くの優位性を有している。以下に直膨式地中熱ヒートポンプ

システムの長所を列挙する。 
・「ブライン－冷媒熱交換器」、「ブライン循環ポンプ等」が不要で製造コストが削減できる。 
・「ブライン－冷媒熱交換器等」が不要で熱交換のロスが少なくなる。 
・「ブライン循環ポンプ」が不要で消費電力が削減できる。 
・冷媒の「凝縮・蒸発過程」が地中の熱交換器内で行われるため、地中での熱交換効率が高く地

中熱交換器の埋設深を浅くすることが可能になることで、「熱交換器埋設」のための掘削コスト

を圧縮することができる。 
・地中熱交換器を構成する銅管は細径であるため、地中熱交換器としての仕上がりも細く、この

熱交換器を挿入するボアホールや鋼管は小口径でも済むため、挿入孔設置コストが少なくて済

む。 
以上のような特長を有する直膨式地中熱ヒートポンプシステムではあるが、未だ多くの課題も

有している。 
ヒートポンプユニット本体では既製品の改造から、部品供給による製造へ向けての開発を行

う。直接膨張式地中熱交換器本体では、空調用地中熱交換器の見直しや給湯専用地中熱交換器の

開発を行う。 
地中熱交換器とこれを挿入する孔で構成される採熱部では、地中熱交換器挿入用ボアホール掘

削機・工法の開発や本設鋼管杭利用工法の開発およびそれぞれの施工法に最適な施工技術の開発

や地上部施工法の開発を行う。 
設計・評価ツールの開発では、直接膨張型地中熱交換器の解析をもとに設計法の確立を目指

す。また、これまでに蓄積された地中熱情報を元に地中熱交換器の仕様を決められる地中熱ポテ

ンシャルマップの作製を目指す。 
事業終了時点（2021 年）では現状のイニシャルコストの 20％減（投資回収年数 14 年以下）、

その後の 2030 年には現状のイニシャルコストの 30％減（投資回収年数 8 年以下）を目指し、エ

アコン市場に地中熱エアコンの市場を開拓することを目指す。 
以上、これらの課題を解決することで直膨式地中熱ヒートポンプシステムの更なるコストダウ

ンひいては地中熱（再生可能エネルギー熱）の普及拡大に繋がると考えられる。以下、課題ごと
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に実施内容について記す。 
 
＜低コスト機器の開発＞ 
①地中熱ヒートポンプの開発（担当：株式会社ハギ・ボー、株式会社トーレイ） 

これまでの直膨式地中熱ヒートポンプシステムのユニット本体の製造は、既存の空冷式ヒー

トポンプユニットの改造で進めてきた。今後、量産によるコストダウンを目指し、改造による

生産体制から部品供給による生産体制へ移行すべく、プロトタイプを製造し、性能の検証と品

質確保について検討を進める。 
給湯用ヒートポンプユニットでは空調に比較し制御も単純な（１サイクルでの給湯動作の中

で給水温度に大幅な変動が少ない。）ことから、これまでの直膨式と比較し、より高効率な専用

ユニットの開発、および中規模施設など産業利用型ヒートポンプ給湯機の市場投入を意識した

連台運転が可能な制御法も開発し検証する。 
今後の部品供給体制の構築や販売体制の確立、維持メンテナンス体制の整備・展開について 

   は試作品の評価完了（2021 年頃）を目途にコンソーシアムとして協議を進め、方針を決定す 
る。 

②地中熱交換器の開発（担当：株式会社ハギ・ボー、株式会社トーレイ） 
直接膨張式の地中熱交換器は凝縮時と蒸発時では冷媒の流れが逆になる。従って、直膨式地

中熱ヒートポンプエアコンの地中熱交換器では冷房時と暖房時で冷媒の流れ方向が逆転する。

そのため、熱交換器内での気相/液相変換点がどのように変化するかを考慮する必要があり、3
次元数値解析による冷媒情報も検討した上で最適な空調用地中熱交換器の仕様を検討し開発に

繫げる。一方、給湯用の熱交換器は蒸発器に特化した構造とすることでこれまで実験してきた

熱交換器（空調用と兼用）に比較し更なる効率の向上が望める。地中熱交換器に施工する断熱

材の材質や施工箇所などの最適化を進める。 
 

＜低コスト施工法の開発＞ 
③掘削先端工具・工法の開発（担当：株式会社ハギ・ボー） 

直接膨張式地中熱交換器は浅層で小口径（80A 以下）のボアホールで設置が可能となる。そ

のような小口径ボアホール掘削に適合する切削ビット・工具の開発と工期を短縮する施工法等

の開発を行う。 
④ボアホール型施工方法の改良・開発（担当：株式会社ハギ・ボー） 

小口径のビットを使用した掘削工法に適する地上配管方の標準化を進める。 
⑤本設鋼管杭利用工法の開発 
（担当：伊田テクノス株式会社、富士商事株式会社、株式会社藤島建設） 

直接膨張式地中熱交換器を地中に埋設した鋼管に挿入する鋼管埋設型の採熱管に使用する鋼

管は、建築物を支持する杭（構造用鋼管）とは別途に施工する必要があり、採熱管設置コスト

を押し上げる要因の一つとなっていた。 
構造用の杭を熱交換器挿入用鋼管として流用できることはコスト削減に大きな効果をもたら

す。構造用の杭の特性を妨げずに地中熱交換器を挿入できるキャップ等の開発を目指す。 
⑥鋼管埋設型施工方法の改良・開発（株式会社藤島建設、国立大学法人山梨大学） 
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鋼管埋設型の地中熱交換器は地上部の配管が比較的長くなるため、最適化が必要である。さ 
らに硬質地盤でのコストを抑制する施工法の検討を進める。 

 
＜低コスト設計法の開発＞ 
⑦設計コードの開発（中外テクノス株式会社、国立大学法人山梨大学、株式会社藤島建設） 

直膨式地中熱ヒートポンプシステムの最適設計法の確立について、設計開発コードの作成を

目指すが、ヒートポンプ出力や冷媒の特性および地中情報を入力値として、地中熱交換器の形

状や本数などの設計値を出力できる解析手法を構築する。 
⑧直膨式専用地中熱ポ直膨式テンシャルマップの構築 
（株式会社ハギ・ボー、国立大学法人山梨大学） 

地中熱ポテンシャルマップの作成ではこれまでに蓄積された地盤情報を地中熱情報として整

理し地中熱ヒートポンプの出力から基準となる直膨式地中熱交換器の仕様を決められる設計手

法を構築する。 
表 4.1.2-1 研究開発目標と根拠 

研究開発項目 最終目標(2021 年度末) 目標レベル設定の根拠 
＜低コスト機器の開発＞ 
① 地中熱ヒートポン

プの開発 
空冷型 HPU（ヒートポンプユニ

ット）の改造（解体と廃棄）から

地中熱 HPU を新規に製造する体

制へ移行することで、無駄のない

製造体制を確立し、大きなコスト

低減（15％程度）が可能になると

考えている。 

直膨式地中熱 HPU は通常の空冷式エアコ

ンと構造がほとんど変わらず、通常のエア

コン部品の活用や製造ラインの活用が可

能であり、比較的大きなコストダウンが望

める。 
今後メーカーとのタイアップを模索する。 

②地中熱交換器の開発 
 

実証により性能の確認を行うと共

に施工技術の習熟と改良を進め、

20％程度のコスト低減を目指す。 

小口径化型は直膨式地中熱交換器の本体

が細い銅管を使用しているため、掘削技

術の改良により可能と考える。 
総長さについては、設計モードの開発な

どの技術開発を活用する。 
＜低コスト施工法の開発＞ 
③掘削先端工具・工法

の開発 
小口径ボアホールを見越した刃先

の開発と従来型刃先の改良により 
ボアホール構築の全体のコストの

引き下げを図る。 

システム全体で掘削の占めるコストは大

きく、掘削口径を小さくできることは施

工ボリュームと施工速度の両方からコス

ト低減を可能とする。 
④ボアホール型施工方

法の改良・開発 
主に横引き配管工事の規格化を図

り施工品質の向上と低コストを達

成する。 

冷媒配管の物理的強度を補いながら、標

準施工方法の必要性を重視した。 

⑤本設鋼管杭利用工法

の開発 
本設鋼管利用工法を開発し本設鋼

管を熱交換器として有効利用する

構工法の技術証明を取得し、掘

構造用の杭を熱交換器挿入用鋼管として

流用できることは地中熱交換器の設置コ

ストを大幅に削減する可能性が大きく、
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削・設置費の 25％を低減する。 掘削･設置費の 25％以上の低減を実現す

る。 
⑥鋼管埋設型施工方法

の改良・開発 
施工法の標準化により地中熱交換

器の組立てが誰でも施工できるこ

とを目指し、直膨式地中熱システ

ムの展開を促進しコストダウンに

つなげる。 

地中熱交換器の組立ては一般的なエアコ

ン施工業者であれば難しい技術ではない

ため、マニュアル化による展開が可能。 

＜低コスト設計法の開発＞ 
⑦設計コードの開発 試験データ、実証データを用いて

計算精度を検証し改善することで

設計コードの実用化を図る。 

直膨式地中熱交換器の設計ツールは既存

せず設計手法の確立が必要である。 

⑧直膨式専用地中熱ポ

テンシャルマップの構

築 

直膨式専用の地中熱データベース

の活用により、精度の高い設計が

短時間で可能となり設計コストの

低減に効果が望める。 

ボーリングデータは浅層の地層状況が詳

細に記録されているため、地質ごとの熱

データを活用することで、直膨用 HPU
用の地中熱データベースとして十分に活

用できる。 
・事業スケジュール 

本事業の研究期間は、2019 年 7 月 30 日より 2022 年 3 月 20 日までで、主な事業スケジュールの

概要を図 4.1.2-1 に示す。 

 

図 4.1.2-1 研究開発スケジュール 
・成果の概要 

【成果概要】 

機器のコスト低減技術開発では空調用 HPU のプロトタイプの開発を完了し、地中熱交換器の開発

では小口径ボアホールへの適用を確認した。 

施工法のコスト削減では、現場施工の工数削減を目指し分岐部ユニットを HPU 内に内装する改良

を施した。また小口径掘削技術や本設鋼管の熱交換器利用技術の確立を見た。ボアホール工法の開

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①地中熱HPUの開発

②地中熱交換器の開発

③掘削ビット・工法の開発

④ボアホール型施工法開発

⑤本設杭利用工法の開発

⑥鋼管埋設型施工法の開発

⑦設計コードの開発

⑧直膨式ポテンシャルマッ
プ

事業項目
2019年度 2020年度 2021年度

考案・設計・試作・試験・評価
設計・試作・試験

情報収集

まとめ

考案・設計・試作・試験

既存データのシミュレーション
設計コードの開発 まとめ

情報収集・データ化 評価

仕様検討・評価・設計 実地対応 まとめ

考案・設計・試作・試験・評価・検討

考案・設計・試作・試験 まとめ

情報取集 仕様検討

実地対応

実地対応

まとめ

まとめ

まとめ

まとめ
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発では工期短縮を図る施工ユニットの開発などの考案を行った。 
設計法では基礎的な技術情報の収集と分析が完了した。冷媒のシミュレーションでは蒸発および

凝縮過程のシミュレーションと熱量算出が可能となった（R410A）。今後は R32 のシミュレーショ

ンを追加することと、シミュレーション精度の向上を目指す。 
ポテンシャルマップの構築では山梨県、埼玉県のデータベースの構築が完了した。地中熱データ

としての活用が期待できる。今後、データベース収録範囲の拡大を模索する。 

【項目別成果】 
①低コスト機器の開発 

1)地中熱ヒートポンプの開発 
プロトタイプの HPU の開発が完了。 

2)地中熱交換器の開発 
小口径掘削による 65Ａの鋼管を用いた地中熱交換器（鋼管＋銅管製地中熱交換器）の設置 

    が完了。 
②低コスト施工法の開発 

1)掘削ビット・工法の確立 
小口径ボアホールとすることで掘削径を従来の径より 1 サイズ小さくすることが出来るた 

め、これを前提とした刃先として硬質地盤には自立孔を前提とした全断面のビットを開発。 
それ以外では従来のリング状ビットの改良を行い、ボアホール構築全体でのコストの抑制を 
図る技術の開発を完了。 

2)ボアホール型施工方法の改良・開発 
従来のコンクリートトラフを設ける方式から、エフレックスと塩ビ製溜桝を用いる工法と

して、材料費及び施工時間の短縮に繋げた。また、分岐配管はその一部をヒートポンプの筐

体内に納め、現場施工工程数を減じた。 
3)本設鋼管杭利用工法の開発 

本設鋼管利用工法の開発として、本設鋼管を地中熱交換器として有効利用するため接合金

物(キャップ)の試作、試験を行い評価として一般財団法人日本建築総合試験所の建築技術性能

証明を取得し開発を完了した。 
③低コスト設計法の開発 

1)設計コードの確立 
直膨式地中熱ヒートポンプシステムの最適設計法の確立について、設計コードの開発を目

指す。ヒートポンプ出力や冷媒の特性および地中情報を入力値として、地中熱交換器の深さ

や本数などの設計値を計算できる解析手法の完成を見込む。 
これまで直膨式地中熱ヒートポンプシステムの地中熱交換器の仕様は設計ツールが存在し 

ないため、経験と実績を基に仕様を決定していた。そのため熱交換器の仕様は過剰となる傾

向にありコスト増加の要因となっていた。 
冷媒の流動シミュレーションを基に地中熱交換器の設計手法を確立し、設計コード  を開

発することで、適切な仕様設計が可能となり設備、施工コストの削減が可能な設計コードの

完成を見込む。 
2)直膨式専用地中熱ポテンシャルマップの構築 
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山梨・埼玉のホーリングデータのデータベース化が完了、地層データを活用し地中熱デー

タベースとして設計に活用できる状態までの構築を見込んでいる。 
今後データベース範囲の拡大を目指す。 
 

表 4.1.2-2 特許、論文、外部発表等 
  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT
※出願 

査読

付き 
その

他 
学会等での

発表・講演 
新聞・雑誌

等への掲載 その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 0 件 
2020FY 1 件 0 件 0 件 2 件 0 件 4 件 1 件 0 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 6 件 4 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 0 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 0 件 

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約) 

 
表 4.1.2-3 成果の最終目標と達成度 

研究開発項目 最終目標 成果 達成状況 目標達成

のために

解決すべ

き課題 

①地中熱ヒー

トポンプの開

発 

今後生産体制を改造か

ら部品供給型やメーカ

ーによる体制へと移行

することで 15%程度

のコストダウン。 

プロトタイプの HPU の開発は完了し

た。備品供給等 or OEM の目途をつけ

ることで目標達成が可能な所まで検証

ができた。削減率 16.9% 

○  

②地中熱交換

器の開発 

地中熱交換器の総延長

の縮減など設計法との

関連もあるが、最終的

に 20%のコストダウ

ン。 

地中熱交換器の小口径化とマニュアル

作成との相乗効果によりコストダウン

が進んだ。削減率 22.22% 
 

○  

③掘削ビッ

ト・工法の確

立 

掘削量の半減（6 吋→

4 吋）等により掘削費

用の 40%削減。 

土質への適応性とケーシング鋼管の小

口径化で掘削のボリュームも減じら

れ、これに伴うコストダウンを図るこ

とができた。削減率 21.67% 

○  

④ボアホール

型施工方法の

改良・開発 

材料の削減と構工法の

改善により 10%程度

のコスト低減 

鋼管の小口径化により材料が削減。構

工法の改善により施工手間の短縮化が

達成。 
削減率 11.6% 

○  

⑤本設鋼管杭

利用工法の開

本設鋼管利用工法の開

発を完了し、掘削・設

「地中熱キャップ工法」として建築技

術性能証明を取得した。 
○  
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発 置費 25%低減を達成

する。 

何処でも誰でも、本設鋼管を地中熱交

換器として有効利用することが可能と

なり、技術的には達成した。 

⑥鋼管埋設型

施工方法の改

良・開発 

施工法の標準仕様とし

てまとめることでどこ

でも使える施工マニュ

アルの作成。 

地上部の配管施工に対しマニュアルを

作成し、標準的な施工が行われるよう

に指導した。 

○  

⑦設計コード

の開発 

地中熱交換器の設計手

法を確立し、設計コー

ドを開発する。 

地中熱交換器内の冷媒熱流動シミュレー

ションコードを開発した。 

○  

⑧直膨式専用

地中熱ポテン

シャルマップ

の構築 

ボーリングデータベー

スを地中熱データベー

スとして設計に活用し

設計コストの低減に寄

与する。 

計画していた山梨県と埼玉県における深

さ 30m より浅い土壌の有効熱伝導率に

関するデータベースは完成した。 

○  

※達成状況 [◎：大いに上回って達成、○：達成、△：一部未達、×：未達] 

・事業化の見通し  

各要素技術（機器、施工、設計）毎の技術開発が完了し、今後その技術の活用によるコスト縮減の 
検証や現場での実証による改良・改善が行われることで、ほぼ目標通りのコストの縮減（-20％）が期

待できる。事業化の方向としては、機器販売を中心に進める方法、設計スペックへ入れ込む方法、住

宅の機能向上としてのVE提案の方法などが考えられる。事業化へ向けてはそれぞれの技術が相互に

関係しており現コンソーシアムの協力体制の維持が必要と考えている。 
また、本設鋼管杭利用工法（工法名：地中熱キャップ工法）の開発は、全国の鋼管杭施工業者に杭 

の付加価値をアピールできる工法でありコンソーシアム全体のバックアップの下に『地中熱キャップ

工法』として全国杭施工業者等への事業展開が期待できる。 
 

・開発項目毎の事業化に向けての見通し及び取り組みについて  

①本設鋼管杭利用工法の開発 
（事業者：伊田テクノス株式会社、富士商事株式会社、 株式会社藤島建設） 
本研究開発では本設鋼管利用工法を開発した。本設鋼管利用工法により本設鋼管を地中熱交換

器として有効利用することで掘削・設置費の低減に見通しが得られた。 
②設計コードの開発 
（事業者：中外テクノス株式会社、国立大学法人山梨大学、株式会社藤島建設） 

直膨式地中熱ヒートポンプシステムの設計コードはコンソーシアム内における設計業務での

活用を想定しているが、将来的には直膨式地中熱利用全般のコンサル、設計業務において設計コ

ードを活用した事業展開を予定している。また、開発した地中伝熱管内部の冷媒熱流動シミュレ

ーションプログラムを用いることで効率的な地中熱交換器の開発も可能であると考える。 
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・事業化に向けた課題と今後の方針 

①本設鋼管杭利用工法の開発 
戸建て住宅では小口径鋼管による地盤補強は一般的に行われている補強工法である。本設鋼管

利用工法は、基礎と鋼管との接合工法であることから、一般的な接続工法として他事業者への展

開が可能であり、他業者の小口径鋼管に対しても地中熱交換器を適用することが可能となり、拡

販が期待できる。 
②設計コードの開発 

設計プログラムに対する十分な計算精度検証が不足しているため実証データを用いた改善が

必要となる。コンソーシアムに参加する企業とのデータ共有化を図り実用性の高い設計プログラ

ムへと改善に取り組む。 
 

・本技術開発を通して想定される波及効果 

本設鋼管利用工法は技術証明により一般工法としてどこの鋼管杭施工業者でも施工が可能であり、

本設鋼管利用工法の事業化により、直膨式地中熱ヒートポンプシステムの施工が普く実施されること

が期待できる。 
その結果、施工地域の拡大が望めるだけではなく、イニシャルコストにかかる掘削・設置コストの

低減と共に、直膨式地中熱ヒートポンプシステムの普及につながると期待できる。 
また、設計コードを用いて、直膨式地中熱ヒートポンプシステムの地中熱交換器設計を最適化する

ことで設備コストの削減効果が得られ、直膨式地中熱ヒートポンプシステムの普及につながり、CO2
排出量削減に貢献できる。 
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4.1.3 ZEB 化に最適な高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの研究開発 

・背景と目的 

日本国内における業務他部門で、エネルギー消費量に占める熱需要割合は冷暖房空調と給湯が43％
を占めている。一方、エネルギー源は、電気が約半分を占めるほか、石油やガス・石炭といった化石

エネルギーが40％以上を占めており、再生可能エネルギーの割合は極めて少ないのが現状である。 

2016年発効のパリ協定以降、日本では、その目標達成に向けて地球温暖化対策を加速する必要性

が生じており、その方策としてZEBが注目されている。ZEBは建物のエネルギー消費量を見直した

上で、化石エネルギーに代えて再生可能エネルギーを使用することで正味一年間を通じてゼロエネ

ルギーを実現させるものである。経済産業省が作成したロードマップでは2030年度までに新築建築

物の施工数の平均値でZEBを実現することを目標としている。 
本研究開発では、2014年度～2018年度のNEDO事業「再生可能エネルギー熱利用技術開発」で実

用化に至った高効率帯水層蓄熱システムを利活用して、建物の冷暖房と給湯の熱需要に無散水融雪

施設を加えた3つの熱需要に対し、1つのシステムで対応できるトータル熱供給システムを開発して

建物のエネルギー消費量を大幅削減し、建物のZEB化に有効であることを実証する。これまで建物

の熱需要を賄ってきた化石エネルギーを含めた複数以上のエネルギー源を、高効率帯水層蓄熱を活

かした地下水熱エネルギーに統一することによって、建物の熱需要に対するエネルギー消費量を大

幅削減させてトータルコストの低減を実現するものである。 
本研究開発で、高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムが建物のZEB化に極めて

効果的であることを実証することにより、今後、経済産業省の示したロードマップに従って普及が

加速される見込みのZEBに本システムを広く普及させることが目的である。 
 
・研究開発の概要 

日本地下水開発株式会社は、2014 年度～2018 年度の NEDO 事業「再生可能エネルギー熱利用技

術開発」において、国立大学法人秋田大学及び国立研究開発法人産業技術総合研究所の 3 事業者でチ

ーム東北を構成し、再委託先であるゼネラルヒートポンプ工業株式会社と中外テクノス株式会社を加

えて「高効率帯水層蓄熱システム」の開発に取り組んだ。その結果、従来型オープンループ冷暖房シ

ステムと比較して、イニシャルコストで 21％のコストダウン、ランニングコストで 31％のコストダ

ウンを実現することができた。ただし、このコストダウンの達成値は、この事業で開発した井戸設置

技術を駆使し、地下水と冷媒が直接熱交換する専用ヒートポンプを開発するなど、現時点ではまだ一

般的な工法や市場価格となっているとは言えない状態である。このため、設定する目標コストは、現

時点の一般的な井戸設置工法やヒートポンプを使用した場合の市場価格を使用して算定した。 
本研究開発における比較対象は、一般的な仕様で同規模（562.5 ㎡）の事務所建物を想定し、冷暖

房には従来型オープンループ冷暖房システム（揚水井 1 本と注入井 1 本を使用）、事務所内計 4 箇所

で業務用ガス湯沸かし器による給湯を行うほか、面積約 70 ㎡の駐車場には冷暖房システムとは別に

設置した井戸 1 本を使用した無散水融雪システムが導入されているものとした。 
本研究開発では、ZEB 建物を対象とし、従来型建物では用途によって異なる 3 つの熱源を 1 つに

統一することにより、イニシャルコストの大幅低減を実現することを目標としている。熱源を統一す

ることにより、2023 年のイニシャルコストの低減目標は 21％を想定し、2030 年の目標としては 30％
までの低減を目標とする。ランニングコストに関しては、開発する冷暖房給湯対応型専用ヒートポン
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プとインバーター制御を中心とした高効率稼働により 2023 年度の目標値で 20％低減を見込み、2030
年度までには 30％低減を目標とする。 

ZEB は、建物の断熱性能等により従来型建物と比較して冷暖房負荷を半減させることが可能であ

る。また、高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムを導入して高効率稼働することに

よりイニシャルコストとランニングコストを低減するほか、本研究開発で取り組む井戸メンテナンス

方法の低コスト実用化を加えることによりトータルコストの 30％以上低減を達成する見込みである。 
ゼネラルヒートポンプ工業株式会社は、高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システム専

用ヒートポンプの研究開発に取り組み、給湯と冷暖房両方に対応可能で部分負荷特性が高いという特

長を有する高効率ヒートポンプを完成させる。本研究開発では、ZEB において冷暖房稼働時には稼働

時間の大部分を占めると考えられる部分負荷時でも高効率を維持できる制御方法を確立すると共に、

本方式専用ヒートポンプの商品化を進め、日本地下水開発株式会社と連携して積雪寒冷地域を中心に

ZEB の普及に合わせて展開・普及を図る。高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムを

組み込んだ ZEB の普及促進により、本方式専用ヒートポンプの量産化を進め、2030 年までに専用ヒ

ートポンプの低コスト化を実現するものとする。 
 

表 4.1.3-1 研究開発目標と根拠 
研究開発項目 中間目標(2021 年度末) 最終目標(2023 年度末) 目標レベル設定の根拠 

ZEB 実証建物 ZEB 実証建物の完成 ZEB 適応性の検証  
(1)高効率帯水層蓄熱

を利活用したトータル

熱供給システムの開発 
1)ZEB 実証建物と本シ

ステムの適応性評価 
2)システム構築とモニ

タリング 
3)フリークーリングﾞ

による冷房高効率化 
4)給湯システムの高効

率化 
5)井戸洗浄方法の開発 
6)システムの技術評価

手法確立 

1)ZEB 建物と本システ

ム構築完了させて適応

性評価を開始 
2)モニタリングと観測

データ集積 
3)ﾞフリークーリングの

実施と効果検証開始 
4)給湯システム稼働・

チェック・改良 
5)システム稼働時に井

戸洗浄実施 
6)ZEB 適応性検証着手 

1)データに基づく適応性評価

の完了 
2)トータル熱供給システム稼

働データから最適稼働設定

確立 
3)フリークーリングの最適稼

働設定確立 
4)太陽熱利用による最適稼働

設定の確立 
5)密閉構造を生かした低コス

ト井戸洗浄方法の確立 
6)ZEB 適応性評価手法の概

略確立 

高効率帯水層蓄熱を利

活用したトータル熱供

給システムの ZEB 適応

性を実証し、イニシャ

ルコスト・ランニング

コストともに 30％低減

を実現させて、普及に

向けた技術評価手法を

確立 

(2)高効率帯水層蓄熱

を利活用したトータル

熱供給システム専用ヒ

ートポンプの開発 
1)設計 
2)製作・性能試験 
3)山形フィールドへ設

1)設計の完了 
2)製作・性能試験の完

了 
3)山形フィールドへ設

置・調整の完了 
4)ヒートポンプ稼働と

モニタリング・データ

1)～4) 
給湯 COP：4.3 
冷房＋給湯の総合 
COP：7.1 
専用ヒートポンプの性能評

価と最適稼働設定の確立 
5)有効性検証結果に基づきス

高効率な専用ヒートポ

ンプを完成させて、最

適稼働設定を確立し、

イニシャルコスト・ラ

ンニングコストともに

30％低減に資する 
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置・調整 
4)モニタリング 
5)スケール防止機構有

効性検証 

集積 
5)スケール防止機構有

効性検証開始 

ケール防止機構の確立 

 

・事業スケジュール 

本事業の研究期間は、2020年1月9日より2024年3月31日までで、主な事業スケジュールの概要を

図4.1-3に示す。 

 

図 4.1.3-1 研究開発のスケジュール 
 

 

・成果の概要 

【成果概要】 

ZEB 実証施設および高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムを構築して実際に冷

暖房・給湯稼働させて、モニタリングデータの集積を開始した。観測データの集積期間は 2021 年 2
月 1 日から 2023 年 10 月 10 日までとし、その間に 3 シーズンずつの暖房稼働と冷房稼働を実施し

た。ZEB 実証施設の消費電力量と発電電力量を比較した結果、2 年 8 か月間継続して『ZEB』（完全

ゼブ）を達成した。帯水層蓄熱効果を生かしたフリークーリングやヒートポンプの高効率稼働によっ

て省エネルギーが実現しており、本システムの ZEB への親和性は極めて高いと評価された。密閉式

井戸構造を生かした井戸洗浄方法は、試験結果から従来型洗浄方法と同等の効果が得られると判断さ

れたほか、井戸メンテナンスコストは 10 分の 1 となる結果であった。本システム専用ヒートポンプ

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

ZEB実証施設
　　設計・準備
　　建築工事

(1)高効率帯水層蓄熱を
利活用したトータル熱供
給システムの開発
1)実証建物とｼｽﾃﾑの適
応性評価
2)ｼｽﾃﾑ構築とﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
3)ﾌﾘｰｸｰﾘﾝｸﾞによる冷
房高効率化
4)給湯ｼｽﾃﾑ高効率化
5)井戸洗浄方法の開発
6)ｼｽﾃﾑの技術評価手
法確立

(2)高効率帯水層蓄熱を
利活用したトータル熱供
給ｼｽﾃﾑ専用ヒートポン
プの開発
1)設計
2)製作・性能試験
3)山形ﾌｨｰﾙﾄﾞへ設置・
調整
4)ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
5)ｽｹｰﾙ防止機構有効
性検証

2023年度事業項目 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

随時改良･最省ｴﾈ設定検討

『ZEB』設計､資機材調達

『ZEB』達成建築工事

ﾄｰﾀﾙ熱供給ｼｽﾃﾑ組込

手法:ｴｱｻｰｼﾞﾝｸﾞ+揚水効果ﾁｪｯｸ

給湯ﾓｼﾞｭｰﾙ設計

試作･性能試験・製作

ｼｽﾃﾑ組込･試運転調整

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀ集積･最適設定検討

中間期に熱交換器内調査･検証･他ﾃﾞｰﾀとの関連性検討

随時改良･太陽熱集熱器連携･最省ｴﾈ設定検討

井戸洗浄方法に目途

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀから『ZEB』への効果検討・完全ｾﾞﾌﾞ実証

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀ集積･最適設定検討

冷熱の持続期間検証

中間期に井戸洗浄実施/目詰まり発生時は随時実施

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀからZEBへの適応性評価 評価手法の確立

最省ｴﾈ設定･ﾌﾘｰｸｰﾘﾝｸﾞ効果検討･検証

追加分試作

性能試験
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は冷暖房と給湯両方に対応可能なタイプで製作し、ZEB 実証施設における冷暖房・給湯稼働を実施し

た結果、給湯単独運転時の COP＝4.6 （目標値＝4.3）で目標達成できた。また、試作 2 号機による工

場試験結果から、給湯単独運転時の COP＝4.5、冷水＋給湯運転時の総合 COP＝7.5（目標値＝7.1）
で目標達成できた。電磁処理装置によるスケール防止機構の有効性検証と中長期的なスケール付着の

予測手法に関しては、地下水と冷媒の算術平均温度差と地下水熱交換量の関係をグラフ化して、その

傾き（KA 値）が得られる条件と傾きの値の変化について検討したが、2 年 8 か月間にわたる稼働観

測期間には熱交換機内へのスケール付着はみられなかった。 
【項目別成果】 
①高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの開発 

1)ZEB への高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの適応性評価 
山形県山形市内に ZEB 実証施設および高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システ

ムを構築し、実際に冷暖房・給湯稼働をさせてモニタリングデータの集積を開始した。ZEB 実

証施設は、562.5 ㎡の鉄骨 2 階建で『ZEB』を達成しており、ファイブスターの BELS 認証が

得られているほか、ZEB リーディングオーナー登録と ZEB プランナー登録も完了している。こ

のことから、ZEB 実証施設は、実際に高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システム

を稼働させて親和性や妥当性を評価するための適応性は充分にあると評価された。 
ZEB 実証施設には、NEDO の加速資金を活用して南西側壁面の全ての窓に外付ブラインドを

設置した。2021 年度の夏期稼働はフリークーリングで行ったが、外付ブラインドによる太陽輻

射熱の遮断によって冷房効果の向上につながっていると評価された。外付けブラインドは、そ

の後の夏期稼働時にも太陽輻射熱を建物の外側で遮断することで、冷房効果を向上させる効果

を発揮していると評価した。 
 
2)高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの構築とモニタリング 

ZEB 実証施設における冷暖房・給湯・無散水融雪の 3 つの熱源に対応する高効率帯水層蓄熱

を利活用したトータル熱供給システムを構築した。専用ヒートポンプのコンプレッサー、地下

水を揚水する水中モーターポンプ、および実証施設へ不凍液を介して冷温水を供給するライン

ポンプは、すべてインバーター制御させてシステムの高効率化と省電力を実現できるようにし

た。モニタリング装置は機器室内に設置された専用ヒートポンプの機側操作盤内に組込む PLC
で使用するデータをそのまま記録させる方式とした。2021 年 2 月 1 日から 2023 年 10 月 10 日

までの 2 年 8 か月間にわたる稼働観測データから、本システムにおいて快適な室内環境を維持

しつつ高効率稼働を実現できる最適稼働設定を見出すことができた。また、冬期の融雪効果も

十分な能力を発揮していたことを確認できたほか、一年間を通じて十分な給湯能力を発揮して

いたことも確認できた。帯水層蓄熱の効果としては、初期地下水温度 16℃に対して、冬期の初

めは 24℃程度、夏期は 13℃程度の地下水温が得られ、ヒートポンプの稼働効率を大幅にアップ

させる効果を発揮することでランニングコストの大幅低減に資する効果が得られた。ZEB 実証

施設の正面玄関内には見える化装置を設置し、施設来訪者へ ZEB 達成状況のほか本トータル熱

供給システムの ZEB 適応性についてアピールしたが、2021 年 7 月～2023 年 3 月末までの見学

者は 75 団体 411 名に達し、高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの ZEB 適

応性と高効率性能のアピールができたほか、本システムの普及のための啓発啓蒙にもつながっ
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たと評価された。 
           

3)フリークーリングによる夏期冷房の高効率化 
ZEB 実証施設における高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの実稼働は

2021 年 2 月に開始しており、2 月 1 日～5 月 10 日の暖房期間中、帯水層へ冷熱を蓄熱させるこ

とができた。このことから、2021 年度の冷房稼働は帯水層蓄熱した冷たい地下水を直接ファン

コイルユニットに送って室内を冷房するフリークーリングで行った。その結果、夏期冷房期間

を通じて 13℃台の地下水を継続的に揚水してフリークーリングに利用できており、ZEB 実証施

設でも十分な冷房効果が得られていた。このようなヒートポンプレス冷房の実現によって冷房

稼働にかかる消費電力を、ヒートポンプを利用した場合と比べて半減できることが明らかとな

った。ZEB 実証施設の『ZEB』達成には、このフリークーリングの省エネルギー効果が大きく

寄与していると評価された。フリークーリング冷房終了時の地下水揚水温度は、初期地下水温

度 16℃よりも 1℃程度低い温度だったことから、冷熱は残存しているものと考えられた。 
      帯水層内における冷温熱の挙動については、三次元地下水流動熱輸送解析モデルを用いたシ 

ミュレーションを行って推定した。その結果、夏期に注入された温熱塊が 3 号井を中心に、冬 
期に注入された冷熱塊が 4 号井を中心にして、水平方向ではそれぞれ半径 25m 程度でほぼ円形 
に広がっていると推定された。この冷温水塊は帯水層内で重なることなく広がっており、次シ 
ーズンの冷暖房稼働時に揚水使用されて徐々に縮小し、温水塊はシーズン末にはほぼ消えてい 
るほか、冷水塊はわずかに残っていることが推定され、実際の観測データとも整合する結果が 
得られた。 

 
4)太陽熱集熱器の併用による給湯システムの高効率化 

ZEB 実証施設に導入した高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの 給湯回路

に 500L の貯湯タンクを組込み、このタンク内に屋上に設置した真空管式太陽熱集熱器が集めた

太陽熱を不凍液を介して熱交換できる回路を組込んで構築した。冬期稼働時のモニタリングデ

ータからは、冬期でも直射日光があたれば太陽熱だけで 500L の水道水を 50℃以上に昇温でき

る能力を有しており、高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムのヒートポンプ

稼働時間の低減に寄与していることを確認している。夏期稼働期間は給湯需要が少なくなるた

め太陽熱を必ずしも有効利用できていない状況だったため、給湯先を増加させる追加工事を施

工した上でモニタリングを継続した。太陽熱集熱器が集める熱量と稼働する循環ポンプの消費

電力量からシステム効率を計算すると SCOP＝46.8 と極めて高い値が得られた。 
 

5)密閉井戸構造を有効利用した井戸洗浄方法の開発 
密閉井戸構造を有効利用して、コンプレッサーの圧搾空気によって密閉構造井戸内の 水位を 

上下に変動させてアニュラス部に圧力変動を与える方式による井戸洗浄方法を開発した。ZEB
実証施設に導入する高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの密閉井戸におい

て、冷暖房稼働の井戸切換え時に開発した井戸洗浄方法を実施して効果検証した。密閉井戸内

圧力を 3.0MPa まで急上昇させて 3 分程度保持、その後急減圧させた直後に井戸内の地下水揚

水ポンプを稼働させて地下水を排水させた。この操作を 4 回繰り返して実施したところ、排水
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した地下水の濁りが 3 回目まで継続するが、4 回目では排出量が少なくなったことから、本方法

による井戸洗浄時にはこの操作を 4 回繰り返すことで洗浄効果が得られことが分かった。2021
年度の井戸洗浄時には、排水された地下水について 4 回分水質分析を実施したところ蒸発残留

物のほか鉄や銅の含有量が徐々に減少していたことから、地下水水質の面からも本方法による

井戸洗浄効果を確認できた。 
なお、2 年 8 か月間のシステム稼働期間内には、地下水の注入が困難になるほど明確 な井戸 

の目詰まりは発生しなかったことから、事業終了後も少なくとも 5 年程度はシステム稼働に伴

う稼働観測データの収集と井戸状況の観察を継続し、井戸に目詰まりが発生した際には本方法

による井戸洗浄を実施する予定である。 
 
6)高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの技術評価手法の確立 

ZEB 実証施設および冷暖房・給湯・無散水融雪の 3 つの熱源に対応する高効率帯水層蓄熱を 
利活用したトータル熱供給システムを構築した。2021 年 2 月 1 日から 2 年 8 か月にわたって本

システムの稼働観測モニタリングし、ZEB 実証施設の冷暖房・給湯・無散水融雪にかかる消費

電力量と太陽光発電装置による発電電力量を比較した結果、2021 年度 2022 年度と連続して

『ZEB』（完全ゼブ）を達成していた。帯水層蓄熱効果によって、夏期は初期値 16℃よりも 3℃
程度低い温度の地下水を、冬期は初期値よりも 8℃程度高い温度の地下水を熱源とすることで、

システム効率が高くなり消費電力を大幅に低減させることができたためである。特に夏期冷房

時には、初期値よりも低温の地下水を直接ファンコイルユニットに送水するフリークーリング

とし、ヒートポンプレス冷房を実現することで消費電力量を半減させることができたことも大

きな要因である。本研究開発で得られた結果から、本システムは ZEB との親和性が高く、ZEB
達成に充分に資することができる技術であると評価された。本システムの最適稼働設定は、今

後本システムを ZEB 普及に合わせて普及させていく際の重要な設定指針となるものである。ま

た、コストに関する検証結果から、イニシャルコストに 14 年分のランニングコストを加えたト

ータルコストは、従来型帯水層蓄熱システム＋ガス給湯＋地下水式無散水融雪と比較して 31％
低減を実現しており、NEDO が提示する 2030 年の到達目標をもクリアした結果となった。ト

ータルコストの低減には、今回開発した密閉井戸構造を活かした井戸洗浄方法によって井戸メ

ンテナンスコストを 10 分の 1 に低減することができたことも大きく寄与している。 
 

②高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システム専用ヒートポンプの開発 
1)高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システム専用ヒートポンプの開発 

2014 年度～2018 年度の NEDO 事業で開発した地下水と冷媒が直接熱交換できる冷暖房ヒー 
トポンプに、給湯機能を追加する形で、冷暖房機能と給湯機能を併せ持つ地下水と冷媒が直接

熱交換できるモジュール型冷暖房給湯ヒートポンプを製作し、ZEB 実証施設に設置した。工場

性能試験結果から、給湯 COP の目標値 4.3 に対して 4.04（93%達成）が得られたほか、冷房＋

給湯運転時の総合 COP の目標値 7.1 に対して 6.86（96%達成）が得られた。また、ZEB 実証

施設における運転では、目標値の温度条件から 2℃程ずれがあるものの給湯 COP 4.6 が得られ

ている。その他に、ZEB 実証施設での運用状況を踏まえ、スケール付着の更なる抑制や洗浄性

の向上を目的として 2022 年度に再設計・製作したヒートポンプの２号機では、工場性能試験結
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果から、給湯 COP 4.5（対目標値 104 %）、冷房＋給湯運転時の総合 COP 7.5（対目標値 
105 %）が得られた。 

 
2)熱交換器内へのスケール付着防止機構の有効性検証 
電磁処理装置は、2014 年度～2018 年度の NEDO 事業でスケール付着防止効果が一 定程度

はあると評価された機器である。 
ZEB 実証施設に構築した高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの 専用ヒー

トポンプの地下水入口前の配管に電磁処理装置を組込み、モニタリングデータに基づいて、その

有効性検証を開始した。ヒートポンプ運転性能に顕著な低下がないこと、及び、熱交換器内部の

観察で顕著なスケール付着が見られなかったことより、スケール防止効果が実証運転期間中も継

続していることを確認した。これは、熱交換器における温度差と地下水熱交換量の関係の推移か

らも判断できる。 

 
表 4.1.3-2 特許、論文、外部発表等 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読

付き 
その他 学会発

表・講

演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 1 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 4 件 7 件 2 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 6 件 3 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 2 件 4 件 5 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 3 件 4 件 4 件 

 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)                          
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表 4.1.3-3 成果の最終目標と達成度 
研究開発項目 最終目標  成果 達成状況 目標達成のため

に解決すべき課

題 
①高効率帯水層蓄

熱を利活用したト

ータル熱供給シス

テムの開発 
1)ZEB 実証建物と

本システムの適応

性評価 
2) システム構築と

モニタリング 
3) フリークーリン

グによる冷房高効

率化 
4)給湯システムの高

効率化 
5)井戸洗浄方法の開

発 
6) システムの技術

評価手法確立 

・高効率帯水層蓄

熱を利活用したト

ータル熱供給シス

テムの ZEB 適応性

実証 
・高効率帯水層蓄

熱を利活用したト

ータル熱供給シス

テムのイニシャル

コスト・ランニン

グコスト共に 30%
低減を実現 
・高効率帯水層蓄

熱を利活用したト

ータル熱供給シス

テムの普及に向け

た技術評価手法を

確立 

・高効率帯水層蓄熱を利

活用したトータル熱供給

システムの 2 年 8 か月に

わたる稼働モニタリング

データから、高効率稼働

を継続し『ZEB』を 2 年

連続実現 
・フリークーリングによ

り夏期冷房時の電力消費

量半減 
・太陽熱集熱器併用で給

湯高効率化実現 
・密閉構造を生かした井

戸洗浄法によりメンテコ

スト 10 分の 1 
・高効率稼働を実現する

最適稼働設定を確立 

◎ 
イニシャルコ

スト：21％低

減 
ランニングコ

スト：55％低

減 
トータルコス

ト：31％低減 
 
＜個別ランニ

ングコスト＞ 
 空調：47％
低減 
 融雪：42％
低減 
 給湯：74％
低減 
井戸メンテ：

90％低減 

・今後は、本開

発技術の普及に

向けて取り組む 
 
・積雪寒冷地の

各地での施工実

績を蓄積し、更

なる高効率につ

いて検討を継続 

②高効率帯水層蓄

熱を利活用したト

ータル熱供給シス

テム専用ヒートポ

ンプの開発 
1)設計 
2)製作・性能試験 
3)山形フィールド

へ設置・調整 
4)モニタリング 
5) スケール防止機

構有効性検証 

1)～4) 
・給湯 COP：4.3 
・冷房＋給湯の総

合 COP：7.1 
・専用ヒートポン

プの性能評価と最

適稼働設定の確立 
5)有効性検証結果

に基づきスケール

防止機構の確立 

・給湯単独運転 
  給湯 COP＝4.5 達成 
 
・冷水＋給湯運転 
  総合 COP＝7.5 達成 
 
スケール付着防止機構は

有効に機能していること

を確認した 

◎ 
対目標値：

104％ 
 
 
対目標値：

105％ 

・普及が進むこ

とでヒートポン

プの低コスト化

を実現 
・負荷状況の異

なる施設では最

適稼働の自動探

索などの実現が

課題 
・鉄由来スケー

ル以外に関して

は十分な検証が

出来ていない 
  ※達成状況 [◎：大いに上回って達成、〇：達成、△：一部未達、×：未達] 
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・事業化の見通し 

ZEB実証施設に高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムを導入して、その組合せの 
適応性・有効性を実証した。本システムの開発については2014年度～2018年度のNEDO事業から継

続的に取り組んでいるおり、本研究開発では更に機能を追加して冷暖房・給湯・融雪に対応可能な本

システムの実用化を達成しており、今後は本システムの普及に事業展開していく予定である。 
経済産業省が作成したロードマップでは、2030年度までに新築建築物の施工数の平均値でZEBの達 

成を目指しており、今後ZEBの普及が加速度的に進むことが見込まれ、東北地方や北信越地方といっ

た積雪寒冷地域を対象として高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの売り込みを

進める計画である。 
本研究開発でコンソーシアムを構成する日本地下水開発とゼネラルヒートポンプ工業は、どちらも 

事業期間内にZEBプランナーに登録している。今後は、このZEBプランナー資格を生かし、時には両

社がタッグを組み、各種補助金を活用しながらZEB普及に向けて効率的に事業展開を進める予定であ

る。 
 
・開発項目毎の事業化に向けての見通し及び取り組みについて  

本研究開発で実用化に至った高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムは、地下水熱

エネルギーを利活用して3つの熱需要に対応可能であることから、この特徴を生かした「再生可能熱

エネルギーの面的利用」への拡張に取り組んでいきたいと考えている。再生可能熱エネルギーの面的

利用を考える際に、対象建物にはZEB ・ZEH技術を併用することで更なる高効率化と省エネルギー化

が可能になることをアピールしていきたいと考えている。 
2014年度～2018年度のNEDO事業では、共同研究者である産業技術総合研究所が東北主要5地域

（津軽平野、秋田平野、仙台平野、山形盆地、郡山盆地）における帯水層蓄熱システム適応マップを

完 成させている。今後は適応マップを最大限活用し、東北主要5地域を対象に事業展開を図る。高効

率帯水層蓄熱システムは、帯水層内の地下水流速や、地下水の揚水・注入が可能かどうか等、重要な

技術的判断要素がいくつかあることから、適応マップを生かして効率的に事業展開を図っていきたい。 
 
・事業化に向けた課題と今後の方針 

建築物の建主・施主の中には、イニシャルコストが多少高くなっても再生可能エネルギーを有効活

用した環境に優しいシステムの導入を強く希望している場合がある。しかし、建主・施主に直接対応

する設計担当者が、再生可能エネルギーを有効利用したシステムに関する知識を充分に持ち合わせて

いない場合や理解の程度が不十分な場合には、建主・施主の要望を的確に実現できない可能性が高く

なると考えられる。日本地下水開発とゼネラルヒートポンプは、ZEBプランナーの資格を生かして、

設計担当者に対して高効率帯水層蓄熱システムの省エネルギー性能や環境性能に関する理解が進む

ような事業活動を進めていく予定である。本研究開発で完成し高性能を実証したZEB実証施設を有効

活用して、設計担当者に現地見学と冷暖房を実感させることも、本システムに対する理解を進める一

助になると考えている。 
高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システム専用ヒートポンプの価格については、普及

促進に向けてできるだけ低減を図る必要がある。現時点では、専用ヒートポンプは量産体制にはない

が、今後ZEB普及に合わせて本システムの導入数が増大してくれば、徐々に価格を下げることが可能
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になると考えている。 
本研究開発では、夏期冷房における地下水フリークーリングの省エネルギー効果が極めて大きいこ

とを実証することができた。今後、本システム普及のため、地下水フリークーリング回路と不凍液循

環回路を二重に組み込んだ専用放熱器を開発し、設備コストの低減を図る予定である。 
 
・本技術開発を通して想定される波及効果 

本システムで採用している密閉型井戸構造は、地下水注入を確実に行うことを可能にする構造であ

る。この井戸構造を普及させることは地下水の熱利用だけでなく、地下水の有効利用と、資源として

の地下水の保全にもつながることになると考えている。 
本研究開発で建設したZEB実証施設における2021年7月～2023年3月末までの見学者は75団体411

名に達し、本システムのZEB適応性と高効率性能のアピールができたほか、本システムの普及のため

の啓発啓蒙にもつながったと評価された。今後も広く見学施設として活用して、各種学校や地域の環

境問題に取り組む団体を始めとした地域の人々への啓蒙活動を進めることにより、環境教育に資する

ことができると考えている。 
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4.1.4 寒冷地の ZEB ・ZEH に導入する低コスト・高効率間接型地中熱ヒートポンプシステムの技術開発 

・背景と目的 

地中熱ヒートポンプ(GSHP)システムは省エネルギー性能に優れた再生可能エネルギー熱利用技術

の一つであるが、冷房と比較して特に暖房・給湯での省エネルギー性能が高いことから、北米や欧州

の寒冷地では既に 200 万台を超える導入実績がある。我が国においても GSHP システムの導入件数

のうち約半数が北海道・東北地方となっており、今後も最も GSHP システムの導入拡大が期待できる

地域であるといえる。しかしながら、北海道・東北地方の GSHP システムの導入については、ヒート

ポンプの容量で換算して数十 kW を超える中～大規模の事例が多くなっており、特に住宅等の小規模

建物については業務用と同等のマーケットを有しているにも関わらず、導入件数がやや伸び悩んでい

る傾向にある。 

一方で、近年では政府目標が掲げられているように建築物におけるネット・ゼロ・エネルギー・

ビル(ZEB)化やネット・ゼロ・エネルギー・ハウス(ZEH)化が進められており、特に暖房のエネルギ

ー消費量の大きい寒冷地において、ZEB化やZEH化を進めるためには、GSHPシステムの導入が最

も効果的な手段であると考えられている。また、ZEB化・ZEH化を行う建物については、高断熱化

技術・遮熱技術の適用が必要不可欠であり、熱負荷が小さくなることで、GSHPシステムの設置規

模を小さくすることも可能である。従って、寒冷地においてZEB やZEHを目標とする建築物に低コ

ストで導入でき、かつ高効率なGSHPシステムを開発することが今後のGSHPシステムの導入拡大に

最も寄与できると考えられる。 
以上のことから、本研究開発では、寒冷地においてZEB やZEHを目標とする建築物に採用できる

低コスト・高効率な間接型GSHPシステムの技術開発を行うことを目的とする。 
 
・研究開発の概要 

上述のように地中熱ヒートポンプシステムの導入効果が大きく、導入が最も必要である寒冷地の

ZEB 化・ZEH 化建物に導入可能な低コスト・高効率な地中熱ヒートポンプシステムを開発し、市場

を拡大することが、トータルコスト低減達成のための有効な手段であると考える。 
これらの要求を実現するために、以下に示す研究開発を実施することを計画する。 

(1)ZEB・ZEH 建物に導入する低コスト地中熱ヒートポンプシステムの設計・評価手法の確立 
事務所ビル、戸建住宅もしくはそれに準ずる小規模建物(以下戸建住宅)の 2 つの種類の建物を対

象に ZEB 化・ZEH 化を実施した上で、高断熱化による暖房負荷削減を考慮した地中熱ヒートポン

プシステムの設計を行うことで低コスト化を図り、導入後に建物の熱負荷(ヒートポンプの出力)や
地中採熱量、熱源水温度の計測を行い、設計と低コスト化の検証を行う。また、建物全体のエネル

ギー消費量と地中熱ヒートポンプシステムのエネルギー消費量の計測を行い、普及型 ZEB に対す

る地中熱ヒートポンプシステムの導入効果(エネルギー消費量削減効果)を定量化し、ZEB 建物に対

する地中熱ヒートポンプシステムの寄与を示すことで ZEB 建物の地中熱ヒートポンプシステムの

導入を促進できるようにする。 
(2)新築業務用建物および小規模建物に導入可能な低コスト地中熱交換器の開発 

新築事務所ビルに対して基礎杭兼用地中熱交換器を導入し、地中熱交換器の導入技術を確立して

イニシャルコストの削減効果を検証するとともに、建設後採熱量と熱源温度の計測を行い、地中熱

交換器の性能評価を行う。また、小規模建物に導入可能な PC 杭利用地中熱交換器、水平ユニット
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方式の 2 種類の地中熱交換器を提案し、地中熱交換器パイプの試作を行うとともに、既存事務所ビ

ル、戸建住宅の導入試験を実施して低コスト化への課題の抽出と改善を実施する。また、異なる複

数の地盤条件で試験を実施することで、地盤条件に対する優位性と劣位性を明らかにしておく。最

終的には小規模建物に対し、小規模建物に導入可能な低コスト地中熱交換器を実現させる。 
(3)高効率化を実現するヒートポンプおよび二次側運用技術の開発 

事務所ビル(既存・新築)に対してヒートポンプの高効率化に寄与する低温水の送水が可能な天井

空調システムの導入を行い、実際に暖房・冷房運転を行いつつ、省エネ性(ヒートポンプおよびシス

テム性能の向上)と快適性を両立させることが可能な最適運用技術を確立させる。さらに、既存事務

所ビルの一部や戸建住宅では二次側が直接膨張方式で、ダクトで送風を行う空調システムを導入し、

こちらについても省エネ性と快適性を両立させることを試みる。また、ヒートポンプの機器単体に

ついては、将来の冷媒の規制を見据えて、CO2冷媒を用いた地中熱ヒートポンプ給湯機の開発と暖

房機の高効率化の研究開発を実施する。CO2冷媒を用いた地中熱ヒートポンプ給湯機については実

際の建物への導入を行い、地中熱ヒートポンプの消費電力、一次側・二次側出入口温度、流量など

の計測を実施し、従来の空気熱源ヒートポンプ給湯機(エコキュート)と比較した省エネルギー効果

についても検証する。 
(4)地中熱ヒートポンプシステムトータルコスト削減効果の評価 

新型地中熱交換器の開発、二次側運用技術の確立、ヒートポンプ機器の高効率化などによる各要

素技術によるイニシャルコスト、ランニングコスト削減効果の評価を行うとともに、これら要素技

術と設計手法を組みわせた地中熱ヒートポンプシステムのイニシャルコスト・ランニングコストを

合わせたトータルコスト削減効果の評価を行う。 
 

表 4.1.4-1 研究開発目標と根拠 
研究開発項目 中間目標(2021 年度末) 最終目標(2023 年度末) 目標レベル設定の根拠 

(1)ZEB・ZEH 建物

に導入する低コス

ト地中熱ヒートポ

ンプシステムの設

計・評価手法の確立 

・(2)、(3)との組み合わせ

によるトータルコスト

20％以上の削減を可能

とする設計手法の確立

の道筋をつける 
・GSHP システムの普及

型 ZEB・ZEH への省エ

ネ寄与率定量化のため

の実測データを収取す

る 

・(2)、(3)との組み合わせによ

るトータルコスト 20％以上

の削減を可能とする設計手法

の確立 
・GSHP システムの普及型

ZEB・ZEH への省エネ寄与率

定量化 

・シミュレーション結果

から ZEB・ZEH 化建物を

考慮した設計により、従来

と比較して地中熱交換器

規模やヒートポンプの容

量を 20％以上削減可能と

なることが示されたため 
・ZEB・ZEH 化建物に導

入された GSHP システム

の実測により省エネ寄与

率の定量化が可能 
(2)小規模建築に導

入可能な低コスト

地中熱交換器の開

発 

・小規模建物導入時にお

いて従来地中熱交換器

との比較で設置コスト

20％以上の削減の見通

しをつける 

・小規模建物導入時において

従来地中熱交換器との比較で

設置コスト 20％以上の削減 

・一般的な戸建住宅の 1件

あたりの地中熱交換器設

置コストの試算結果から、

現状 150 万円程度に対し

て、H 型 PC 杭方式は 90
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万円以下となる見通しが

示されたため 
(3)高効率化を実現

するヒートポンプ

および二次側運用

技術の開発 

・実測データをもとにエ

ネルギー消費量を削減

する二次側運用技術に

ついて見通しをつける 
・ヒートポンプ給湯機：

出力 6.0 kW、COP4.3 
・ヒートポンプ暖房機

①：出力 6.0 kW、COP4.3 
・ヒートポンプ暖房機

②：出力 4.0kW、COP4.5 

・従来のGSHPシステムから

のランニングコスト 20％以

上の削減を実証 
(以下の内容は中間目標と同

じ) 
・ヒートポンプ給湯機：出力

6.0 kW、COP4.3 
・ヒートポンプ暖房機①：出

力 6.0 kW、COP4.3 
・ヒートポンプ暖房機②：出

力 4.0kW、COP4.5 

・従来の温水暖房方式に

対して、低温温水送水が可

能な放射空調方式などの

適用とヒートポンプの高

効率化で 20％以上のラン

ニングコスト削減できる

という試算結果による 

(4) 地中熱ヒートポ

ンプシステムトー

タルコスト削減効

果の評価 

設定なし(最終年度実施

内容のため) 
・地中熱ヒートポンプシステ

ムのトータルコスト 20％以

上削減の達成 

本事業の最終目標として

設定 

 

・事業スケジュール 

本事業の研究期間は、2020 年 1 月 24 日より 2022 年 3 月 20 日までで、主な事業スケジュールの

概要を図 4.1.4-1 に示す。 

 
図 4.1.4-1 研究開発のスケジュール 
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・成果の概要 

【成果概要】 

新築事務所、既存事務所、住宅に対し、ZEB・ZEH 化を考慮した地中熱ヒートポンプシステム導

入の設計を行い、その設計に基づいて地中熱ヒートポンプシステムの導入を行った。それら建物に

ついて地中熱ヒートポンプシステムの暖冷房出力、採放熱量、一次側温度変化の実測を行い、地中

熱ヒートポンプシステム導入の設計の検証を行った。結果として、それぞれの建物で地中熱ヒート

ポンプシステムが従来の地中熱ヒートポンプシステムと同等の性能で運用することができ、ZEB・

ZEH 化を考慮した設計により設置コストが削減できることを確認した。 
  また、新築事務所において基礎杭兼用地中熱交換器の導入試験を行い、導入技術を確立した。更に 
は、既存事務所において H 型 PC 杭利用地中熱交換器、水平ユニット方式、住宅において H 型 PC 杭 
利用地中熱交換器の導入試験を行い、導入技術を確立するとともにコスト削減効果を試算した。結果 
として、基礎杭兼用地中熱交換器、H 型 PC 杭利用地中熱交換器それぞれの従来のボアホール型地中 
熱交換器と比較したコスト削減効果は約 61％、約 50％となった。また、各地中熱交換器について採 
放熱量、一次側温度変化の実測を実施し、地中熱交換器の性能を定量化し、基礎杭兼用の地中熱交換 
器、H 型 PC 杭利用地中熱交換器の単位採放熱係数はそれぞれ約 4.0 W/(m・K)、約 2.6 W/(m・K)と 
いう結果を得た。 
新築事務所、既存事務所に地中熱ヒートポンプシステムの高効率化に寄与する放射空調システム

を導入し、暖冷房出力やヒートポンプなどの消費電力を実測し、放射空調システムの基本性能を確

認した。さらに、運転停止時の循環ポンプ停止や送水温度の変更によりランニングコスト 20％以上

を低減できることを確認した。CO2冷媒を用いた地中熱ヒートポンプ給湯機と、地中熱ヒートポン

プ暖房機①を試作し性能評価試験を行い、それぞれについて出力 6.0 kW、COP4.3 以上の目標値を

達成した。 
【項目別成果】 
①ZEB・ZEH 建物に導入する低コスト地中熱ヒートポンプシステムの設計・評価手法の確立 

1)新築事務所 1 件、既存事務所 1 件、住宅 1 件に対し、ZEB・ZEH 化を考慮した地中熱ヒ 
ートポンプシステム導入の設計を行い、その設計に基づいて地中熱ヒートポンプシステム 
の導入を行った。 

2)上記建物について地中熱ヒートポンプシステムの暖冷房出力、採放熱量、一次側温度変化の実

測を行い、地中熱ヒートポンプシステム導入の設計の検証を行った。そのうち住宅について

は実測が完了し、ZEH 化を考慮し導入した地中熱ヒートポンプシステムが運転できることを

確認した。 
3)ZEB・ZEH 建物における地中熱ヒートポンプシステム導入効果(エネルギー消費量削減効果)
を評価するため、上記建物について建物全体および地中熱ヒートポンプシステムの実測を実

施した。結果より ZEB・ZEH 化を考慮した設計により地中熱ヒートポンプの規模を縮小して

も、地中熱ヒートポンプシステムは従来と同等以上の性能で運用できることを確認した。 
 

②小規模建物に導入可能な低コスト地中熱交換器の開発 
1)新築事務所において基礎杭兼用地中熱交換器の導入試験を行い、導入技術を確立するとともに

コスト削減効果を試算した。従来のボアホール型地中熱交換器と比較したコスト削減効果は
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約 52%(導入現場では 61%)となった。また、地中熱交換器の性能評価を行うための採放熱

量、一次側温度変化の実測を実施し、地中熱交換器の配管方式の違いによる採放熱量の差は

見られないことを確認した。基礎杭兼用地中熱交換器の単位採放熱係数は約 4.0 W/(m・K)と
なった。 

2)既存事務所において H 型 PC 杭利用地中熱交換器、水平ユニット方式、住宅において H 型

PC 杭利用地中熱交換器の導入試験を行い、導入技術を確立するとともにコスト削減効果を試

算し、H 型 PC 杭利用地中熱交換器の、従来のボアホール型地中熱交換器と比較したコスト

削減効果は約 50%となった。また、各地中熱交換器について採放熱量、一次側温度変化の実

測を実施し、地中熱交換器の性能を定量化し H 型 PC 杭利用地中熱交換器の単位採放熱係数

は約 2.6 W/(m・K)であった。 
 

③高効率化を実現するヒートポンプおよび二次側運用技術の開発 
1)新築事務所、既存事務所に地中熱ヒートポンプシステムの高効率化に寄与する放射空調システ

ムを導入し、暖冷房出力やヒートポンプなどの消費電力を実測し、放射空調システムの基本

性能を確認するとともに、システムが高効率となる運用方法について検討した。運転停止時

の循環ポンプ停止や送水温度の変更によりランニングコスト 20％以上を低減できることを確

認した。 
2)CO2冷媒を用いた地中熱ヒートポンプ給湯機と、地中熱ヒートポンプ暖房機①を試作し性能

評価試験を行い、それぞれについて出力 6.0 kW、COP4.3 以上の目標値を達成し、ヒートポ

ンプ暖房機②の設計を完了した。また、地中熱ヒートポンプ給湯機を試験住宅に導入し、実

用化に必要な課題抽出を行った。 
 

表 4.1.4-2 特許、論文、外部発表等 
  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT

※出

願 

査読

付き 
その

他 
学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 9 件 2 件 1 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 3 件 0 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 0 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 6 件 1 件 0 件 

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)                          
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表 4.1.4-3 最終目標に対する成果と達成度 
研究開発項目 最終目標 成果 達成状況 目標達成の

ために解決

すべき課題 

①ZEB・ZEH 建物

に導入する低コスト

地中熱ヒートポンプ

システムの設計・評

価手法の確立 

・②、③との組み合わせによ

るトータルコスト 20%以上の削

減を可能とする設計手法の

確立 

・GSHP システムの普及型

ZEB・ZEH への省エネ寄与率

定量化 

・ZEB・ZEH を考慮した設計

により、規模を縮小すること

で、戸建住宅で約 35％、事

務所で約 30％の設置コストを

削減できることを示した。 

〇 特になし 

(達成済) 

②小規模建築に導

入可能な低コスト

地中熱交換器の開

発 

・小規模建物導入時におい

て従来地中熱交換器との比

較で設置コスト 20%以上の削

減 

・基礎杭兼用地中熱交換器

は約 52％、H 型 PC 杭利用

方式は約 50％の設置コスト

の削減を達成した。 

◎ 特になし 

(達成済) 

③高効率化を実現

するヒートポンプお

よび二次側運用技

術の開発 

・従来の GSHP システムから

のランニングコスト 20%以上の

削減を実証 

・二次側運用技術を実際に

導入し実証試験を行うことで

ランニングコスト 20%以上の削

減を達成した。 

・ヒートポンプは空調・給湯用

それぞれで消費電力 10％低

減を達成した。 

〇 特になし 

(達成済) 

(4) 地中熱ヒートポ

ンプシステムトータ

ルコスト削減効果

の評価 

・地中熱ヒートポンプシステム

のトータルコスト 20%以上削減

の達成 

・戸建住宅でイニシャルコスト

43％、ランニングコスト 28％

削減、事務所建物でイニシャ

ルコスト 53％、ランニングコス

ト 28％削減を達成できること

を確認した。 

〇 特になし 

(達成済) 

※達成状況 [◎：大いに上回って達成、〇：達成、△：一部未達、×：未達] 
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・事業化の見通し  

①ZEB・ZEH建物に導入する低コスト地中熱ヒートポンプシステムの設計・評価手法の確立 
ZEB建築へのGSHPシステムの導入について、本コンソーシアム全体の研究で、低コスト型GSHP

の性能や二次側運用技術（天井放射空調システムなど）が検証されることによって、寒冷地におけ

るZEB建築への有効な技術の一つとして確立でき、GSHPを導入したZEBコンサルサービスが提供

できる。コンサルツールの実用化には、本実証試験データの分析に加え、ランニングコストシミュ

レーションおよび本研究で開発した技術を導入した際のZEB化計算（WEBプログラム標準入力法）

の数値も必要となる。データ分析以外の準備を2022年度～2023年度にかけて行い、データ分析の完

了後の2023年度以降速やかに、ZEBコンサルに活用できるよう取り組んでいる。 
ZEHへのGSHPシステムの導入については、低コスト地中熱交換器の導入が可能な物件であれば、

ZEH化の際に太陽光発電の容量、すなわち太陽光発電の設置コストを削減できる効果によって、

GSHPシステムの導入コストを相殺できる見込みがあることから、ZEH化の有効な技術の一つとし

て提供できる。 
②小規模建築に導入可能な低コスト地中熱交換器の開発 

基礎杭兼用地中熱交換器について、RC造建物の従来の杭工事と比較し、今回使用した中空PC杭

はほぼ同額で施工可能であった。一方、中空杭内への熱交換パイプの施工費用は別にボアホールの

掘削を行う場合に比べてコストを削減できた。建設地の地盤条件にもよるが、杭長が20ｍ以上の場

合には中空杭に熱交換パイプを設置する本方式はコスト削減に寄与することを示すことができ、同

様な条件の建築計画において今回の方式にて地中熱利用を事業化できる。 
H型PC杭利用方式、水平ユニット方式については、地盤条件、敷地条件の制約はあるものの、従

来のボアホール方式と比べてコスト削減の可能性が示された。特にH型PC杭利用方式については、

杭を埋設する条件であれば杭工事と同時に地中熱交換器の設置が可能となり、大幅なコスト削減の

見込みがあることを確認できたため、杭を埋設できる新築住宅を対象として事業化を行える。 
③高効率化を実現するヒートポンプおよび二次側運用技術の開発 

CO2冷媒を用いた地中熱ヒートポンプ給湯機は高効率な寒冷地向けのエコキュートとして、ZEH 
化住宅への導入が期待できる。事業終了後の2022年度の製品化を目指す。地中熱ヒートポンプ暖房

機(地中熱ダクトエアコン)については、寒冷地のZEH化住宅に対して高効率で冷房も可能な安価な

全館空調機器として導入拡大が期待できる。事業終了後の2022年度に室内ユニットの小型化や空調

負荷に対する制御プログラム最適化の課題を解消した機器の製品化を目指す。 
 

・開発項目毎の事業化に向けての見通し及び取り組みについて  

①ZEB・ZEH建物に導入する低コスト地中熱ヒートポンプシステムの設計・評価手法の確立 
(北海道大学、エムズ・インダストリー、棟晶、北海道電力) 

建物需要の多い中小規模建物向けに、本研究で実証している低コスト地中熱交換器や高効率な二

次側運用技術（天井放射空調システムなど）を組み合わせたGSHPシステムを採用した普及型ZEB
建築のモデルを『中小規模ZEB事務所モデル』として作成し、パンフレット等のPR媒体を活用して

道内の設計・設備会社やZEBに興味のあるオーナーに広く周知しGSHP×ZEBの普及に貢献する。 
 
②小規模建築に導入可能な低コスト地中熱交換器の開発 
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(エムズ・インダストリー、棟晶、イノアック住環境、北海道大学) 
ａ．小規模建築に導入可能な低コスト地中熱交換器(基礎杭兼用地中熱交換器)の開発 

基礎杭を採用する新築建物に対して、今回の実証実験を通じて得られる基礎杭を兼用した地中

熱交換器のコスト削減効果とGSHPシステムの省エネ効果を示すことで、新規建物で本方式が採

用されるよう展開を行っていく。 
ｂ．小規模建築に導入可能な低コスト地中熱交換器(H型PC杭利用方式、水平ユニット方式)の開    
 発 
住宅を中心とした小規模建物に対して、開発を行っている低コスト地中熱交換器や地中熱ヒー

トポンプ暖房機(地中熱ダクトエアコン)、地中熱ヒートポンプ給湯機を組み合わせたGSHPシス

テムを棟晶のZEH技術のオプションとして選択できるようにし、注文住宅を新築するオーナーや

リフォームを検討するオーナーに対して提案、採用してもらえる体制を確立し、住宅建物の

GSHPシステムの普及に貢献する。 
また、H型PC杭利用方式の地中熱交換器パイプについては、事業化に向けた製品製造を北 

海道にあるイノアック住環境の関係会社で試作、量試を行い、価格を含めた量産化、製品化を進

める。 
 

③高効率化を実現するヒートポンプおよび二次側運用技術の開発 
(北海道電力、サンポット、北海道大学) 

実証結果等を用いて地中熱ヒートポンプ給湯機を高効率ヒートポンプ給湯機としてPRし、寒冷

地のZEH化住宅を中心に導入展開を図る。また、地中熱ヒートポンプ冷暖房機の夏季の冷房排熱を

利用し成績係数を向上させるシステムを実証し、夏季においても省エネ効果が得られる製品を開発

していく。 
小型温水暖房機については、寒冷地向けの温水暖房機としてZEH化住宅へ導入していくという事

業化に向け、課題を解消する開発を継続する。地中熱ヒートポンプ暖房機（地中熱ダクトエアコン）

については、本事業で室内ユニットの小型化と制御プログラムの最適化を実施し、寒冷地向けの全

館冷暖房ユニットとしてZEH化住宅への導入展開を図っていく。 
 
・事業化に向けた課題と今後の方針  

①ZEB・ZEH建物に導入する低コスト地中熱ヒートポンプシステムの設計・評価手法の確立 
通常のZEBコンサルにおいても、イニシャルコストが目下の課題であり、本研究の主軸である

GSHPの低コスト化が見込めるかが鍵となる。また、トータルコストによる検証や、GSHPの高効

率性能が脱炭素社会の実現へ寄与することを、PR ・普及方策へ反映するよう考慮するコンサル内容

とすることで、オーナーのイニシャルコスト重視の意識改革を促す。 
②小規模建築に導入可能な低コスト地中熱交換器の開発 
ａ．小規模建築に導入可能な低コスト地中熱交換器(基礎杭兼用地中熱交換器)の開発 

基礎杭兼用地中熱交換器の最適な本数や基礎杭内部に設置するパイプ長さ等の設計指針が必 
要と考える。本事業での実測の結果やシミュレーションの実施による最適化により課題解消可能

と考える。 
ｂ．小規模建築に導入可能な低コスト地中熱交換器(H型PC杭利用方式、水平ユニット方式)の開発 
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H型PC杭利用方式はコスト削減の見込みが大きいが、杭の埋設の可否を判定する方法の精度向 
上や杭が不要な場合に比較的安価となる代替案を提供可能とすること等が課題であると考える。

杭の埋設の可否については、施工事例を増やすことで精度向上に努める。代替案については、コ

ンソーシアム事業者だけではなく、地中熱導入を行っている他の事業者との連携を図ることなど

で、検討を行う。 
水平ユニット方式については、配管の自重や曲がり癖が施工性の向上を妨げることが課題 と

なっている。ユニットの配管自体の長さを短くすることや配管途中で配管の自重や曲がり癖を無

くす部材を設置する方法を検討していく。 
③高効率化を実現するヒートポンプおよび二次側運用技術の開発 

課題は、地中採熱工事の低コスト化及び空気熱ヒートポンプと比較した場合のランニングコスト

の優位性を実証し周知していくことであると考えている。地中採熱工事の低コスト化はコンソーシ

アム全体で取り組んでおり事業を通して達成できると考えている。空気熱ヒートポンプと比較した

場合のランニングコストの優位性に関しては、実証機を実際の建物に導入しデータを取集して優位

性を実証し、優位性の周知に関してはコンソーシアム全体で宣伝活動を推進していく。 
 
・本技術開発を通して想定される波及効果  

①ZEB・ZEH建物に導入する低コスト地中熱ヒートポンプシステムの設計・評価手法の確立 
寒冷地におけるZEB化の有効な技術の一つとしてPRを行うことで、近年機運の高まるカーボン

ニュートラル、SDGsに寄与するZEB普及の後押しとなり低コストGSHPの採用が伸びる可能性が

高い。 
②小規模建築に導入可能な低コスト地中熱交換器の開発 
ａ．小規模建築に導入可能な低コスト地中熱交換器(基礎杭兼用地中熱交換器)の開発 

今回の基礎杭兼用方式の地中熱交換器を建物全体の空調利用に採用した実例は国内で最初で

あり、今後は今回の実験結果を元に波及を期待できる。 
ｂ．小規模建築に導入可能な低コスト地中熱交換器(H型PC杭利用方式、水平ユニット方式)の開発 

H型PC杭利用方式や水平ユニット方式の地中熱交換器の開発は、寒冷地のZEH建物において

GSHPシステムの導入拡大が期待できる。また、H型PC杭利用方式については、先述の通り杭を

埋設する地盤条件であれば大幅なコスト低減が見込まれることから、冷房も可能な地中熱ダクト

エアコンとの組み合わせにより温暖地での導入も期待できる。 
③高効率化を実現するヒートポンプおよび二次側運用技術の開発 

業界初のCO2冷媒を用いた地中熱ヒートポンプ給湯機および地中熱ヒートポンプ全館冷暖房ユ

ニットの小型室内ユニットを発売することにより、寒冷地の給湯・暖房市場に対して大きな波及効

果あると思われる。また、一次エネルギー、CO2削減効果を期待でき、環境面での社会貢献が可能

である。 
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4.2 研究開発項目②太陽熱等利用システムの高度化技術開発 

4.2.1 天空熱源ヒートポンプ(SSHP)システムのライフサイクルに亘るコスト低減・性能向上技術の開発 

・事業の目的と目標 

第21回気候変動枠組条約締約国会議（COP21）で採択されたパリ協定が発効されたのを機に、世

界的に低炭素化社会実現に向けた動きが活発化している。日本は、2030年度までに、2013年度比

で、温室効果ガス排出量を26％削減する（2005年度比では、25.4％削減）目標を掲げている。日本

の全産業で排出するCO2量のうち、建設活動に関連する部分は42.7％と最も割合が大きく、建築分野

における低炭素化は喫緊の課題である。脱炭素技術の切札として期待される再生可能エネルギー

は、現状、太陽光発電や風力発電など電気利用が主体である。一方、再生可能エネルギーのうち太

陽熱や地中熱などの熱利用はその大きな賦存量にも拘わらず、その利用が進んでいないのが現状で

ある。建築分野で必要とされる熱はとりたてて高温である必要はないため、現在未利用である再生

可能エネルギー熱を十分に活用できれば、大幅な省エネルギー化が期待できる。設備導入に係る初

期コストが大きい太陽熱・地中熱などの熱利用の普及促進を目的に、再生可能熱エネルギー利用シ

ステムの適切な設計手法を確立するとともに、ライフサイクルに亘りコスト低減・性能向上に資す

る要素技術・システム化技術開発を実施する。 
・研究開発の概要 

１）再エネ熱利用システム設計手法の開発（鹿島建設、日建総研） 
・地中熱・太陽熱利用を組み込んだシステムシミュレーションツールを開発。 
・作成したツールを活用して、システム導入予定の建物モデルを対象に、適正な運転方法や省

エネ性能、さらに実建物での年間運転実績データの分析に基づく開発システムの運転性能を

検証。 
２）低コスト・高効率ユニット型SSHPシステムの開発（鹿島建設、ゼネラルヒートポンプ工業） 
・SSHP、空気‐水熱交などをユニット化した統合型SSHPを実用化し、実建物で実証する。 
・給湯機能付きビル用マルチ空調システムの実用機を完成し、実建物で実証する。 

３）実建物における運転性能の実態検証（鹿島建設、名古屋大学、日建総研） 
・早期の市場投入を図るため、実建物運用での変動負荷時の性能検証を行う。 

４）再エネ熱利用システムの最適運転制御技術（鹿島、東京大学） 
・機械学習などのAI等を活用した、太陽熱＋地中熱を活用する最適制御アルゴリズムを構築

し、実用的な運転制御手法を開発する。 
 

表 4.2.1-1 研究開発目標と根拠 
研究開発項目 中間目標(2021 年度末) 最終目標(2023 年度末) 目標レベル設定の根拠 
①再エネ熱利

用システム設

計手法の開発 

LCEM ベースの設計用シ

ミュレーションツールの

プロトタイプを完成。実

建物及びモデル建物を対

象に SSHP 導入効果を検

討。 

2021 年度～2023 年度に

実建物（豊田自動織機大

府工場）を対象に SSHP
導入効果を検討。 

これまで順調に推移している開

発の達成状況に基づく。 



 

4-50 
 

②低コスト・

高効率ユニッ

ト型 SSHP シ

ステムの開発 

構成機器をコンパクトに

集約した「ユニット型

SSHP」を開発する。夏

期・冬期条件での目標単

体 COP6 以上を達成す

る。 

構成機器をコンパクトに

集約した「ユニット型

SSHP」を開発する。夏

期・冬期条件での目標単

体 COP6 以上を達成す

る。 

2019 年度～2020 年度に達成。 

③実建物にお

ける運転性能

の実態検証 

2021 年度 8 月めどに

SSHP 実証システム完

成。 

2020 年度～2023 年度に

かけて年間発生頻度の高

い、低負荷運転下での

SSHP 運転性能を検証 

SSHP 大府実証システムの設置

工事計画に基づく。 

④再エネ熱利

用システムの

最適運転制御

技術 

2019 年度～2020 年度

に、最適制御制御アルゴ

リズムを完成。シミュレ

ーションツール上で

SSHP システム実験結果

を高い精度で再現。 

ランニングコスト圧縮の

ため、再生可能熱エネル

ギーを複合的に利用する

最適制御手法を開発。 

2019 年度～2020 年度に達成。 

 

 

・事業スケジュール 

本事業の研究期間は、2019年7月25日より2024年3月31日までで、主な事業スケジュールの概要を

図4.2.1-1に示す。 

 
図 4.2.1-1 研究開発のスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

再エネ熱利用システム
の設計手法の開発

低コスト・高効率ユニッ
ト型SSHPシステムの
開発

実建物における運転
性能の実態検証

再エネ熱利用システム
の最適運転制御技術

2023年度事業項目 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

最適制御アルゴリズムの構築

実証装置設置工事
実運転データに基づく導入効果の検証

実運転データを用いた導入検討ツールの検証
モデル建物での効果検証導入効果算定

試作機製作
実証実験

工場試験
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・成果の概要 

【成果概要】 
LCEM ベースの設計用シミュレーションツールを完成した。実建物及びモデル建物を対象に

SSHP 導入効果を検討。また、2019 年度に小型実証機を完成、2020 年度にシステム実験により熱

源水加熱・冷却性能を評価。2020 年度に大府実証機を製作、工場試験を実施した結果、目標性能が

得られたことを確認した。さらに、2021 年 8 月に SSHP 実証システムが完成し、1 年間にわたる

実測結果をもとに SSHP システム導入効果の試算を行った。この結果、汎用の電動ヒートポンプパ

ッケージと比較し、大幅に性能が向上し、1 次エネルギー消費量、CO2 排出量が大きく削減される

結果となった。2019 年～2020 年に、最適制御制御アルゴリズムを完成。シミュレーションツール

上で SSHP システム実験結果を高い精度で再現した。 
 
【項目別成果】 
①再エネ熱利用システム設計手法の開発 

1)2019 年度に LCEM による設計ツールを構築し、大府実証システムの運転データをもとに機器

モデルの再現性が高いことを検証した。 
2)実建物および一般的な事務所建物での SSHP システム導入時の省エネ性能確認のために、

SSHP システムの運転性能、エネルギー消費量計算の年間シミュ―レーションを実施し、EHP
システムとの比較を実施した結果、SSHP システムの省エネ性能を確認した。 

②低コスト・高効率ユニット型 SSHP システムの開発 
1)鹿島西調布実験場で、SSHP 小型実証機の暖房時加熱試験を実施。目標 COP7.0 を達成し、

太陽熱における熱編水直接加熱により、システム COP が 20%程度向上することを確認した。 
2)SSHP 大府実証機を製作し、工場試験の結果、冷却時及び暖房時の目標単体 COP6 以上を達

成できることを確認した。 
③実建物における運転性能の実態検証 

1)Ⅱ期工事（2021 年度）に実施する地中熱交換器敷設に向けて、設置場所の豊田自動織機大府

工場で熱応答試験（TRT)を実施し地盤の有効熱伝導率を算出し、これを元に地中熱交換器仕

様・設置本数を決定した。 
2)2021 年度から開始する SSHP の導入効果算定のため、豊田自動織機大府工場食堂のペリメー

タ系既存 GHP の空調性能、エネルギー消費量の実測を行った。 
3)1 年間にわたる実測結果をもとに SSHP システム導入効果の試算を行った。汎用の電動ヒー

トポンプパッケージと比較し、1 次エネルギー換算システム COP は 41.5%向上し、1 次エネ

ルギー消費量は約 29%、CO2 排出量は約 37%削減される結果となった。 
④再エネ熱利用システムの最適運転制御技術 

1)鹿島西調布実証システムの運転データを対象にモデル化を行い、高い精度で再現できた。 
2)外乱、SSHP 運転パラメータを入力値とする AI モデル（ニューラルネットワーク）を構築。

これを組み込んだモデル予測制御によりシステム COP 最大となるような SSHP 最適制御手

法の概念構築を行った。 
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表 4.2.1-2 特許、論文、外部発表等 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読

付き 
その

他 
学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2020FY 1 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 1 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 2 件 1 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 2 件 0 件 2 件 
2023FY 1 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 1 件 

 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)                          2024 年 3 月 31 日現在。 
 

表 4.2.1-3 成果の最終目標と達成度 

研究開発項目 最終目標 成果 達成状況 
目標達成のために解決す

べき課題 
①再エネ熱利用シ

ステム設計手法の

開発 

2021 年度～2023
年度に実建物（豊

田自動織機大府工

場）を対象に

SSHP 導入効果を

検討。 

2019 年度に作成し

た設計用シミュレ

ーションツールを

用いて、豊田自動

織機大府工場及び

モデル建物を対象

に SSHP 導入効果

を検討した。 

○ 

 

特になし 

②低コスト・高効

率ユニット型

SSHP システムの

開発 
  

構成機器をコンパ

クトに集約した

「ユニット型

SSHP」を開発。夏

期・冬期条件での

目標 COP6 以上を

達成。 

2019 年度に完成し

た小型実証機機で

システム実験を行

うとともに、2020
年度に大府実証機

を製作、工場試験

を実施。 

○ 

 

大型化（モジュール化）

による適用範囲の拡大。

低ＧＷＰ冷媒の採用。 

③実建物における

運転性能の実態検

証 
  

2020 年度～2023
年度にかけて年間

発生頻度の高い、

低負荷運転下での

SSHP 運転性能を

検証。 

2021 年度 8 月に完

成した豊田自動織

機大府工場での実

証装置の運転デー

タを取得し、2022
年度の運転性能評

価を実施。 

◎ 

 

特になし 
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④再エネ熱利用シ

ステムの最適運転

制御技術 

再生可能熱エネル

ギーを複合的に利

用する最適制御手

法を開発。 

2019 年～2020 年

に最適制御アルゴ

リズム完成。シミ

ュレーションで実

験結果を高い精度

で再現。 

○ 

 

構築したアルゴリズムを

シミュレーションで検

証。今後実建物での実証

が必要。 
 

     ※達成状況 [◎：大いに上回って達成、○：達成、△：一部未達、×：未達] 
 
・事業化の見通し  

2021年度～2023年度の3年間で実建物における実証装置の運転性能評価を行い、CO2削減効果、省 
エネルギー効果の検証を行い、カーボンニュートラルに資する空調システムであることを実証する。   
また、本事業終了の2023年度段階で、従来の水熱源ヒートポンプシステムに対して、トータルコ 

スト20％以上低減（投資回収年数14年以下）を達成するとともに、2030年度時点で目標とするトー 
タルコスト30％（投資回収年数8年以下）にめどをつければ、天空熱源ヒートポンプシステムの事業 
化が視野に入ってくるが、政府は2030年に2013年比46％低減の目標を掲げており、顧客・市場ニーズ 
の動向に応じて早期の市場投入を図る。 

 

・開発項目毎の事業化に向けての見通し及び取り組みについて  

本成果のうち、主な要素技術である「ユニット型SSHP」、「水熱源給湯ヒートポンプ」を共同提案

者でヒートポンプメーカであるゼネラルヒートポンプ工業株式会社が組立、試験、販売委託を行う。

当面は、ZEB建物、病院、研究所などを中心にした当社社内物件に適用するとともに、再生可能エネ

ルギー利用に意識のある顧客や設計事務所への営業展開を行う。 
 

・事業化に向けた課題と今後の方針  

事業者である鹿島建設㈱は建設会社であり、ZEB建物、病院、研究所などを中心にした建物受注を

通じて、本プロジェクトでの開発成果（新SSHPシステム）の収益を得るビジネスモデルである。多

角的な再生可エネルギー熱利用を行う新SSHPシステムを、他者に無い優位技術として、コンペ提案

や再生可能エネルギー利用に意識のある顧客や設計事務所への営業展開を行い、一層の建物受注を図

る。 
 

・本技術開発を通して想定される波及効果  

再生可能エネルギー（地中熱、太陽熱）を多角的に利用したヒートポンプシステムが普及拡大すれ

ば、政府が掲げている2030年に2013年比46％低減の目標達成に貢献できる。 
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4.2.2温泉熱等の再エネ熱を活用した分散熱源による熱源水ネットワークシステムのトータルコスト低

減技術開発 

・背景と目的 

温泉大国である我が国の源泉数が27,000か所以上、温泉地数が2,900か所以上あり、温泉熱の賦存

量が多く熱エネルギーとしてのポテンシャルは高い。温泉街では、源泉を保有し熱量が余っている

温泉事業者と、購入した源泉を加温している温泉事業者が混在し、熱源と熱需要者が分散して存在

していることがある。温泉街全体では大きなポテンシャルを有していても、化石燃料による個別シ

ステムが導入された状態が多い。温泉街への適用を想定した、温泉熱を面的に活用する熱利用シス

テムとして、シングルループ方式の分散熱源による熱源水ネットワークシステムの研究開発を、先

のNEDO委託事業 （以降、「過年度プロジェクト」）にて実施した。 
しかしながら、実際の施設に適用して運用する際は、設計段階で想定する特定の運転状況とは異

なり、動作確認実験のような単に施設から熱源水ネットワークへ熱回収または、熱源水ネットワー

クから各施設へ熱供給を行うだけでは済まない。また、温泉熱等の分散熱源による熱源水ネットワ

ークシステムの導入に際し、実現可能性検討等が必要であり、検討段階でもコストと時間が掛か

る。そのため、普及に向けたトータルコスト低減には、イニシャルコストのみならず、導入検討、

運用の各段階におけるコスト低減が必須である。 
 

 

図 4.2.2-1 一般的な温泉街への開発成果の適用概念図 
 

・研究開発の概要 

本事業では、熱源水ネットワーク全体の熱バランスを制御し、熱売買までを管理できる「熱売買

制御システム」の開発と、分散熱源による熱源水ネットワークシステムの導入検討・判断の容易化

を図るため、ソフト的な支援として「導入検討支援ツール」を開発することを目的とし、研究開発

を行う。 
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図 4.2.2-2 温泉街における分散熱源による熱源水ネットワークシステムと熱授受の制御の概念 
 

 

図 4.2.2-3 研究開発概要 

 

表 4.2.2-1 研究開発目標と根拠 

研究開発項目 中間目標(2021年度末) 最終目標(2023年度末) 目標レベル設定の根拠 

(1) 実 温 泉

施設におけ

る温泉熱賦

存量、熱需

要量の実測

調査及び、

国内外事例

調査  

a)低コス

トな長期

温泉計測

方法の確

立 

温泉計測、熱量計測に

使用可能な計測器条件

を調査、整理する。 

5カ所以上の温泉施設での

実測により、低コストか

つ安定して温泉流量等の

長期計測方法を確立す

る。 

実現可能性検討を行う

際、温泉施設（温泉宿

など）では、一般的な

熱需要原単位の適用が

行えない。実測が必要

となるが、温泉の長期

期間の流量計測は、湯

の花付着や溶存温泉ガ

スの影響により難し

い。そのため、水質に

応じた計測方法を確立

b)遠隔操

作可能な

通信機能

を持つ計

幅広い計測機器に対応

した遠隔操作可能な通

信機能を持つ計測ユニ

ットを試作し、施設で

幅広い計測機器に対応し

た遠隔操作可能な通信機

能を持つ計測ユニットを

• 導入可能性の検討評価
• エネルギーシミュレーション方法、構成の最適化検討等

開発項目⑥:分散熱源による熱源水ネットワークシス
テムの導入評価(SSC,OCU)

• 低コストな長期温泉計測方法の確立
• 温泉施設の熱賦存量、熱需要量実測調査、国内外事例調査

開発項目①:実温泉施設における温泉熱賦存量、熱需
要量の実測調査及び、国内外事例調査(SSC,HE,OCU)

開発項目③:分散熱源による熱源水ネットワークシス
テムの導入検討支援ツールの開発(SSC)

LC
C[
千
円
]

再エネ
利用

既存
宿①

宿②

宿③

宿④

***m

温泉街

GIS

実測データの
整理結果を与
える。

配管ルー
トを検討

ネットワー
クに接続す
る宿を選択

宿名 ：○○温泉
源泉温度：○○℃
源泉流量：○○l/min
熱需要 ：○○kW

宿名 ：○○温泉
源泉温度：○○℃
源泉流量：○○l/min
熱需要 ：○○kW

宿名 ：○○温泉
源泉温度：○○℃
源泉流量：○○l/min
熱需要 ：○○kW

• 導入支援
ツールの
開発

• ケース等含めた低コスト化
• 製品仕様の構想決定

開発項目②:温泉・排湯用熱交換器の低コスト化
(SSC)

• エネルギー供給事業の事業主体検討
• 熱売買による事業性の成立条件の検討
• 普及のためのプレイヤーの役割分析

開発項目⑦:事業スキームの検討(SSC)

開発項目④:分散熱源による熱源水ネットワークシステ
ムにおける低コストな熱売買制御システムの開発(HE)

• 熱売買制御システムの開発
• 遠隔監視制御が可能とし運用コスト低減

インターネット 現地制御盤
熱の出入と
売買の情報

基幹ネットワーク

遠隔監視制御
熱売買管理

（エネルギーサービス事業者）

熱の出入
の情報

現地遠隔地

開発項目⑤:実環境下に
おける熱売買制御シス
テムの検証(SSC,HE)

• 実環境下での検証の
ためのシステム構想
案検討

APU PLAZA OITA(立命館ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟのﾏﾝｼｮﾝﾀｲﾌﾟ寮)
[熱利用施設]

テルマス北浜
[熱利用施設]
（温泉施設）

施設内配管

給湯利用

HP

源泉用
HEX

排湯用
HEX

熱源水ネットワーク

蓄熱槽

HEX
HEX

給湯利用

受水槽

P

[熱供給側]

P

HEX

太陽光・太陽熱
ハイブリッドパネル

テルマス北浜（温泉施設）
[源泉保有・熱供給施設]

HEX

源泉

制御盤



 

4-56 
 

測ユニッ

トの開発 
の実測に活用する。 開発し、5件以上の施設で

実測に活用する。 

する。 
また、データ収集と回

収等に多くの費用と時

間を要する。そこで、

温泉施設についてエネ

ルギー消費量等の傾向

を掴み、基礎データと

して整備するため。 

c)温泉施

設におけ

る温泉熱

賦存量、

熱需要量

の実測調

査 

5カ所以上の温泉施設で

の実測を開始する。 
5件以上の温泉事業者にお

いて温泉熱賦存量、熱需

要量の実測を行い検討デ

ータとして整理する。 

d)国内外

事例調査  
動向調査を実施し、事

例調査先を決定する。 
2件以上の事例を調査す

る。 
熱源水NWの国内事例が

殆どない。動向調査に

より情報アップデート

するため。 
(2)温泉・排湯用熱交換

器の低コスト化 
液膜形成部、筐体を含

む流下液膜式熱交換器

の製品仕様を検討す

る。 

流下液膜式熱交換器の製

品仕様の構想決定。低コ

スト化により筐体等含め

て20%以上の低価格化を

目指す。 

過年度プロジェクトで

開発した流下液膜式熱

交換器から、ケーシン

グ等も含め低コスト化

し熱源水NWのトータル

コスト低減に寄与する

ため。 
(3)分散熱源による熱源

水ネットワークシステ

ムの導入検討支援ツー

ルの開発  

熱源水ネットワーク市

システムの簡易な導入

検討ができるツールの

仕様検討、試作を行

う。 

実測調査結果の入力によ

り、検討に利用する基礎

データとして熱需要量、

熱賦存量等を整備、コス

トまで含めた簡易な導入

検討ができるツールの開

発見込みをつける。 

導入に際し、対象地域

での情報収集、実測調

査、FS検討が必要とな

り時間、費用が掛かる

ため導入のハードルと

なる。これらの構想企

画段階、設計段階で掛

かるコストを低減する

ため。 
(4)分散熱源による熱源

水ネットワークシステ

ムにおける低コストな

熱売買制御システムの

開発 

省エネのために最適な

売買を自動で行う制御

を行うための遠隔監視

および操作が可能な制

御システムの低コスト

化検討を行う。 

省エネのために最適な売

買を自動で行う制御を行

うための遠隔監視および

操作が可能な制御システ

ムの開発目途をつける。

従来技術の一品生産シス

テムに対し、20％以上の

低コスト化を行う。 

分散熱源による熱源水

NWの熱融通確認は過年

度プロジェクトにて確

認できたが、実運用で

は、熱売買を含んだ制

御システムが必要とな

る。現状では一品生産

システムとなり非常に

高価なためコスト低減

によりトータルコスト

低減に寄与するため。 

(5)実環境下における熱

売買制御システムの検

証  

なし。（2022年度以降

に実証試験を実施） 

実環境下でのシステム検

証のために、現地確認を

行いシステム構想案を検

討する。 
(6)分散熱源による熱源 熱売買も含めた熱源水 2条件以上の具体的事例に 分散熱源による熱源水
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水ネットワークシステ

ムの導入評価  
ネットワークの導入可

能性検討を行うための

モデル構築をする。 

ついて導入可能性を検討

し、有用性を示す。  

ネットワークシステム

の実用化、普及に向け

て先行検討事例、導入

事例が少ない。具体的

事例について導入可能

性、導入条件、事業ス

キームを検討し分散熱

源による熱源水ネット

ワークシステムの有効

性を示すため。 

(7)事業スキームの検討  関係団体へのヒアリン

グと事業スキームの検

討、整理を行う。 

熱源水ネットワークシス

テムの構成や、熱需給バ

ランス等を変化させ、事

業性が成り立つ条件を明

確化し、導入可能条件を

整理する。 

・事業スケジュール 

本事業の研究期間は、2020年11月30日より2022年7月15日までで、主な事業スケジュールの概要

を図4.2.2-4に示す。 

 

図 4.2.2-4 研究開発のスケジュール 
 
 
 

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

a)低コストな長期
温泉計測方法の確
立
b)遠隔操作可能な
通信機能を持つ計
測ユニットの開発
c)温泉施設におけ
る温泉熱賦存量、
熱需要量の実測調

d)国内外事例調査

(6)分散熱源による熱源水ネットワークシステムの
導入評価

(7)事業スキームの検討

2020年度

研究開発項目

(1)実温泉施設における温泉熱
賦存量、熱需要量の実測調査及
び、国内外事例調査

(2)温泉・排湯用熱交換器の低コスト化

(3)分散熱源による熱源水ネットワークシステムの
導入検討支援ツールの開発

2021年度 2022年度

(4)分散熱源による熱源水ネットワークシステムに
おける低コストな熱売買制御システムの開発

(5)実環境下における熱売買制御システムの検証

長期温泉計測が可能
な計測方法の把握

計測方法の見直し

実測調査

事例調査

詳細設計 流下性能試験

動向調査

遠隔通信機能を持つ計測ユニット
の設計・製造

地域、施設ごとの条件により、導入の
可能性を検討できるツールを開発

熱売買に係る検定付
き計測機器の選定

熱売買制御シス
テムの構想検討

設計

熱源水NWでの熱売
買の考え方の整理

導入評価、その他の再エネ熱
を含めた熱源水NWの検討など

スキームの検討
事業者ヒアリング

事業主体、事業
形態等の検討

熱交設計
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・成果の概要 

【成果概要】 

実温泉施設における温泉熱賦存量、熱需要量の実測調査、国内外事例の動向調査を実施した。ま

た、分散熱源による熱源水ネットワークシステムの導入検討支援ツールのベースシステム開発、低

コストな熱売買制御システムの開発を行った。本提案システムの熱売買までを含めた導入評価のた

めのモデルを構築し、シミュレーションによる評価を行った。 
【項目別成果】 

①実温泉施設における温泉熱賦存量、熱需要量の実測調査及び、国内外事例調査 
実測対象施設の現場調査、計測ユニットの試作を行い、計測ユニットモジュールの検証のた

め、宮城県内の宿泊施設 2 施設、新潟県内の日帰り温浴施設、大分県内の温浴施設、共同住

宅、長野県の温泉集中配湯施設、北海道の宿泊施設 2 施設の計 8 施設に設置し、計測を行っ

た。また海外の類似事例についてデスクトップ調査により動向調査を実施した。 
②温泉・排湯用熱交換器の低コスト化 

伝熱パネルの最適なピッチを流体シミュレーションにより同定し、液膜形成部の設計を行っ

た。また、液膜形成部の試作、流下試験を実施し、試験結果をもとに製作協力メーカーと筐体

を含めた製品としての製品仕様検討、設計を行った。 
③分散熱源による熱源水ネットワークシステムの導入検討支援ツールの開発  

分散熱源による熱源水ネットワークシステムの導入検討ツールのベースシステムを製造し、

導入検討ツール開発完了までの見込みを立てた。 
④分散熱源による熱源水ネットワークシステムにおける低コストな熱売買制御システムの開発 

計量法関係と検定付センサーの調査を実施。制御システムモデルを作成し、制御対象の洗出

し、制御ポイントの設定のうえ低コスト化検討を行った。制御入出力ポイント表の整理を行

い、各制御盤の回路図と外形図を設計し制御盤外形寸法を確認した。 
また、PLC を用いた制御システムに対し、シングルボードコンピュータを用いた制御システ

ムとした場合のコスト比較を行い約 21%以上の価格低減となる結果を得た。 
⑤分散熱源による熱源水ネットワークシステムの導入評価 

過年度プロジェクトでのシミュレーションにおける実規模モデルをベースに熱売買も含めた

評価のモデルを構築し、シミュレーションによる評価を行い、開発目標 20%削減の目処がたっ

た。 
⑥事業スキームの検討 

事業スキームとして 2 案の検討を実施し、事業化に向けた方向性を確認した。 
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表4.2.2-2 特許、論文、外部発表等 
  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読

付き 
その他 学会発

表・講

演 

新聞・雑誌

等への掲載 
その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 0 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 0 件 

 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)     

 
表 4.2.2-3 成果の最終目標と達成度 

研究開発項目 最終目標 成果 達成

状況 
目標達

成のた

めに解

決すべ

き課題 
(1) 実 温 泉

施設におけ

る温泉熱賦

存量、熱需

要量の実測

調査及び、

国内外事例

調査 

a)低コストな長

期温泉計測方法

の確立 

5 カ所以上の温泉施設での実

測により、低コストかつ安

定して温泉流量等の長期計

測方法を確立する。 

8 施設（新潟県日帰温浴

施設、大分県温浴施設と

共同住宅施設、宮城県宿

泊施設 2 件、長野県温泉

施設、北海道宿泊施設 2
件）に計測ユニットを設

置して実測を行った。 

○ ― 

b)遠隔操作可能

な通信機能を持

つ計測ユニット

の開発 

幅広い計測機器に対応した

遠隔操作可能な通信機能を

持つ計測ユニットを開発

し、5 件以上の施設で実測に

活用する。 

○ ― 

c)温泉施設にお

ける温泉熱賦存

量、熱需要量の

実測調査 

5 件以上の温泉事業者におい

て温泉熱賦存量、熱需要量

の実測を行い検討データと

して整理する。 

○ ― 

d)国内外事例調

査 
2 件以上の事例を調査する。 海外の類似事例等につい

て机上調査を行った。 
○ ― 

(2)温泉・排湯用熱交換器の低

コスト化 
製品仕様の構想決定。 
低コスト化により筐体等含

めて 20%以上の低価格化を

目指す。 

流下部の試作、試験結果

をもとに、製作協力メー

カーと製品としての設計

を行い、低価格化の見込

みを得た。 

○ ― 

(3)分散熱源による熱源水ネッ 実測調査結果の入力によ 分散熱源による熱源水ネ ○ ― 
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研究開発項目 最終目標 成果 達成

状況 
目標達

成のた

めに解

決すべ

き課題 
トワークシステムの導入検討

支援ツールの開発 
り、検討に利用する基礎デ

ータとして熱需要量、熱賦

存量等を整備、コストまで

含めた簡易な導入検討がで

きるツールの開発見込みを

つける。 

ットワークシステムの導

入検討ツールのベースシ

ステムを製造し、導入検

討ツール開発完了までの

見込みを立てた。 

(4)分散熱源による熱源水ネッ

トワークシステムにおける低

コストな熱売買制御システム

の開発 

省エネのために最適な売買

を自動で行う制御を行うた

めの遠隔監視および操作が

可能な安価なシステムの開

発目途をつける。 
従来技術の一品生産システ

ムに対し、20%以上の低コス

ト化を行う。 

制御システムモデルを検

討し制御対象範囲と制御

入出力ポイント表の整理

を行った。ポイント表か

ら各制御盤の回路図と外

形図を設計し制御盤外形

寸法を確認した。 
PLC を用いた制御システ

ムに対し、シングルボー

ドコンピュータを用いた

制御システムとした場合

のコスト比較を行い約

21%以上の価格低減とな

る結果を得た。 

○ ― 

(5)実環境下における熱売買制

御システムの検証 
実環境下でのシステム検証

のために、現地確認を行い

システム構想案を検討す

る。 

実環境下でのシステム検

証のために、候補地の現

地確認を行い、システム

構想案を検討した。 

○ ― 

(6)分散熱源による熱源水ネッ

トワークシステムの導入評価 
2 条件以上の具体的事例につ

いて導入可能性を検討し、

有用性を示す。  

シミュレーションによる

評価を実施し、開発目標

20%削減の目処がつい

た。 

○ ― 

(7)事業スキームの検討 熱源水ネットワークシステ

ムの構成や、熱需給バラン

ス等を変化させ、事業性が

成り立つ条件を明確化し、

導入可能条件を整理する。 

事業スキームとして 2 案

の検討を実施し、事業化

に向けた方向性を確認し

た。 

○ ― 

※達成状況 [◎：大いに上回って達成、○：達成、△：一部未達、×：未達] 
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・事業化の見通し 

本研究により開発した分散熱源による熱源水ネットワークシステムの「導入検討ツール」を活用

したコンサルサービスとしての事業化が見込まれる。また、熱売買制御システムが構築されれば、

将来的にエネルギーサービス事業において、導入先の熱融通仲介サービス提供（運営事業者）の事

業化も考えられる。 
 
・開発項目毎の事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

①分散熱源による熱源水ネットワークシステムの導入検討支援ツールの開発 
（事業者：株式会社総合設備コンサルタント） 

・再エネ熱導入の構想段階で必要となる導入検討・判断の容易化を図るソフト的支援ツール。 
・顧客に低コストかつ検討時間を短縮したコンサルサービスの提供が可能となる。 

②分散熱源による熱源水ネットワークシステムの「熱売買制御システム」 
（事業者：広沢電機工業株式会社） 

・単なる熱融通だけでなく、ユーザー間での熱融通による熱売買の制御を組み込んだ制御シス 
テム。 

・上記コンサルサービスから設計へつながると、設計段階でスペックインが行われ、ユーザー 
間での熱融通による熱売買の制御を組み込んだ制御システムとして実導入にいたる。 

・本制御システムの製作販売、維持メンテナンスサービスを実施。 
 
・事業化に向けた課題と今後の方針 

・研究開発終了後、営業活動により分散熱源による熱源水ネットワークシステムの FS 検討業務を

受注し開発成果である導入検討ツールを活用して、現状より低コストでサービス提供を行う。

FS 後は、設計、実導入につなげる。 
・総合設備コンサルタントは FS 業務を含むコンサル、システム設計にて収益をあげる。 
・研究開発終了後、継続して制御システムの導入市場を調査するとともに、プロモーションを開

始する。 
・実証試験で得た知見をもとに事業化に向けた製品設計を行い、システム設計、実導入案件に対

して製品の供給を行う。 
・設計段階、導入段階で出た課題に対し、システム見直しと改良も実施。 

 
・本技術開発を通して想定される波及効果 

【環境効果】 
・当該研究開発により分散熱源による熱源水ネットワークシステムの実用化・事業化が実現した際

に CO2削減効果が期待される。 
・温泉の共有利用による温泉資源の保護なども期待できる。 

 
【技術効果】 
・温泉地以外でも他の再生可能エネルギー、未利用エネルギー熱源のネットワーク構築も可能であ 
る。 
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・分散熱源システムによるエネルギーの効率的な活用と、熱需要家のエネルギー供給への参画によ

ってエネルギー需給構造の柔軟化が期待される。 
・温泉に限らず他熱源への適用が可能な技術であるため、分散熱源による熱源水ネットワークシス

テムにおける熱売買の考え方が整理されれば、日本版熱版 FIT のベースに資する情報にもなり、

太陽熱や地中熱等様々な熱源における再エネ熱・新エネ熱の売買・利用促進自体に貢献できると

考える。 
 

【経済効果】 
・化石燃料の利用料削減による光熱費が低減される。 
・温泉熱利用の PR（温泉熱利用を活かした現地見学ツアーや視察等）による集客数増加および知

名度向上を図れる。 
 

【社会効果】 
・エネルギーの地産地消による地域のエネルギー関連産業の発展を通じた地域活性化が図れる。 
・温泉熱利用で得られた収益の活用による地域活性化が図れる。 
・再生可能熱エネルギー利用の有効活用による再エネ・資源等環境教育への活用ができる。 

 
【その他】 
・分散熱源による熱源水ネットワークシステムについて、某娯楽施設でのエネルギーシステムに対

する導入提案を行ったところ、好感触を得ており、具体化に向けた検討が進む可能性がある。 
・複数の温泉施設を有するホテル旅館業事業者にもシステム構想の提案をしたところ興味を持たれ、

当該事業者の施設を対象に熱源水ネットワークシステムの検討提案を行う予定である。 
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4.3 高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発 

4.3.1 見かけ熱伝導率の推定手法と簡易熱応答試験法および統合型設計ツールの開発・規格化 

・背景と目的 

これまで再生可能エネルギー熱（地中熱、太陽熱等）が十分に利用されてこなかった要因とし

て、設備導入コストが高いこと、認知度が低いこと、熱エネルギーの供給を担う人材が十分育って

いないこと等があり、2019年度より再生可能エネルギー熱利用システムのトータルコスト低減に資

する研究開発の推進、及び普及拡大に取り組んでいる。特に、地中熱利用システムの設計フェーズ

においては、適正な導入・運用コストのための最適設計や多様性を考慮した精緻な設計ツールの開

発等に課題がある。そこで、本事業では、地中熱利用システムの導入拡大に資するシステム設計の

最適化に必要な見かけ熱伝導率の推定・評価技術、簡易熱応答試験（Thermal Response Test：
TRT）技術、設計ツールを共通基盤技術として開発し規格化を目指す。 

 
・研究開発の概要 

地中熱システム設計の低コスト化に寄与する、見かけ熱伝導率の精度0.5 W/(m･K)以下での推定・

評価技術、既設井戸、垂直型地中熱交換器に適用可能な簡易熱応答試験法およびクローズド・オー

プンループシステム双方に対応可能な世界初の統合型設計ツールの開発、規格化を目指す。 
①見かけ熱伝導率の推定手法の開発・規格化 

1)地質構造解析と地下水流動解析を用いる水文地質学的推定手法の開発 
水文地質学の専門知見に基づいた地質構造解析と広域地下水流動解析を行い地質情報から見か

け熱伝導率を高精度に推定する手法を開発する。 
2)地質情報に基づく統計学的推定手法の開発 
見かけ熱伝導率を地質情報に基づき統計学的に推定する手法を開発する。 

3)地下水情報の簡易評価技術の開発 
簡便に地下水面等高線やダルシー流速等を推定する手法として地形情報を用いたAI解析に基づ

く評価技術を確立する。 
4)開発した手法の検証・評価 
上記1)、2)にて開発した手法の検証を目的に複数のモデル地域でオールコアサンプリングおよび

TRTを実施する。 
5)見かけ熱伝導率の推定手法の規格化 
上記1)、2)にて開発した手法について規格化を踏まえた技術書を作成する。 
 

②簡易熱応答試験法(TRT)の開発・規格化（担当：国立大学法人秋田大学・国立大学法人北海道大

学） 
地中熱利用ヒートポンプシステムの設計における一般的なTRTは、従来の方法の場合、地中熱

交換井として仕上げられた井戸でしか実施できず、高額であることが課題となっていることか

ら、コストを縮減するための簡易TRTを開発し、数値解析および実証試験を通じた検証を踏ま

え、基盤技術として確立することを目指す。 
1)大口径水井戸に適用可能なTRT装置の開発 
あらゆる口径の既存井戸で計測可能な簡易TRT装置の開発を行う。装置は、ケーブルヒーター
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と光ファイバー温度計を組み合わせたものを、電磁石でケーシング内壁に密着させる構造とす

る。従来型TRTによるデータと比較して装置の優位性を検証した後、大口径井戸への適用性を

確認する。 
2)垂直ボアホール型地中熱交換器（Borehole Heat Exchanger：BHE）に対応可能な簡易TRTの
開発 

a.軽量・コンパクト・小作業による低コストで大深度BHEまで対応可能な簡易TRT技術の開発深 
度数百メートルまで対応可能な発熱ワイヤーと光ファイバー温度計を組み合わせた試験装置を

開発し、これを用いたTRT装置を作製する。従来のTRTと比較することで本装置の有効性を検

証し、大深度でも有効であることを確認する。 
b.周期加熱法による迅速TRT技術の開発  
従来のTRTよりも短時間で周囲地盤の熱物性を推定可能な周期加熱法による迅速TRT技術を開

発し、装置を設計・製作する。従来のTRTによる推定物性値と比較することで本装置の有効性

を検証し、大深度でも有効であることを確認する。 
3)簡易熱応答試験の規格化 
上記1)、2)の試験方法について規格化を踏まえた技術書を作成する。 

 
③統合型設計ツールの開発（担当：国立大学法人北海道大学・国立研究開発法人産業技術総合研究

所） 
現在主流となっているクローズドループシステムの設計ツールに①で開発した地盤物性データ

ベースを加え、多種の地中熱交換器に対応可能とし、さらには建物・空調設備との連成を図る

等、より精緻化すると共に、オープンループシステムの設計機能を加えた統合型設計ツールを開

発する。 
1)設計に必要な地盤・帯水層データベースの規格化 
クローズドループシステムおよびオープンループシステムの設計に必要な地盤・帯水層情報等

を規格化する。 
2)オープンループシステムの実証実験に基づく最適な地中熱利用形態の判定技術開発 
地下水流動シミュレーションと実証実験を踏まえて、水理水頭に着目したオープンループシス

テム導入判断のための判定技術を開発する。なお、本判定技術により試行的に作成・整備した

適地マップ情報は、別途作成する地盤・帯水層データベースに統合する。 
3)地下水流れおよび多種の地中熱交換器に対応した設計ツールの開発 
従来の設計ツールに対して地盤モデル、地中熱交換器モデルの拡充を行う。具体的には、地層

ごとの地下水流速を考慮した地中温度計算機能および現存する多種の地中熱交換器に対応する

設計ツールを開発する。 
4)建物・空調設備との連成シミュレーションの作成 
建物内の温度、空調機、他の熱源システムと併用を含めた、建物・空調設備・ヒートポンプ・

熱交換器の連成シミュレーションの作成を行う。 
5)設計ツールと他のツール、プログラムとの連携方法の確立 
開発した設計ツールの計算手法や計算結果を他のツール（Webプログラム、LCEM等）に反映

できる連携方法を確立する。 
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6)オープンループシステムの設計ツールの開発 
オープンループの導入を阻害している課題（システム性能評価手法が未確立であること等）を

解決可能な設備・設計技術者のためのオープンループシステム数値計算ツールを開発する。 
7)計算精度検証のためのGSHPシステム運転データの収集と分析 
既存の地中熱利用システムに後付け可能なデータ収集・転送装置を作製し、運転データを取

得、分析することで開発した設計ツールの精度検証を行う。 
8)統合型設計ツールの開発 
上記1)～7)を踏まえ統合型設計ツールを開発する。 

 
④共通基盤ワーキングへの参加（担当：国立大学法人北海道大学・国立大学秋田大学・国立研究開

発法人産業技術総合研究） 
 
 
 

表4.3.1-1 研究開発目標と根拠 

研究開発項目 中間目標(2021 年度末) 最終目標(2023 年度末) 目標レベル設定の根拠 
①見かけ熱伝導率

の推定手法の開

発・規格化 

・水文地質学的および統

計学的な見かけ熱伝導率

推定手法のスキーム確

立、数値 TRT 等による推

定手法の検証 
・地下水情報の簡易推定

手法を確立、モデル地域

以外の地域への適用性確

認 
・TRT 実施（3 地点） 
・オールコアサンプリン

グ実施（2 地点） 

・水文地質学的および統計

学的な見かけ熱伝導率推定

手法の開発 
・全国見かけ熱伝導率デー

タベース（テスト版）の構

築 
・見かけ熱伝導率の水文地

質学的推定手法の技術移転

（マニュアル化含む） 

・共通基盤技術開発の一環

として、地中熱利用システ

ムの最適設計ならびに低コ

スト化に資する見かけ熱伝

導率の推定技術を開発 
・開発技術の普及・展開を

推進するにはデータベース

作成や技術移転が有効 

②簡易熱応答試験

法(TRT)の開発・

規格化 

・大口径水井戸に適用可

能な簡易試験装置を製作

し、現地試験と数値シミ

ュレーションにより精度

を確認 
・発熱ワイヤー付き光フ

ァイバー温度計、周期加

熱法のための試験装置を

製作し、全国 4 箇所の大

深度（深度 300m）地中

熱交換機と数値シミュレ

・井戸口径や水文環境の異

なる複数の箇所における試

験、数値シミュレーション

を踏まえ、従来法と同程度

の推定精度を得る試験法を

開発 
・全国 5 箇所の大深度地中

熱交換器を用いた実証試験

と、数値シミュレーション

により試験法を確立し、工

数の分析からコスト削減効

・実用化には、従来法と同

程度の推定精度を確保しな

がら TRT にかかるコスト

や時間を削減すべく、地質

構造等が異なる複数現場に

て試験データを取得すると

ともに、数値シミュレーシ

ョンと併せて、試験法を検

証 
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ーションにより精度を確

認 
果を評価 

③統合型設計ツー

ルの開発 
・統合型設計ツールに必

要な地盤情報の規格化 
・地下水流れおよび多種

地中熱交換器への対応 
・建物・空調設備との連

成シミュレーションの基

本アルゴリズムの開発 
・オープンループシステ

ムの計算手法および数値

シミュレータの開発 
・ツールの検証に必要な

システム運転データの収

集と分析（8 地点） 
・統合型設計ツールの基

本レイアウト・デザイン

を決定 

・統合型設計ツールに必要

な地盤情報をデータベース

規格化し、全国を対象とす

るリファレンスを作成 
・複層地盤・地下水流れ・

多種地中熱交換器の計算ア

ルゴリズムの完成 
・建物・空調設備との連成

シミュレーション計算のア

ルゴリズムの開発 
・LCEM 等他のツール、

プログラムとの連携方法の

確立 
・統合型設計ツールに実装

するオープンループシステ

ムの設計性能予測手法の開

発 
・システム運転データの収

集と分析に基づくツールの

有効性の検証 
・クローズド・オープンル

ープ方式双方に対応する設

計ツールを実用化レベルで

完成 

・クローズドループ方式の

更なる普及のため、わが国

の複雑な地盤条件に対応す

べく、複層地盤・地下水流

れ・多種地中熱交換器への

計算機能、建物・空調設備

との連成シミュレーショ

ン、他ツール、プログラム

との連携などの、設計手法

の高度化が必要 
・オープンループ方式は、

これまで設計手法が確立し

ておらず、設計に必要な地

盤情報の規格化、サイクル

シミュレーションおよび蓄

熱（ATES）計算のシミュ

レータの開発が必要 
・上記を統合し、クローズ

ド・オープンループ方式双

方を同時的に扱える設計ツ

ールが必要 
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・事業スケジュール 

本事業の研究期間は、2020年6月23日より2024年3月31日までで、主な事業スケジュールの概要を

図4.3.1-1に示す。 
 

 

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

1)地質構造解析と 地下水流
動解析を用いる水文地質学
的推定手法の開発

2)地質情報に基づく統計学
的推定手法の開発

3)地下水情報の簡易評価技
術の開発

4)開発した手法の検証・評価

5)見かけ熱伝導率の推定手
法の規格化

1)大口径水井戸に適用可能
なTRT装置の開発

2)垂直ボアホール型地中熱
交 換 器 （ Borehole Heat
Exchanger ： BHE ） に対応可
能な簡易TRTの開発

a.軽量・コンパクト・小作業に
よる 低コ ストで大深度BHEま
で対応可能な簡易TRT技術
の開発

 b.周期加熱法による迅速TRT
技術の開発

 3)簡易熱応答試験の規格化

事業項目
2022年度2020年度 2021年度 2023年度

機器仕様

検討
機器

製作

試験

結果の分析・試験方法の

再検討

機器

改良
試験

結果の

分析

試験法の

規格化

大深度BHE工事（b.と共通）

機器仕様

検討 機器

製作

コアサンプリング（b.と共通）

大深度BHE工事（b.と共通）

分析・試験法の再検討

試験

試験

結果の分析

推定手法の規格化

開発した手法の検証・評価

TRT TRTTRTサンプリング

推定式作成

地質構造解析

データ

収集
数値TRT

推定式の決定 評価とりまとめ

地下水流動解析

取りまとめ

AI技術

開発
検証

全国展開のための改良

ソフトウェア開発

装置設

計・検討
装置製作

試験・

評価

モデル構築と解析方法の検討

装置改良
試験・

評価

装置改良 試験・

評価
取りま

とめ

推定結果の検証

推定式の適用
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図4.3.1-1 研究開発のスケジュール 
 

・成果の概要 

【成果概要】 

①見かけ熱伝導率の推定手法の開発・規格化 
水文地質学的・統計学的見かけ熱伝導率の推定手法に関する要素技術として、地質構造解析用

地質試料採取（京都市、オールコアサンプリング深度 100m）、数値 TRT（CFD による数値 TRT
を 200 ケース以上）、地盤物性データベースの再構築（新規ボアホールデータ入手、バリオグラム

等再検討）、地形 AI 解析（10 地域で地下水等高線の簡易予測実施）等を実施した。2021 年度中

に唐津地域の地質試料採取、数値 TRT の検証、地形 AI 解析の高度化等を実施した。 
モデル地域（京都盆地、唐津地域、沖縄本島）における水文地質構造解析および広域地下水流

動解析、全国地盤物性データベースの拡充と推定手法の改良（ベイズ手法適用）、および地形 AI
解析に基づく地下水面等高線全国モデルの作成を実施した。これらにより、見かけ熱伝導率推計

式の入力パラメータとなる有効熱伝導率と地下水流速のデータを整備した。4 つの手法（MLS、
CFD、MFLS、FEFLOW）により数値 TRT を実施し、数値 TRT 結果に基づき有効熱伝導率と地

1)設計に必要な地盤・帯水層
データベースの規格化

2)オープンループシステムの
実証実験に基づく最適な地
中熱利用形態の判定技術開
発

3)地下水流れおよび多種の
地中熱交換器に対応した設
計ツールの開発

4)建物・空調設備との連成シ
ミュレーションの作成

5)設計ツールと他のツール、
プログラムとの連携方法の確
立

6)オープンループシステムの
設計ツールの開発

7) 計 算 精 度 検 証 の た め の
GSHPシステム運転データの
収集と分析

 8)統合型設計ツールの開発

計算フォーマット，

全体構成

理論計算アルゴリ

ズム開発

数値計算エンジン

開発

計算検証

改良

統合型ツールへ

の組み込み

統合型ツール

の開発

設計，

試作 製作
設置

計測

製作
設置

計測

製作
設置

計測

建物プログラム

作成 建物シミュレーション

作成 連成シミュレーション

作成

LCEMとの連携
LCEMでの公開方法確立

Webプロ任意評定方法

任意評定方法申請

地下水流れ対応

地中熱交換器対応

検証

井戸施工

還元実験

水理水頭の影響評価

判定技術の開発

地中熱利用実態調査

規格化の検討
（札幌ほか） （東京ほか）

データベースの

規格化
地中熱利用実態調（再）

規格化の

再検討
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下水流速を変数とする見かけ熱伝導率の推計式を構築した。推計式は全ての数値 TRT 手法におい

て良好な推計精度が得られた。また、モデル地域で取得した熱応答試験の見かけ熱伝導率実測値

と推計式(MLS)で算出した見かけ熱伝導率は、多くの地点で誤差 0.5W/(m･K)以内に収まることを

確認した。 
以上の結果に基づき、見かけ熱伝導率の推定マニュアルを作成した。なお、本マニュアルで作

成する推計式は流速の大きな地域では推定精度の不確実性が高くなることに留意されたい。 
 

②簡易熱応答試験法の開発・規格化 
製作した簡易 TRT 装置を用いて秋田市および佐賀市において現場試験を行った。また，現場試

験結果をもとに数値モデルを作成し，大口径井戸への適用性について検討を行った。 
発熱ワイヤー付き光ファイバー温度計および、周期加熱法のための試験装置（20kW）を製作し

た。また、全国 6 箇所（北海道札幌市、山梨県甲斐市、広島県三次市、北海道ニセコ町、東京都江

東区、滋賀県大津市）に、試験検証を目的とした深度 300m の大深度地中熱交換器を設置した。そ

れぞれに通常熱応答試験 NTRT（Normal Thermal Response Test）と周期法熱応答試験 OTRT
（Oscillatory Thermal Response Test）を行った。併せて、CFD ソフトを用いた数値シミュレー

ションにより試験法の検討を行った。 
 

③統合型設計ツールの開発 
熱負荷連成や多種熱交換器、複雑な地盤条件対応、理論計算によるオープンループ方式設計性

能手法について、それぞれ開発を行った。オープンループのユーザーインターフェースも構築し

た。統合型設計ツールのユーザーインターフェースを完成し、入力した建物条件・地点・期間に

よって自動的に負荷計算・必要な空調機の計算ができる。更に熱源計算条件を入力し、数十秒の

時間で GSHP の年間計算ができる。結果の図はすぐ見えるし、CSV のデータもダウンロードでき

る。マニュアルも作成した。 
現場注水試験とマップ情報の整理に基づき複数の判定指標案を検証した結果、「地下水流動経路 

（流線）」がマップ情報（上向きの地下水流速が確認される地域）と概ね符合することを確認でき 
た。 

【項目別成果】 
①見かけ熱伝導率の推定手法の開発・規格化 

1)モデル地域（京都盆地、唐津地域、沖縄本島）において熱応答試験とオールコア採取を完了し

た。地質構造解析の基準試料として京都大学宇治キャンパスでオールコアサンプリング（深度

100m）実施した。 
・見かけ熱伝導率推定手法の検証に用いるため、京都盆地コア試料の有効熱伝導率・体積熱容量

を測定した。 
・熱応答試験結果は見かけ熱伝導率推定手法の検証に用いた。 
・オールコア試料は水文地質構造解析の標準試料として使用するとともに、見かけ熱伝導率推定

手法の検証に用いるため、有効熱伝導率や体積熱容量を測定した。 
2)モデル地域（京都盆地、佐賀地域、沖縄本島）の地質調査情報、ボーリングデータ等を収集・整

理した。 
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・収集したデータに基づき水文地質構造解析および広域地下水流動解析を実施した。 
・モデル地域における有効熱伝導率データおよび地下水流速データを整備した。 
3)国土交通省の地下水資料台帳、土木研究所「Kunijiban」、ほくりく地盤データベースなどから 
新規井戸データ、ボアホールデータを入手し、バリオグラムなど条件を再検討し、地盤物性デ

ータベースを再構築した。 
・地質推定手法としてベイズ手法を適用し、統計学的な地質情報の推定精度を向上した。 
・有効熱伝導率データ等を整備した。 
4)地下水情報の簡易評価技術開発として、地下水面等高線推定 AI モデル（全国モデル）を作成し 
た。 

・モデル地域の広域地下水流動解析結果と用いてモデルの精度を検証した結果、地下水面標高は

大局的な分布傾向を再現できていることを確認した。 
・全国モデルを適用して日本全国の地下水環境の概略推計を実施し、地下水面等高線と動水勾配

のデータを全国地下水情報 DB として整備した。 
5) MLS・CFD・MFLS・FEFLOW の手法による数値 TRT を実施し、有効熱伝導率、地下水流速

に対する見かけ熱伝導率の関係を応答局面としてモデル化した。 
・各手法に基づき構築した見かけ熱伝導率推計式は概ね良好な推計精度が得られた。 
・推計式の検証のため、モデル地域の熱応答試験で推定した見かけ熱伝導率と推計式から算出し

た見かけ熱伝導率を比較したところ、多くの地点で誤差 0.5W/(m･K)以内に収まることを確認し

た。 
・モデル地域において、推計式を用いて見かけ熱伝導率マップを作成した（図 4.3.1-2)。 

 
①簡易熱応答試験法の開発・規格化 

1)ケーブルヒーター，光ファイバー温度計，円筒型電磁石で構成した簡易 TRT 装置を製作し，秋

田市および佐賀市においてフィールド試験を行った。佐賀サイトでは，1m 間隔で設置した

GHE と水井戸（内径 204.7mm）でそれぞれ TRT を行って比較した結果，水井戸で加熱期間を

図 4.3.1-2 モデル地域の見かけ熱伝導率マップ（左：唐津地域、右：沖縄本島(名護平野)） 
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48 時間以上としたときの温度回復期間データを用いて解析した熱伝導率プロファイルが，GHE
で得られた基準プロファイルと概ね同様のトレンドを示し，また両者の RMS が約 0.35W/m/K
に収束した。 

2)フィールド試験を再現する数値モデルを構築し，簡易 TRT 装置の大口径井戸への適用性を検討

した結果，500mm までの水井戸において，加熱期間を一定期間以上延長することで，推定され

る熱伝導プロファイルが基準プロファイルと概ね一致する結果となった。また，各シミュレー

ション結果と基準プロファイルとの RMS が約 0.2W/m/K に収束するために必要な加熱期間は，

500mm の水井戸で 10 日程度となり，また必要加熱期間は水井戸の内径と正の相関を示した。 
このことより，製作した簡易 TRT 装置は，水井戸径に応じた適切な加熱期間を設けること

で，大口径水井戸に適用可能であると推測される。 
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図 4.3.1-3 大口径水井戸に対応する熱応答試験装置 

地中温度[℃]

深
度
[m
]

図 4.3.1-4 大深度地中熱交換器施工風景（三次市）・設置した大深度地中熱交換器（札幌市）によ

り測定した自然地中温度分布 

拡大（溶着） 

図 4.3.1-5 周期加熱法による熱応答試験・発熱ワイヤー付光ファイバー温度計 
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3) 発熱ワイヤー付き光ファイバー温度計は、融雪用ヒーターケーブル（延長 233m，抵抗 9.6Ω）に、

光ファイバーセンサー（延長 300m）を融着チューブで一体化し、U チューブに挿入できるよう

Φ20mm の仕上げにて作成した。 
4) 全国 6 箇所（北海道札幌市、山梨県甲斐市、広島県三次市、北海道ニセコ町、東京都江東区、滋賀

県大津市）に、試験法検証のための深度 300m の大深度地中熱交換器を設置した。 
5) 周期加熱法のための試験装置（20kW と 4kW）を製作した。4)の 6 箇所で NTRT と OTRT を行っ

た。NTRT により得られた有効熱伝導率 λeffに対する振幅比は図 4.3.1-6 を示す。また、CFD ソフ

トを用いた数値シミュレーションを実施し、24 時間以内にて有効熱伝導率を効果的に分析する加熱

方法（周期）について分析検討を行った。CFD ソフトの予測結果に基づいて機械学習を行い、有効

熱伝導率の近似式が得られました。近似式で計算した有効熱伝導率(Mod)と CFD ソフトの予測結果

(EXP)の比較は図 4.3.1-7 を示す。この近似式は CFD ソフトの予測結果をよく再現したとわかる。 
6) 製作した簡易型 TRT 装置を用いて秋田大学構内の水井戸にて試験を行い、従来型 TRT の値と比較

することで装置の妥当性を検証した。 
 

① 統合型設計ツールの開発 
1) 地盤情報の規格化として、特にオープンループ方式の設計に必要な設計情報のフォーマットを作成

した。 
2) クローズドループ方式は、従来の Ground Club に地下水流れ計算に対応させるとともに、多種地中

熱交換器として、トルネード工法、スパイラル地中熱交換器の計算ロジックを追加した。   
3) 建物・空調設備との連成シミュレーションの基本アルゴリズムを工学院大学、静岡理工大学と連携

して作成した。 
4) オープンループ方式の設計予測手法として、ヒートポンプ運転のサイクル計算を行う基本計算法を

開発した。併せて、井戸の本数、深度や、揚水ポンプの最適化を行うツールの開発を行った。 

図 4.3.1-6 NTRT により得られる有効熱伝導率

λeffに対する振幅比 
図 4.3.1-7 CFD ソフトの予測結果と有効熱伝導

率の近似式結果の比較 
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5) 統合型設計ツールの基本デザイン、GUI を作成した。計算は、Fortran をクラウド上で実行するこ

とで、20 人以上の同時接続でもストレスなく、計算可能なウェブ環境を整備した。図Ⅲ(3.1)-7 に

示すように、初期画面で WEBPRO 入力シートをドロップし、次の全般設定画面で建物条件・地

点・期間を指定する。負荷計算設定画面で負荷条件を確認したら、必要な空調機が計算できる。熱

源条件を設定して数十秒の計算後 GSHP の年間性能・電気消費・採熱量の図がすぐ見える。CSV
のデータもダウンロードできる。マニュアルも作成した。 

6) 日本地下水学会、全国さく井協会との共同実施、再委託を通じて、有識者，実務者らの知見に基づ

き、設計ツールに必要なデータベースの充実を図る。 
・蓄熱を考慮したオープンループ方式の設計性能予測が可能な簡易シミュレータを製作する。概算シ

ステムのユーザーインターフェースも構築した（図 4.3.1-9）。 
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図 4.3.1-8 統合型設計ツールインターフェース 
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表 4.3.1-2 特許、論文、外部発表等 
  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT

※出

願 

査読

付き 
その

他 
学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 3 件 0 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 11 件 1 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 7 件 0 件 0 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 3 件 1 件 9 件 0 件 1 件 

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)                                   2024年3月31日現在。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.1-9 オープンループインターフェースと予測手順 

UI を用いた概算予測検討の手順 
①地図画面より解析対象地域を選定 
②ボーリング情報を入力(自動/手動) 
③対象地域の地下水流れの傾向を入力 
④井戸の配置を選定(マウスクリック) 

⑤井戸条件(運用パターン)を入力 
⑥解析を実施 
⑦結果を確認(採水温度、採熱量) 
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表 4.3.1-3 成果の最終目標と達成度 
研究開発項目

  
最終目標  成果 達成状

況 
①見かけ熱伝

導率の推定手

法の開発・規

格化 

・水文地質学的および統計

学的な見かけ熱伝導率推定

手法の開発・規格化 

・水文地質学的および統計学的な見かけ熱伝導

率推定手法を開発し、推定誤差 0.5W/(m･K)以
内を確認 
・見かけ熱伝導率の推定マニュアルを作成 

○ 

②簡易熱応答

試験法の開

発・規格化 

1)大口径水井戸に適用可能

な TRT 装置の開発 
井戸口径や水文環境の異な

る複数の箇所における試験

の実施，数値シミュレーシ

ョンによる解析手法の検討

をおこない，従来の U 字管

型 GHE および光ファイバ

ー温度計を用いた TRT と同

程度の垂直方向土壌熱伝導

率プロファイルの推定精度

を向上させる。 
2) 大深度 BHE における簡

易熱応答試験法および解析

方法の規格化 

1)大口径水井戸に適用可能な TRT 装置の開発 
佐賀市で行ったフィールド試験では，加熱期間

を 48 時間以上としたときの温度回復期間データ

を用いた熱伝導率プロファイルが，隣接する

GHE のものと概ね同様のトレンドを示し，また

両者の RMS が約 0.35 に収束した。フィールド

試験を再現した数値シミュレーションにおいて

は，500mm までの水井戸において，加熱期間

を延長することで推定された熱伝導プロファイ

ルと基準プロファイルが概ね一致する結果とな

ったことから，水井戸径に応じた加熱期間を設

けることで，大口径水井戸に適用可能であると

推測される。 
2)全国六箇所で大深度 BHE の設置と実験を行っ

た。NTRT で得られた有効熱伝導率と OTRT の

振動幅の関係を表す近似式は機械学習で得られ

た。 

○ 

※達成状況 [◎：大いに上回って達成、○：達成、△：一部未達、×：未達] 
 
・実用化の見通し  

本研究開発にて、見かけ熱伝導率の推定手法を開発、規格化することにより、わが国の各地に豊富

に賦存する地下水流れによる移流効果を反映した設計を行うことができるようになり、低コスト化に

寄与することが期待される。また簡易熱応答試験(TRT)法を開発することで、新たに地中熱交換器を

設置しない、あるいは、従来より短時間かつ少人数での試験が可能になることで低コストが期待でき

るほか、TRT技術は、地中熱利用システムの分野のみならず、土木建築などの構造物の耐久性評価に

も応用できる可能性がある。更に、統合型設計ツールは、オープンループシステムの設計も含めた統

合型ツールは世界的に見ても未だなく、本研究開発によって、クローズド、オープンループ方式の最

適な選定が可能となり、検証用の簡易計測ユニットの開発も併せて、地中熱システムの市場拡大が期

待される。 
 

・開発項目毎の実用化に向けての見通し及び取り組みについて  

①見かけ熱伝導率の推定手法 
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全国見かけ熱伝導率データベース（テスト版）は、地中熱利用システムの普及促進や認知度向上に

つながる知的基盤情報と位置付けるため、無償公開を予定する。将来的には、本データベースの主要

ユーザーであるシステム設計会社に対して、一部情報の有料公開も視野に入れる。また、見かけ熱伝

導率の水文地質学的推定については、大学や公設試験研究機関（公設試）への技術移転を行う。地形

AI解析ソフトウェアは、地中熱関連業務において地下水情報の推定に取り組むであろう地質調査会社、

コンサルタント会社等での利活用を目論む。 
②簡易熱応答試験(TRT)法 
本事業項目における各研究において、プロジェクト期間に一定の熱伝導率推定精度を確認した後、

従来のTRT手法に代わるTRT技術として規格化する。また民間企業と連携して装置の製品化を行い、

国内外における地中熱システムの施工会社等に販売するとともに、技術支援を行う。 
③統合型設計ツール 
統合型地中熱設計ツールに、プリポスト機能を実用化に適するデザインとともに整備し、わが国の

地中熱設計の標準ツールとする。このために、開発・販売元となるソフトウェア会社を技術的に支援、

育成するとともに、ツールを用いた設計法のガイドラインを作成する。また統合型設計ツールのため

に開発する地盤・帯水層データベースについても、統合型設計ツールと連動する形で、ユーザーが任

意の地点・深度で情報が入手できるようクラウドサーバー上で公開（販売）するよう技術的、学術的

な支援を行う。ビジネスパートナーとしては、地中熱ビジネスに携わっている企業、空調工事会社、

計装システム会社、設備会社などの参入が見込まれる。 
 

・実用化に向けた課題と今後の方針 

①見かけ熱伝導率の推定手法 
本事業完了時を目標に公開予定とする全国見かけ熱伝導率データベースは、NPO法人地中熱利用促

進協会を通じて全国各地の公設試・民間企業に広く普及させる計画である。また本データベースは、

将来的には建設事業等で随時実施・充足される地域ごとの地質調査データを活用して情報更新を図

る予定である。このとき、各都道府県の公設試や民間企業が主体となったデータベース更新が可能

なように、本事業で開発する水文学的推定手法や地下水情報の簡易推定手法の技術移転を積極的に

すすめる。具体的には、開発技術の展開・普及を見据えたデータベース作成やマニュアル化が必要

となる。 
②簡易熱応答試験(TRT)法 
本事業期間においては、それぞれの研究項目において、大口径の水井戸や大深度の地中熱交換器に

おける熱応答試験およびデータ解析手法の検討などを行い、簡易TRT技術の確立を目指す。事業期間

終了後は、装置の改良や現場試験などにより測定精度および信頼性の向上を図り、装置の製品化を目

指すとともに、簡易TRT技術における測定手順や解析手法などの規格化を行う。 
③統合型設計ツール 
実用化に向けて、プリポスト機能の実装、デバック、クラウドサーバー整備、セキュリティ機能の 

確保など、商用ソフトウェアとして必要な開発作業について、事業後2年をかけて実施し、事業後3年 
目からの提供（販売）を目指す。 
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・本技術開発を通して想定される波及効果  

①見かけ熱伝導率の推定手法 
見かけ熱伝導率の推定手法を開発・規格化することにより、地下水流れによる移流効果を反映した

設計を行うことができるようになる。これにより、地中熱利用システムの最適設計が可能（技術的な

効果）、最適設計に伴う低コスト化（経済的な効果）、国土を網羅したデータベース作成による普及促

進（社会的な効果）等が期待される。また、公設試、民間企業、大学等を対象として見かけ熱伝導率

の水文地質学的推定手法の技術移転を行うことで、地中熱分野の研究者・技術者の育成を図ると共に、

地中熱利用システムの普及には欠かせない行政担当者・民間企業設計担当者の理解醸成を目指す。 
②簡易熱応答試験(TRT)法  
本プロジェクトにおいて提案する各簡易熱応答試験法が実用化され、安価にTRTを実施することが

できれば、地中熱利用システムにかかる初期コストを削減することが期待できる。 
③統合型設計ツール 
統合型設計ツールの活用により、設計設備の実務者が今までより簡便に、これまで主体であったク

ローズドループ方式のみならず、わが国に豊富にある地下水資源に着目したオープンループ方式も含

めた地中熱システム設計を可能となることで、これまで導入が進んでいなかった地域を含め、地中熱

利用の拡大が見込まれる。更に、クローズド・オープンループ方式を統合した設計ツールは世界初で

あり、わが国だけでなく世界のスタンダードツールとして事業化できれば、地中熱産業の国際的ビジ

ネスの展開も期待できる。 
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4.3.2 オープンループ方式地中熱利用における最適設計方法の研究 

・背景と目的 

これまで地中熱利用に関するさまざまなポテンシャルマップが作成され、公開されている。しか

しながら、オープンループ方式を対象とする現状のポテンシャルマップは、地下の地質・地下水情

報から帯水層深度や地下水位、地下水温度、地下水水質等の分布を提示し、そこからシステム設計

における注意点を提供することはできるものの、オープンループ方式における機種選定、他の熱源

システムを含むトータル熱源システムとして検討することができる設計ツールがないのが現状であ

る。また、オープンループ方式の場合には、設置する熱源システムの空調能力に応じて必要とされ

る量の地下水を揚水・還元するものの、現状では地下水揚水可能量は揚水井を掘削し揚水試験を行

うことにより知ることができ、また地下水還元可能量は一般的に還元井の経年劣化により減少する

ことから、いずれも設計段階では明確ではない。よってシステム設計は、現状では安全率を大きく

することによって不確定要素に対応せざるを得ず、揚水井・還元井に加えて揚水ポンプの仕様が過

大となりやすい状況にある。 
そこで本研究開発では、①「システムシミュレーションツールの研究開発」、②「地下水揚水可

能量予測手法の研究開発」、③「地下水還元可能量予測手法の研究開発」を実施することにより、

オープンループ方式のためのシステムシミュレーションツールの開発を行うとともに、地下水揚水

可能量と地下水還元可能量の設計段階における予測を可能とする手法の開発を行うことが本研究の

目的である。 
 
・研究開発の概要 

オープンループ方式の地中熱利用に必要な設計ツールの研究開発として、①システムシミュレー

ションツールの研究開発、②地下水揚水可能量予測手法の研究開発、③地下水還元可能量予測手法

の研究開発を実施する。①システムシミュレーションツールの研究開発では、オープンループ方式

のトータル熱源システムの適正な運転方法やエネルギー消費量を算出できるツールを開発する。②

地下水揚水可能量予測手法の研究開発では、1)広域的な透水係数推定手法の研究開発と 2)地盤調査

ボーリング孔を利用した透水係数推定手法の研究開発を実施する。前者では、大阪平野・濃尾平野

など既存のボーリング情報が数多く蓄積されている地域において、一般的なボーリングデータや物

性値、ボーリング柱状図に記載されている記事等を利用して透水係数を推定する手法を開発する。

後者では、小口径の地盤調査ボーリング孔を透水試験や揚水試験用の揚水井に転用して、原地盤の

透水性（透水係数）を高精度に求める手法を開発する。③地下水還元可能量予測手法の研究開発で

は、海外で開発された予測式の精査、既存システムの還元井における還元能力の推移、それに影響

を与える地質・地下水条件の把握、還元井と帯水層地盤を模した室内浸透実験を通して、わが国に

適用可能な地下水還元量の予測手法を提案する。 
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表4.3.2-1 研究開発目標と根拠 

研究開発項目 中間目標(2021
年度末) 

最終目標(2023 年度末) 目標レベル設定の根拠 

①システムシミュ

レーションツール

の研究開発 

オープンルー

プ方式地中熱

利用システム

の年間エネル

ギー消費量を

実測値に対し

て誤差  25 % 
以内で予測可

能な技術を開

発する。 

オープンループ方式地

中熱利用システムの年

間エネルギー消費量を

実測値に対して誤差 
25 % 以内で予測可能な

技術を開発する。加え

て、設計者が簡易に地中

熱ヒートポンプ導入時

のエネルギー消費量の

計算を行うことができ、

設計建物に採用される

地中熱ヒートポンプや

その他の熱源を含む全

ての空調熱源のトータ

ルシステムシミュレー

ションを行うツールを

開発する。 

本研究開発項目の目標値は、先行プロ

ジェクトで開発されたクローズドルー

プ方式のシステムシミュレーションツ

ールを参考にして設定する。先行プロ

ジェクトでは熱源機器モジュールは誤

差 2.2%であったのに対して、地中熱交

換器モジュールは誤差 1.7～30.7%で

あった。後者の誤差が大きくなった要

因は、１）地中熱交換器と熱源機器の間

の横引き配管における熱損失と２）地

盤の熱物性値の入力値と真の値とのず

れである。オープンループ方式でも、横

引き配管が長ければそこで熱損失が生

じるとともに、揚水井における地下水

温度がシステムの稼働に伴って想定外

の変化を生じると設計ツールの入力値

からずれを生じる可能性がある。よっ

て、単にオープンループ方式の熱源機

器モジュールのみを作成するだけであ

れば、クローズドループ方式と同様の

誤差が生じる恐れがある。本技術開発

では、横引き配管における井水の熱損

失や揚水井近傍の地下水温度の変化を

考慮することにより、誤差の低減を試

みる予定であり、システム全体として

の目標値を誤差 25%と設定する。また、

開発するモジュールの利用者は設計者

を想定しているため、トータルシステ

ムシミュレーションツールは他の熱源

機器を含めて簡易に操作できることを

目標とする。 
②地下水揚水可能

量予測手法の研究

開発 

1) 広域的な透

水係数推定手

法の研究開発 
広域的な透水

係数推定手法

1) 広域的な透水係数推

定手法の研究開発 
広域的な透水係数推定

手法を開発する。また、

井水出入口温度差を

オープンループ方式の井水出入口温度

差の最大値は、オーストリアでは±6 ℃
に規制され、ドイツでも±6 ℃が推奨さ

れている（Haehnlein et al., 2010）。

そこで、井水出入口温度差の最大値を
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を開発する。ま

た、推定した透

水係数より求

めた地下水揚

水可能量が実

測値に対して

誤差 25%以内

となる目途を

つける。 
2) 地盤調査ボ

ーリング孔を

利用した透水

係数推定手法

の研究開発 
小口径の調査

井構築手法お

よび小口径調

査井を用いた

透水係数推定

手法を開発す

る。また、推定

した透水係数

より求めた地

下水揚水可能

量が実測値に

対 し て 誤 差

25% 以内とな

る目途をつけ

る。 
 

±3℃から±5℃の間に抑

えるために、推定した透

水係数より地下水揚水

可能量を設計時点で精

度よく求める簡易推定

手法を開発する。 
2) 地盤調査ボーリング

孔を利用した透水係数

推定手法の研究開発 
小口径の調査井構築手

法および小口径調査井

を用いた透水係数推定

手法を開発する。また、

井水出入口温度差を

±3℃から±5℃の間に抑

えるために、推定した透

水係数より地下水揚水

可能量を設計時点で精

度よく求める簡易推定

手法を開発する。 
 

若干の余裕をみて±5 ℃が最大値とな

るようにして、その上で予測値の誤差

により井水出入口温度差が小さくなり

すぎることがないように最小値は

±3 ℃となるように設定した。これによ

り、基準値は±4 ℃となり、温度差を

±3 ℃から±5 ℃の間に抑えるために誤

差 25 %以内とすることを検討した上

で、地下水揚水可能量を設計時点で精

度よく求める簡易推定手法を開発す

る。 

③地下水還元可能

量予測手法の研究

開発 

複数の既存シ

ステムモニタ

リングデータ

を収集し、地下

水還元能力の

推移、その要因

を明らかにす

る。また、帯水

層地盤を模し

複数の既存システムモ

ニタリングデータを収

集し、地下水還元能力の

推移、その要因を明らか

にする。また、帯水層地

盤を模した室内透水実

験装置を構築し透水性

の変化を明らかにする。

以上の結果を整理し、井

②地下水揚水可能量予測手法の研究開

発と同様の根拠に基づいて、誤差 25 % 
以内とすることを検討した上で、地下

水還元可能量を設計時点で精度よく求

める簡易推定手法を開発する。 
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た室内透水実

験装置を構築

し透水性の変

化を明らかに

する。以上の結

果を整理し、推

定する地下水

還元可能量が

実測値に対し

て誤差  25 % 
以内となる目

途をつける。 

水出入口温度差を±3℃
から±5℃の間に抑える

ために、地下水還元可能

量を設計時点で精度よ

く求める簡易推定手法

を開発する。 
 

 

・事業スケジュール 

本事業の研究期間は、2020 年 6 月 23 日より 2024 年 3 月 31 日までで、主な事業スケジュールの

概要を図 4.3.2-1 に示す。 

 

図 4.3.2-1 研究開発のスケジュール 
 

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①システムシミュ
レーションツールの
研究開発

②地下水揚水可能
量予測手法の研究
開発
1)広域的な透水係
数推定手法の研究
開発
2)地盤調査ボーリン
グ孔を利用した透水
係数推定手法の研
究開発

③地下水還元可能
量予測手法の研究
開発

2023年度
事業項目

2020年度 2021年度 2022年度

ツール開発 UI作成・精度検証

大阪平野で開発

フィールドAで開発

濃尾平野で検証

フィールドB, Cで検証

濃尾平野で検証大阪平野で開発

室内浸透実験
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・成果の概要 

【成果概要】 

LCEM で利用可能なオープンループ方式用モジュールを作成し、システムの年間エネルギー消費

量を実測値に対して誤差 25%以内で予測することを可能とした。LCEM 構築シートを出力するツー

ルを作成し、これにより他の熱源機器を含めた検討を簡易にすることを可能にした。また、広域的

な井戸情報データベースを用いて実測値の 0.5 倍から 2.4 倍の範囲内で透水係数を推定する手法を構

築するとともに、単一の地盤調査ボーリング孔を用いて多孔式揚水試験に近い透水係数を推定する

手法の組み合わせを示した。さらには、室内透水実験によりスクリーンの単位面積あたりの目詰ま

り振興の速度を推定する手法を開発した。 
【項目別成果】 
①システムシミュレーションツールの研究開発 

LCEM で利用可能なオープンループ方式用モジュールを作成し、実システムのモニタリングデ 
ータを用いて年間消費電力量を推定した結果、実測値に対する誤差がヒートポンプでは-26%から-
7%、揚水ポンプでは-48%から 15%、システム全体としては-19%から-12%となり、目標値である

誤差 25%をシステム全体として達成することができた。ヒートポンプは LCEM 上では理想運転を

模擬しているものの実機ではそうならないために、実運転データから部分負荷特性を補正した上

で年間消費電力量を推定すると誤差-1%から 3%となり、コミッショニング時であれば高い精度で

推定可能であることを明らかにした。 
また、複数のオープンループ方式において LCEM 構築シートを出力するツールを作成し、これ

により他の熱源機器を含めた検討を簡易にすることを可能にした。 
②地下水揚水可能量予測手法の研究開発 
１）広域的な透水係数推定手法の研究開発 

     大阪平野と濃尾平野の広域的な井戸情報データベースを用いて、帯水層の透水係数を推定

する手法を開発した。多項式揚水試験により得られた値を基準として宇野式により推定され

た値に適切な補正を行うことにより実測値の 0.5 倍から 2.4 倍の範囲内で透水係数を推定する

手法を構築した。一方で、利用可能な井戸情報データベースは限られていることから粒度分

布から透水係数を推定する手法を試み、多くの地域で利用できる地層区分からおよその透水

係数を推定する手法を提案した。 
２）地盤調査ボーリング孔を利用した透水係数推定手法の研究開発 

地盤調査ボーリング孔を利用した透水係数推定手法を透水係数の異なる 3 サイトでの各種

測定に基づいて構築した。その結果、透水係数が 10-4～10-3 m/s の場合にはフローメータ試験

と粒度試験に基づく値がよい結果を示すのに対して、10-2 m/s の場合には現場透水試験のピエ

ゾメータ法がよい結果を示し、帯水層の透水係数によって適切な手法が異なることを明らか

にした。 
③地下水還元可能量予測手法の研究開発 

国内のオープンループ方式システムにおける目詰まりの事例収集を行い、地下水還元に伴う水

位上昇と地下水水質、帯水層の透水係数を比較した結果を他の要素が水位上昇に影響を与えるこ

とを明らかにした。また、還元井より目詰まり物質を回収し、井戸内の酸化が目詰まり物質の成

長に影響を与えることを確認した。これらを踏まえた上で、室内浸透試験によりスクリーンの単
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位面積当たりの目詰まりの進行速度を推定する手法を開発し、推定値が実測値と比べて大きな値

を示すことから安全側の値となっていることを確認した。 
 

表 4.3.2-2 特許、論文、外部発表等 
  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※ 

出願 

査読

付き 

その他 学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 5 件 0 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 8 件 0 件 0 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 5 件 0 件 0 件 

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)  

 

表 4.3.2-3 成果の最終目標と達成度 
研究開発項目 最終目標  成果 達成状況 目標達成

のために

解決すべ

き課題 

①システムシミュレ

ーションツールの研

究開発 

オープンループ方式

地中熱利用システム

の年間エネルギー消

費量を実測値に対し

て誤差 25 % 以内で

予測可能な技術を開

発する。加えて、設

計者が簡易に地中熱

ヒートポンプ導入時

のエネルギー消費量

の計算を行うことが

でき、設計建物に採

用される地中熱ヒー

トポンプやその他の

熱源を含む全ての空

調熱源のトータルシ

ステムシミュレーシ

ョンを行うツールを

開発する。 

LCEM で利用可能な

オープンループ方式

用モジュールを作成

し、システムの年間

エネルギー消費量を

実測値に対して誤差

25%以内で予測する

ことを可能とした。

LCEM 構築シートを

出力するツールを作

成し、これにより他

の熱源機器を含めた

検討を簡易にするこ

とを可能にした。 

 

〇  

②地下水揚水可能量 1) 広域的な透水係数 1) 広域的な透水係数 〇  
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予測手法の研究開発 推定手法の研究開発 

広域的な透水係数推

定手法を開発する。ま

た、井水出入口温度差

を±3℃から±5℃の

間に抑えるために、推

定した透水係数より

地下水揚水可能量を

設計時点で精度よく

求める簡易推定手法

を開発する。 

2) 地盤調査ボーリン

グ孔を利用した透水

係数推定手法の研究

開発 

小口径の調査井構築

手法および小口径調

査井を用いた透水係

数推定手法を開発す

る。また、井水出入口

温度差を±3℃から±

5℃の間に抑えるため

に、推定した透水係数

より地下水揚水可能

量を設計時点で精度

よく求める簡易推定

手法を開発する。 

 

推定手法の研究開発 

広域的な井戸情報デ

ータベースを用いて

実測値の 0.5 倍から

2.4 倍の範囲内で透

水係数を推定する手

法を構築した。 

2) 地盤調査ボーリン

グ孔を利用した透水

係数推定手法の研究

開発 

単一の地盤調査ボー

リング孔を用いて多

孔式揚水試験に近い

透水係数を推定する

手法の組み合わせを

示した。 

③地下水還元可能量

予測手法の研究開発 

複数の既存システム

モニタリングデータ

を収集し、地下水還元

能力の推移、その要因

を明らかにする。ま

た、帯水層地盤を模し

た室内透水実験装置

を構築し透水性の変

化を明らかにする。以

上の結果を整理し、井

水出入口温度差を±

複数の既存システム

モニタリングデータ

から、地下水還元が

地下水水質と帯水層

の透水係数に加えて

他の要因が影響を与

えることを明らかに

した。 

また、室内透水実験

によりスクリーンの

単位面積あたりの目

〇  
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3℃から±5℃の間に

抑えるために、地下水

還元可能量を設計時

点で精度よく求める

簡易推定手法を開発

する。 

 

詰まり振興の速度を

推定する手法を開発

した。 

※達成状況 [◎：大いに上回って達成、○：達成、△：一部未達、×：未達] 

 
・実用化の見通し 

本研究開発は共通基盤技術開発であるため、実用化・事業化を行う製品・サービスはオープンル

ープ方式地中熱利用システムを設計する際に利用できる設計ツール・設計指針である。これらは研

究開発期間終了後の 2024 年中に無償で公開する予定である。 
 
・開発項目毎の実用化に向けての見通し及び取り組みについて  

本研究開発テーマでは、実用化・事業化を行う製品・サービスはオープンループ方式地中熱利用 
システムを設計する際に利用できる設計ツール・設計指針であり、各開発項目の成果が一体化され 
ることになる。よって「実用化の見通し」と同じである。 

 
・実用化に向けた課題と今後の方針 

本テーマで開発した設計ツール・設計指針は成果を取りまとめた上で 2024 年には公開して実用化 
に至る予定である。成果はいずれもホームページ上で公開するとともに、研究成果を地中熱利用促進

協会ホームページ上で掲載を予定している。なお、各種団体で研究開発成果の普及を図るとともに、

新たに得られたデータを用いて各手法の高精度化を継続の予定である。 
 
・本技術開発を通して想定される波及効果 

わが国における地中熱ヒートポンプシステムの累積設備容量は 2015 年末時点で 132.5 MW である

（環境省、 2018）。これを太陽光発電の設備容量の変遷と比較をすると、上の値は太陽光発電の 1990 
年代の後半の値にほぼ一致している（大谷、 2020）。太陽光発電は 2008 年までは費用回収年数が約

28 年であったものの、その間にも普及が進み 1998 年から 2008 年までに累積設備容量は 133 MW か

ら 2,144 MW まで増加した。この増加は費用回収年数が一定のままで生じているため、コスト削減効

果がない場合の普及拡大の状況とみなすことができる。一方で、2009 年以降は余剰電力買取制度お

よび固定価格買取制度により太陽光発電の費用回収年数が 9 年に短縮され、2016 年には累積設備容

量が 42,040 MW まで増加した。2008 年以前と 2009 年以降の累積設備容量の年間増加量はそれぞれ

201 MW/年と 4,987 MW/年である。これの後者から前者を差し引いた値 4,786 MW/年が費用回収年

数の低減による年間増加量とみなすことができる。 
今回提案する技術開発はシステムのコスト低減を担うものではないものの、提案する設計ツール・

設計手法が開発されることにより設計段階でのコスト評価が明確になることから、費用回収年数が明

確になり、オープンループ方式を選択しやすくなることが期待される。地中熱利用に関する各種のコ



 

4-88 
 

スト低減および設計段階でのコストの明確化により、太陽光発電の費用回収年数の低減による年間増

加量 4,786 MW/年の仮に 10 %が地中熱利用の場合に増加すると考えると、地中熱利用の年間増加量

は 479 MW/年となる。地中熱利用に占めるオープンループ方式の割合は 2017 年時点では設備容量ベ

ースで約 40 % （環境省、 2018）であるので、この割合が今後も変わらないと仮定するとオープンル

ープ方式の今後の年間増加量は 192 MW/年となる。 
環境省（2018）では、オープンループ方式の出力 kW あたりの設置コストを 10-30 万円としてい

る。これが、近年実施されている研究開発プロジェクトの成果により設置コストが 30 %削減される

とすると、今後の設置コストは 7-21 万円（中間値は 14 万円）となる。この中間値と上で示した年間

増加量を乗ずることにより、オープンループ方式の市場規模は年間 270 億円となると予想される。太

陽光発電システムの市場規模が 2,365 億円（2019 年度見込み）、業務・産業施設向け空調システムの

国内市場規模が 7,603 億円（2019 年見込み）であることから、上の予測は実現可能性がある値である

といえる。 
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添付資料 

・プロジェクト基本計画 

Ｐ１９００６ 
 

「再生可能エネルギー熱利用にかかるコスト低減技術開発」基本計画 
 

新エネルギー部 
１．研究開発の目的・目標・内容 
（１）研究開発の目的 

① 政策的な重要性 
 ２０１８年７月３日に閣議決定された「第５次エネルギー基本計画」では、「我

が国のエネルギー消費の現状においては、熱利用を中心とした非電力での用途が

過半数を占めて」おり、「エネルギー利用効率を高めるためには、熱をより効率的

に利用することが重要であり、そのための取組を強化することが必要になってい

る」とされている。このうち再生可能エネルギー熱については、コスト低減に資す

る取組を進めることで、コスト面でもバランスのとれた分散型エネルギーとして

重要な役割を果たす可能性があるとの位置付けとなっている。 
 

② 我が国の状況 
  「第５次エネルギー基本計画」においては、“多層化・多様化した柔軟なエネル

ギー需給構造”の実現を目指し、再生可能エネルギー熱をより効果的に活用してい

くことも、エネルギー需給構造をより効率化する上で効果的な取組とされている。

しかしながら、これまでこうした熱源が十分に活用されてこなかった要因として、

設備導入コストが高いこと、認知度が低いこと、熱エネルギーの供給を担う人材

が十分に育っていないこと等がある。ＮＥＤＯでは、「再生可能エネルギー熱利用

技術開発」（２０１４～２０１８年度）において、地中熱利用技術及び各種再生可

能エネルギー熱の利用について、蓄熱利用等を含むシステムの高効率化、評価技

術の高精度化等に取り組み、再生可能エネルギー熱利用の普及拡大に向けトータ

ルコストの低減を進めてきた。 
今後、企業間競争や、民間主導の技術開発投資、量産化の実現といった市場環

境を整備し、自立的な再生可能エネルギー熱利用の普及に向けて、より一層のコ

ストダウンや実用化技術の確立が求められる。 
 

③ 世界の取組状況 
ＥＵでは、２００９年の「再生可能エネルギー利用促進指令」に基づいて、加盟

各国に対して２０２０年の再生可能エネルギー導入目標の設定並びに行動計画の

策定が義務付けられた。この導入目標は、最終エネルギー消費に占める再生可能
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エネルギーの比率で設定されており、ＥＵ全体で２０２０年に２０％とすること

を目指している。また、Ｈｏｒｉｚｏｎ２０２０のプログラムにおいて、各種再

生可能エネルギーに係る研究開発を推進している。米国では、Ｒｅｎｅｗａｂｌ

ｅ Ｐｏｒｔｆｏｌｉｏ Ｓｔａｎｄａｒｄ（ＲＰＳ）により再生可能エネルギー

の導入を進めており、２０１８年時点で太陽熱は１４州、地中熱は１２州で再生

可能エネルギーの対象として認められている。中国では、第１３次５か年計画に

おいて、太陽熱については利用集熱面積を８億平方メートルに拡大し、地中熱利

用については支援制度を打ち出す方針を示している。 
 

④ 本事業のねらい 
本事業では、低炭素社会、更には脱炭素社会の実現に資する再生可能エネルギ

ー熱利用の普及拡大を目指す。 
地域偏在性がなく安定した再生可能エネルギー熱源として、地中熱、太陽熱等

について、コストダウンに資する高効率機器の開発や、蓄熱や複数熱源を組み合

わせたシステムの実用化技術の確立、共通基盤技術（見かけ熱伝導率の推定・評

価技術、設計ツール等）の開発、並びに、評価及び定量化技術の高機能化をＺＥ

Ｂ等への適用も視野において実現する。また、業界団体やユーザーとの連携によ

る成果の普及方策に取り組む。 
 

（２）研究開発の目標 
① アウトプット目標 
本事業では、２０３０年までに地中熱、太陽熱等の再生可能エネルギー熱シス

テムのトータルコストを３０％以上低減すること（投資回収年数８年以下）を最

終的なアウトカム目標とし、再生可能エネルギー熱の導入に関わる上流から下流

までの事業者等を集めたコンソーシアム体制により事業者間の役割分担を最適化

しつつ、適切な進捗管理指標の下に各要素（設計、機器、施工等）の技術開発を

進める。さらに、トータルコスト低減を達成するために必要な取組みを要素別に

具体的に特定し、行動計画としてまとめる。加えて、地中熱利用システムの導入

拡大に資するシステム設計の最適化に必要な見かけ熱伝導率の推定・評価技術、

簡易 TRT（熱応答試験）技術、設計ツールを共通基盤技術として開発し規格化

を目指す。 
 

 最終目標（２０２３年度） 
本事業の直接的な成果として２０２３年度までに再生可能エネルギー熱シス

テムのトータルコストを２０％以上低減（投資回収年数１４年以下）させるとと

もに、２０３０年までにトータルコストを３０％以上低減（投資回収年数８年以

下）するための道筋及び具体的取り組み（普及方策）を行動計画としてまとめる。

共通基盤技術開発においては、地中熱利用システムの設計時に利用する見かけ熱
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伝導率(λ)を 0.5 W/(ｍ・K)以下の間隔で推定可能な評価技術を開発し、その有効

性を地質水文環境の異なる３か所以上で検証する。また、簡易 TRT 技術につい

ては、試験方法を簡易化し実用レベルに達していることを実証する。さらに、多

様な熱負荷条件やオープンループ方式を含む熱源方式に対応した設計ツールを

開発する。 
 
中間目標（２０２１年度） 
２０２３年度までの可能な限り早期にトータルコストを２０％以上低減（投資

回収年数１４年以下）させる可能性を実験等で示す。また、共通基盤技術開発に

おける推定・評価技術、設計ツールについては、事業者が設定する開発目標の妥

当性を外部有識者にて審議し、妥当であるとの評価を得る。 
 

② アウトカム目標 
本事業で開発した各機器、アプリケーション、施工技術、共通基盤技術等の普

及により、市場拡大による量産化、企業間競争、更なる技術改善等を促進し、２

０３０年までにトータルコスト３０％以上低減（投資回収年数８年以下）を実現

し、再生可能エネルギー熱利用の導入拡大を目指す。 
 

③ アウトカム目標達成に向けての取組 
研究開発後の市場導入及び導入拡大を円滑に進めるため、本事業期間内に普及

方策を行動計画として策定し、ＮＥＤＯでは、関係省庁、業界団体との情報交換

を定期的に実施し、研究開発課題やコスト目標を盛り込んだロードマップを作成

する。 
 
（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、別紙１の研究開発計画及び別紙２の研究開発スケ

ジュール例に基づき研究開発を実施する。 
なお、本事業は、自立的な再生可能エネルギー熱利用の普及に重点を置き、テ

ーマ毎に上流から下流までのプレーヤーからなるコンソーシアムを基本とした体

制で、企業の積極的な関与により要素技術開発から実用化開発及びその成果の普

及方策の策定まで一貫した事業であり、助成事業（ＮＥＤＯ負担率：１／２）と

して実施する。高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発については、高度

な知識を要するため大学・研究機関を中心とした体制で実施し、規格化に資する

ことを想定し業界団体等と連携する事業であり、委託事業として実施する。 
 
２．研究開発の実施方式 
（１）研究開発の実施体制 

プロジェクトマネージャー（以下「ＰＭ」という。）にＮＥＤＯ新エネルギー部 
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大竹 正已 主査を任命して、プロジェクトの進行全体を企画・管理し、そのプロ

ジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を最大化させる。 
ＮＥＤＯは公募により研究開発実施者を選定する。 
研究開発実施者は、企業や大学等の研究機関等（以下「団体」という。）のうち、

原則として日本国内に研究開発拠点を有するものを対象とし、複数で研究開発に参

加するものとする。ただし、国外の団体の特別の研究開発能力や研究施設等の活用

の観点から必要な場合は、当該の研究開発等に限り国外の団体と連携して実施する

ことができるものとする。 
 
（２）研究開発の運営管理  

ＮＥＤＯは、研究開発全体の管理・執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、

外部環境の変化等を適時に把握し、必要な対策を講じるものとする。運営管理にあ

たっては、効率的かつ効果的な方法を取り入れることとし、次に掲げる事項を実施

する。 
①研究開発の進捗把握・管理 

   ＰＭは、経済産業省及び研究開発実施者と緊密に連携し、研究開発の進捗状

況を把握する。また、外部有識者で構成する技術検討委員会を組織し、定期的

に技術的評価を受け、目標達成の見通しを常に把握することに努める。 
 ②技術分野における動向の把握・分析 
   ＰＭは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、

政策動向、市場動向等について調査し、技術の普及方策を分析、検討する。な

お、調査等を効率的に実施する観点から委託事業として実施する。 
 

３．研究開発の実施期間  
２０１９年度から２０２３年度までの５年間とする。 

 
４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術評価実施規程に基づき、技術的及び政策的観点から研究開発

の意義、目標達成度、成果の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等につい

て、プロジェクト評価を実施する。 
評価の時期は、中間評価を２０２１年度、事後評価を２０２４年度とし、本研

究開発に係る技術動向、政策動向や本研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しす

る等、適宜見直しするものとする。  
また、適切な進捗管理指標を設定した上で、自立や横展開の見込みを勘案して、

定期的なモニタリング（中間評価、事後評価等）を踏まえ、必要に応じて事業の

加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。 
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５．その他の重要事項 
（１）研究開発成果の取扱い 
①共通基盤技術の形成に資する成果の普及 

本研究開発で得られた研究成果については、ＮＥＤＯ、実施者とも普及に努め

るものとする。 
 
②標準化施策等との連携 

ＮＥＤＯ及び実施者は、プロジェクト終了後も得られた研究開発成果を標準化

活動に役立てることとする。 
 
③知的財産権の帰属、管理等取扱い 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の

規定等に基づき、原則として、全て委託先に帰属させることとする。 
 
④知財マネジメントに係る運用 

本プロジェクトは、「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」

を適用する。 
 

⑤データマネジメントに係る運用 
本プロジェクトは、「ＮＥＤＯプロジェクトにおけるデータマネジメント基本方

針（委託者指定データを指定しない場合）」を適用する。 
 
（２）「プロジェクト基本計画」の見直し 

ＰＭは、当該研究開発の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内

外の研究開発動向、政策動向、研究開発費の確保状況等、プロジェクト内外の情

勢変化を総合的に勘案し、必要に応じて目標達成に向けた改善策を検討し、達成

目標、実施期間、実施体制等、プロジェクト基本計画を見直す等の対応を行う。 
 
（３）根拠法 

本プロジェクトは、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法」

第１５条第１号イ、第３号及び第９号に基づき実施する。 
 
６．基本計画の改訂履歴 

（１）２０１９年２月、制定。 
（２）２０１９年４月、改訂。プロジェクトマネージャー変更のため。 
（３）２０２０年３月、改訂。研究開発項目追加のため。 
（４）２０２１年１１月、改訂。プロジェクトマネージャー変更のため。 
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（別紙１）研究開発計画 
 
１．研究開発の必要性 
  再生可能エネルギー熱利用技術は、熱を直接利用するため、エネルギー供給の多

様化を実現し、エネルギーセキュリティー確保に大きく寄与することが可能である。 
２０１８年７月に閣議決定した「第５次エネルギー基本計画」においては、“多層

化・多様化した柔軟なエネルギー需給構造”の実現を目指し、再生可能エネルギー熱

については、より効果的に活用していくことで、エネルギー需給構造をより効率化

する上で効果的な取組と期待されている。しかしながら、再生可能エネルギーの熱

利用を考えた場合、課題も多く、一般に、熱利用技術は、既存技術より導入コスト

が依然として高いこと、認知度が低く、熱エネルギーの供給を担う事業者が十分に

育っていないこと等がある。そこで、ＮＥＤＯでは、「再生可能エネルギー熱利用技

術開発」（２０１４～２０１８年度）において、地中熱利用技術および各種再生可能

エネルギー熱の利用について、蓄熱利用等を含むシステムの高効率化・規格化、評

価技術の高精度化等に取り組み、再生可能エネルギー熱利用の普及拡大に向けトー

タルコストの低減を進めてきた。 
再生可能エネルギー熱の自立的な市場の形成には、更なるコストダウンが求めら

れる。再生可能エネルギー熱利用システムの導入には多種多様なプレーヤーが関わ

ることから、本事業では、上流から下流までのプレーヤーが一体となったコンソー

シアム体制で推進し、ニーズ・実用化に重点を置いた研究開発を推進するとともに、

業界団体やユーザーとも連携し開発成果の普及方策に取り組む。ただし、高度化・

低コスト化のための共通基盤技術開発については、高度な知識を要するため大学・

研究機関を中心とした体制で実施し、規格化に資することを想定し業界団体等と連

携する。 
 

２．研究開発の具体的内容 
 テーマ毎に、各種再生可能エネルギー熱利用システムの導入に関係する上流から下

流までのプレーヤーが一体となったコンソーシアム体制で、以下の（１）、（２）の研

究開発を推進するとともに、ＮＥＤＯ、業界団体、研究開発実施者とで連携し、テー

マ横断的に技術基準や評価技術の整備等の普及方策に取り組む。（３）については、大

学・研究開発機関を中心とした体制で取り組み、規格化に資することを想定し業界団

体等と連携する。 
 
（１）地中熱利用システムの低コスト化技術開発 
  大規模建築物、小規模建築物等、それぞれの建築物に導入することを想定した、

我が国の利用に適合した高効率機器の開発、施工期間短縮に資する施工技術の開発、

地中熱利用システムの最適化技術の開発、評価・定量化技術の高機能化開発等に取

り組み、地中熱利用システムのトータルコスト低減に資する技術を開発する。 
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（２）太陽熱等利用システムの高度化技術開発 
  高効率機器の開発や、年間を通じた太陽エネルギーの最大限の活用に資する太陽

熱利用機器の開発、評価・定量化技術の高機能化開発、再生可能エネルギー熱を含

む多様な熱源を組み合わせたシステムの最適化技術開発等に取り組み、太陽熱等利

用システムのトータルコスト低減に資する技術を開発する。 
 
（３）高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発 
  地中熱利用システムの導入拡大に資するシステム設計の最適化に必要な見かけ

熱伝導率の推定・評価技術、簡易 TRT （熱応答試験）技術、設計ツールを共通基盤

技術として開発し規格化を目指す。 
 
３．達成目標 
 本事業では、２０３０年までに地中熱、太陽熱等の再生可能エネルギー熱のシステ

ム全体のトータルコストを３０％以上低減すること（投資回収年数８年以下）を最終

的なアウトカム目標とし、再エネ熱の導入に関わる上流から下流までの事業者等を集

めたコンソーシアム体制により事業者間の役割分担を最適化しつつ、適切な進捗管理

指標の下に各要素（設計、機器、施工等）の技術開発を進める。さらに、トータルコ

スト低減を達成するために必要な取組みを要素別に具体的に特定し、行動計画として

まとめる。加えて、地中熱利用システムの導入拡大に資するシステム設計の最適化に

必要な見かけ熱伝導率の推定・評価技術、簡易 TRT 技術、設計ツールを共通基盤技

術として開発し規格化を目指す。 
 
【中間目標】（２０２１年度） 

２０２３年度までの可能な限り早期にトータルコストを２０％以上低減（投

資回収年数１４年以下）させる可能性を実験等で示す。また、共通基盤技術開

発における推定・評価技術、設計ツールについて事業者が設定する開発目標の

妥当性を外部有識者にて審議し、妥当であるとの評価を得る。 
 
【最終目標】（２０２３年度） 

本事業の直接的な成果として２０２３年度までに再生可能エネルギー熱シス

テムのトータルコストを２０％以上低減（投資回収年数１４年以下）させる

とともに、２０３０年までにトータルコストを３０％以上低減するための道

筋及び具体的取り組み（普及方策）を行動計画としてまとめる。共通基盤技

術開発においては、地中熱利用システムの設計時に利用する見かけ熱伝導率

(λ)を 0.5 W/(ｍ・K)以下の間隔で推定可能な評価技術を開発し、その有効性を

地質水文環境の異なる３か所以上で検証する。また、簡易 TRT 技術について

は、試験方法を簡易化し実用レベルに達していることを実証する。さらに、
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多様な熱負荷条件やオープンループ方式を含む熱源方式に対応した設計ツー

ルを開発する。
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（別紙２）研究開発スケジュール例 
２０１９年 ２０２０年 ２０２１年 ２０２２年 ２０２３年 ２０２４年

評価 ☆中間評価 ☆事後評価

研究開発項目①
地中熱利用システムの
低コスト化技術開発

研究開発項目②
太陽熱等利用システム
の高度化技術開発

研究開発項目③
高度化・低コスト化の
ための共通基盤技術開
発

設計、試作
実証、
改良

事

業

終

了

要素技術開発、設計、試作
実証、
改良

※技術検討委員会は毎年度実施

普及方策（NEDO、業界団体、実施者等）

実用化開発

実用化開発

技術確立、
検証

設計、試作 検証、改良
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・事前評価結果 

平成 30 年度事前評価結果 
 
平成 30 年 9 月に実施の研究評価委員会において、平成 31 年度 NEDO 新規案件の事前評価を実施し

た結果を以下に示す。 
 

案件名 再生可能エネルギー熱利用にかかるコスト低減技術開発 
推進部署 新エネルギー部 

総合コメント 

再生可能エネルギー熱利用の研究開発については、最大の課題であるコスト

低減の取組みを強化することが必要であり、本事業を推進することは重要で

ある。実施に際して、これまでの NEDO 関連プロジェクトの研究開発成果

等を精査し、コスト低減に向けた個々の技術およびシステム化の課題を明確

化すべきである。また多様な熱エネルギーに関連する要素技術開発を進める

研究開発マネジメント体制やユーザーを巻き込んだシステム作りが必要であ

る。さらに、再生可能エネルギー熱利用のそれぞれの技術開発分野における

アウトプットからアウトカムに向けた具体的なロードマップ作成を進めるべ

きである。 

 
 

 

 

 

 

 

 
※事前評価書結果より「再生可能エネルギー熱利用にかかるコスト低減技術開発」プロジェクト部分

を抜粋 
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・各種委員会 開催リスト 

 

技術検討委員会 
件名 内容 実施日 

第 1 回再生可能エネルギー熱利用にか

かるコスト低減技術開発技術検討委員

会 

報告 5 件 

総合討議 

進捗状況確認等、投資回収年数について 

2020 年 9 月 30 日 

第 2 回再生可能エネルギー熱利用にか

かるコスト低減技術開発技術検討委員

会 

報告 7 件 

総合討議 

進捗状況確認等 

2021 年 3 月 2 日 

第 3 回再生可能エネルギー熱利用にか

かるコスト低減技術開発技術検討委員

会 

報告 8 件 

総合討議 

進捗状況確認等、コストについて 

2021 年 12 月 9 日 

再生可能エネルギー熱利用にかかるコ

スト低減技術開発技術検討委員会(臨

時) 

総合討議 

進捗状況確認等 
2022 年 3 月 18 日 

再生可能エネルギー熱利用にかかるコ

スト低減技術開発 2022 年度技術検討

委員会 

報告 6 件 

総合討議 

進捗状況確認等 

2022 年 12 月 23 日 

再生可能エネルギー熱利用にかかるコ

スト低減技術開発 2023 年度技術検討

委員会 

報告 5 件 

総合討議 

成果報告等 

2023 年 8 月 24 日 

 
     委員名簿 

役割 氏名 所属 役職 

委員長 
長野 克則 国立大学法人北海道大学 大学院工学研究院 環境

工学部門 
教授 

委員 大谷 具幸 
国立大学法人東海国立大学機構 岐阜大学 工学部 

社会基盤工学科 
教授 

委員 笹田 政克 特定非営利活動法人地中熱利用促進協会 理事長 

委員 福田 桂 
株式会社三菱総合研究所 サステナビリティ本部 

気候変動ソリューショングループ 
主任研究員 

委員 横山 計三 学校法人芝浦工業大学 建築学部 建築学科 特任教授 
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共通基盤技術ワーキンググループ 

件名 内容 実施日 

共通基盤技術WG 
・共通基盤技術ワーキングについて 

・共通基盤技術の開発計画について 

・今年度実施予定の実態調査について 

2020 年 7 月 27 日 

共通基盤技術WG 
・共通基盤技術開発の進捗について 

・共通基盤技術の目指すべき方向性について 

2020 年 10 月 21 日 

共通基盤技術WG 
・共通基盤技術開発の進捗について 

・実態調査結果について 

2021 年 2 月 17 日 

事業者間検討会 
・成果の報告について 

・研究開発成果の統一に向けた具体的な取り組みに 

ついて 

2021 年 6 月 15 日 

共通基盤技術WG 
・共通基盤技術の成果統一について 

・研究開発成果の現地確認 

2021 年 9 月 1 日 

共通基盤技術WG 
・共通基盤技術開発の進捗について 2022 年 2 月 9 日 

共通基盤技術WG 
・共通基盤技術開発の進捗について 2022 年 9 月 26 日 

共通基盤技術WG 
・成果の報告について 2023 年 12 月 22 日 

 
  委員名簿   

役割 氏名 所属 役職 

委員長 笹田 政克 特定非営利活動法人地中熱利用促進協会  理事長 

委員 濱元 栄起 埼玉県環境科学国際センター 土壌・地下水・
地盤担当 

主任研究員 

委員 星野 聡基 株式会社日本設計 環境・設備設計群 グループ長 
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・特許論文リスト 

1.事業全体の論文・外部発表等の件数 

【件数・内訳】 ＜事業者分(NEDO 分は含まない)＞ 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読付き その

他 

学会等での

発表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 6 件 1 件 
2020FY 2 件 0 件 0 件 3 件 1 件 23 件 13 件 4 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 33 件 13 件 4 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 7 件 0 件 28 件 4 件 7 件 
2023FY 2 件 0 件 0 件 8 件 2 件 30 件 5 件 9 件 

計 4 件 0 件 0 件 19 件 3 件 117 件 41 件 25 件 
    (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)            

 
 
【件数・内訳】 ＜NEDO 分＞ 
  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読付

き 

その

他 

学会等での

発表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 7 件 0 件 0 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 7 件 4 件 0 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 6 件 3 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 7 件 1 件 0 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 0 件 

計 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 31 件 8 件 0 件 
  (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    
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2.個別テーマ毎の論文・外部発表等の等の件数 

①地中熱利用システムの低コスト化技術開発 
(1)給湯負荷のある施設への導入を想定した地中熱利用ヒートポンプシステムの研究開発 
【件数・内訳】 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その他 学会等での

発表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2023FY 1 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)  

 
【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 ワイビーエム 特願 2023-
172519 

国内 2023年10月4日 出願中 掘削穴に地

中熱交換器

を挿入する

工法 

松尾 秀幸 
上田 晃 

大久保 博晃 
福田 康朗 

 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)  
【論文】 
番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

       
 
【外部発表】 
(a)学会発表・講演 
番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 
1 
 

大久保 博晃 株式会社ワ
イビーエム 

給湯負荷のある施設への導入
を想定した地中熱利用ヒート
ポンプシステムの研究開発 

令和3年度第1回地下
熱利用とヒートポン
プシステム研究会 

2021 年 7
月 

 
(b)新聞・雑誌等への掲載 
番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 
      

 
(c)その他(展示会への出展など) 
番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 
1 － ワイビーエ

ム昭和鉄工 
給湯負荷のある施設へ
の導入を想定した地中
熱利用ヒートポンプシ
ステムの研究開発 
地中熱給湯機パネル展

さが産業グリーン化
技術展 

2023 年 12 月 13 日～14
日 
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示 
2 － 昭和鉄工 地中熱給湯機パネル展

示 
HVAC&R 2024 年 1 月 30 日～2 月 2

日 
3 － ワイビーエ

ム 
給湯負荷のある施設へ
の導入を想定した地中
熱利用ヒートポンプシ
ステムの研究開発 

ENEX2024 2024 年 1 月 31 日～2 月 2
日 
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(2)直接膨張式地中熱ヒートポンプシステムとその施工・設置に係るコスト削減技術の開発 
【件数・内訳】 
  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT
※出願 

査読

付き その他 学会等での

発表・講演 
新聞・雑誌

等への掲載 その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 0 件 
2020FY 1 件 0 件 0 件 2 件 0 件 4 件 1 件 0 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 6 件 4 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 0 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 0 件 

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)   

 
【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 伊田テクノス 
特願
2020-

207984 
国内 2020年12月15日 出願中 

構造体 ,基礎構造
物 ,基礎構造物の
製造方法､および
建物の製造方法 

楢﨑亘 
及川直哉 
冨澤洋介 
宮下隆志 

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)  
 

【論文】 
番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 
1 武田哲明 

依田修 
渡邊弘美 

山梨大学 住宅用鋼管杭を用いた
地中熱ヒートポンプの
空調性能 

日本冷凍空調学会論文集, 
Vol.37, No.3 (2020), pp.285-
291 

有 2020 年 9
月 30 日 

2 三瓶大
地、武田
哲明、守
屋大 

山梨大学 直接膨張方式地中熱ヒ
ートポンプの性能評価
－3 分岐型地中熱交換器
を用いた場合－ 

日本冷凍空調学会論文集, 
Vol.37, No.3 (2020), pp.293-
300 

有 2020 年 9
月 30 日 

 
【外部発表】 
(a)学会発表・講演 
番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 
1 青木友哉、

武田哲明、
依田修、 
大久保宏司 

山梨大学 住宅用鋼管杭を用いた地
中熱ヒートポンプの性能 

2019年度日本冷凍空調学会
年次大会講演 

2019年 
9月11-13日 

2 三瓶大地、
武田哲明 

山梨大学 直接膨張方式地中熱ヒー
トポンプの地中熱交換器
に関する研究 

日本機械学会熱工学コンファ
レンス2019講演 

2019年 
10月12-13
日 

3 武田哲明 山梨大学 直接膨張方式の地中熱ヒ
ートポンプに用いる地中
熱交換器について 

日本冷凍空調学会調査研究プ
ロジェクト「環境変化に対応
するための先進熱交換技術に
関する調査研究」講演 

2019年 
12月2日 

4 守屋大、 
武田哲明 

山梨大学 直接膨張方式地中熱ヒー
トポンプの空調性能 

2020年度日本冷凍空調学会
年次大会講演 

2020年 
9月9-11日 

5 金井裕紀、
武田哲明 

山梨大学 直接膨張方式地中熱ヒー
トポンプの給湯性能 

2020年度日本冷凍空調学会
年次大会講演 

2020年 
9月9-11日 

6 武田哲明、 山梨大学 住宅用鋼管杭を用いた地 2020年度日本冷凍空調学会 2020年 
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三瓶大地、
依田修、 
渡邊弘美 

中熱ヒートポンプの研究 年次大会講演 9月9-11日 

7 三瓶大地、
武田哲明 

山梨大学 地中熱ヒートポンプの地
中熱交換器による採熱特
性 

日本機械学会2020年度年次
大会講演 

2020年 
9月13-16日 

8 武田哲明 山梨大学 持続可能な社会を目指す
省エネルギー技術－地中
熱エネルギーの利用法－ 

山梨大学・読売新聞連続市民
講座講演 

2021年5月
15日 

9 武田哲明 山梨大学 直接膨張方式地中熱ヒー
トポンプに適用する地中
熱交換器に関する研究 

第58回日本伝熱シンポジウ
ム講演 

2021年5月
27日 

10 依田 修 
中澤俊也 
柳生達哉 
宮下隆志 

藤島建設 直膨式地中熱HPSの開発 ヒートポンプ・蓄熱センター
/地下熱利用とヒートポンプ
システム研究会 

2021年7月2
日 

11 小林永並、
武田哲明 

山梨大学 地中熱交換器内の冷媒状
態と熱交換性能 

第25回動力・エネルギー技
術シンポジウム講演 

2021年 
7月26-27日 

12 沼田 遼、  
武田哲明 

山梨大学 地中熱ヒートポンプ内の
冷媒状態に関する研究 

2021年度日本冷凍空調学会
年次大会講演 

2021年9月8
日 

13 小林永並、
武田哲明 

山梨大学 直接膨張方式地中熱ヒー
トポンプの熱交換性能 
－地中熱交換器の放熱特
性－ 

日本機械学会熱工学コンファ
レンス2021講演 

2021年10月
9日 

14 星 幸人、
武田哲明 

山梨大学 住宅用鋼管杭を用いた地
中熱ヒートポンプの空調
性能 

2022年度日本冷凍空調学会
年次大会講演 

2022年9月7
日 

15 武田哲明 山梨大学 直接膨張方式地中熱ヒー
トポンプの技術開発－持
続可能な社会を目指す省
エネルギー技術－ 

日本機械学会2022年度年次
大会基調講演 

2022年9月
12日 

16 海野佑太朗 
武田哲明 

山梨大学 住宅用鋼管杭を用いた地
中熱ヒートポンプの研究 

日本機械学会熱工学コンファ
レンス2022講演 

2022年10月
8日 

17 桑原知宏、
武田哲明 

山梨大学 小口径ボアホールを用い
た地中熱ヒートポンプの
研究 

山梨講演会2022講演 2022年10月
29日 

18 星 幸人、
武田哲明 

山梨大学 住宅用鋼管杭を用いた地
中熱ヒートポンプの空調
性能 

日本機械学会熱工学コンファ
レンス2023講演 

2023年10月
14日 

19 桑原知宏、
武田哲明 

山梨大学 小口径ボアホールを用い
た地中熱ヒートポンプの
研究 

山梨講演会2023講演 2023年11月
25日 

 
(b)新聞・雑誌等への掲載 
番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 
1 武田哲明 山梨大学 地中熱ヒートポンプの動向 電気計算 2021 年 1 月号、

Vo.89, No.1, pp.31-36 
2021 年 1 月 

2 武田哲明 山梨大学 直接膨張方式地中熱ヒート
ポンプの技術開発 

日本伝熱学会誌、Vol.60, 
No.251, pp.54-60 

2021 年 4 月 

3 武田哲明 山梨大学 再エネ熱を利用する直接膨
張方式地中熱ヒートポンプ 

クリーンエネルギー、
Vol.30, No.5, pp.44-49 

2021 年 5 月 

4 武田哲明 山梨大学 「地中熱省エネに貢献」 読売新聞5月16日、P.22（山
梨地域） 

2021 年 5 月 

5 武田哲明 山梨大学 「地中熱利用でコスト減」 読売新聞5月22日、P.23（山
梨地域） 

2021 年 5 月 
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(c)その他(展示会への出展など) 
番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 
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(3)ZEB 化に最適な高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの研究開発 
【件数・内訳】 
  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その他 学会等での

発表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 1 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 4 件 7 件 2 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 6 件 3 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 2 件 4 件 5 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 3 件 4 件 4 件 

 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)     

 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

        
(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)  
 

【論文】 
番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 
1 山谷睦 日本地下水開発

株式会社 
積雪寒冷地域に最適
な帯水層蓄熱冷暖房
システム 

日本雪工学会誌 Vol.36 
No.4(Ser.No.141),145-
146 

なし 2020 年 10 月 

2 山谷睦・
桂木聖彦 

日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱ト
ータル熱供給システ
ム 

冷凍,Vol.097 No.1139 
PP560-565 

有 2022 年 12 月 

3 加藤渉 日本地下水開発
株式会社 

ZEB へ導入された
高効率帯水層蓄熱シ
ステムにおける蓄熱
メリットについて
（その 2） 

日本地下水学会 2023
年度秋季大会講演集 

なし 2023 年 11 月 

 

 

【外部発表】 
(a)学会発表・講演 
番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 
1 黒沼覚 日本地下水開

発 
高効率帯水層蓄熱システム
の開発 

2020年度日本冷凍
空調学会年次大会 

2020年9月9日 

2 黒沼覚 日本地下水開
発 

高効率帯水層蓄熱システム
における冷温熱の蓄熱状況 

日本地下水学会
2020年度秋季講演
会 

2020年11月4日 

3 加藤渉 日本地下水開
発 

高効率帯水層蓄熱システム
の冷温熱の利用状況につい
て 

日本地熱学会令和2
年度学術講演会 

2020年11月10
日 
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4 山谷睦 日本地下水開
発 

高効率帯水層蓄熱システム
の稼働・蓄熱状況―NEDO研
究開発実施事例― 

RE2020オンライン
フォーラム分科会
９ 

2020年12月7日 

5 山谷睦 
駒庭義人 

日本地下水開
発 
ゼネラルヒー
トポンプ工業 

効率帯水層蓄熱によるトー
タル熱供給システムのZEB
への適用 

地下熱利用とヒー
トポンプシステム
研究会第17回研究
発表会 

2021年7月2日 

6 加藤渉 日本地下水開
発株式会社 

ZEBへ導入された高効率帯
水層蓄熱システムにおける
蓄熱メリットについて（そ
の1） 

日本地下水学会
2022年度秋季講演
会 

2022年10月 

7 黒沼覚 日本地下水開
発株式会社 

ZEBへ導入した高効率帯水
層蓄熱システムの蓄熱状況 

日本地熱学会令和4
年度学術講演会 

2022年11月 

8 黒沼覚 日本地下水開
発株式会社 

地下水の熱を有効利用する
高効率帯水層蓄熱システム 

日本技術士会山形
支部 産学官合同セ
ミナー 

2023年10月 

9 山谷睦 日本地下水開
発株式会社 

ZEB化に最適な高効率帯水
層蓄熱を利活用したトータ
ル熱供給システムの研究開
発 

日本地熱学会令和5
年度学術講演会 
NEDOオーガナイ
ズドセッション 

2023年11月 

10 加藤渉 日本地下水開
発株式会社 

ZEBへ導入された高効率帯
水層蓄熱システムにおける
蓄熱メリットについて（そ
の2） 

日本地下水学会
2023年度秋季講演
会 

2023年11月 

 

(b)新聞・雑誌等への掲載 
番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 
1 － 日本地下水開発 

株式会社 
再生可能エネルギー利活用大賞 最
優秀 

建設新報 2020 年 
1 月 20 日 

2 － 日本地下水開発 
株式会社 

再生可能エネルギーの利活用特集 
帯水層蓄熱冷暖房システム 

環境新聞 2020 年 
1 月 29 日 

3 － 日本地下水開発 
株式会社 

NEDO 事業で大幅進化 上昇流の制
御で高効率化 

空調タイムス 2020 年 
1 月 29 日 

4 － 日本地下水開発 
株式会社 

東北再エネ利活用大賞 最優秀 山形新聞 2020 年 
3 月 7 日 

5 － 日本地下水開発 
株式会社 

地中熱で省エネ冷暖房 太陽熱も組
み合わせ 

日本経済新聞 2020 年 
10 月 21 日 

6 － 日本地下水開発 
株式会社 

大臣賞 地球に優しいエネシステム
研究 普及へ産学官連携評価 

山形新聞 2020 年 
11 月 7 日 

7 － 日本地下水開発 
株式会社 

高効率帯水層蓄熱冷暖房システムに
高まる評価 10 年進化続けて認知進
む ZEB 化熱供給システム開発も
着々 

空調タイムス 2020 年 
12 月 2 日 

8 － 日本地下水開発 
株式会社 

「新エネ大賞」経産大臣賞 日本地
下水開発受賞 

山形新聞 2021 年 
1 月 27 日 

9 － 日本地下水開発 
株式会社 

地下水層利用し冷暖房 冬の冷熱夏
の温熱交互利用 山形・日本地下水
開発新エネ最高賞受賞 

河北新報 2021 年 
1 月 31 日 

10 － 日本地下水開発 
株式会社 

新エネ・経済産業大臣賞受賞 日本
地水開発の地中熱システム 

建設新報 2021 年 
2 月 1 日 

11 － 日本地下水開発 
株式会社 

新エネ大賞最高賞に帯水層蓄熱 経
済産業大臣賞に日本地下水開発 

空調タイムス 2021 年 
2 月 3 日 
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12 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システムと ZEB の
親和性を確認 

空調タイムス 2021 年 
8 月 18 日 

13 － 日本地下水開発
株式会社 

JESC-ZEB 棟 年間コスト 2 割削減
目標 

日本経済新聞 2021 年 
8 月 20 日 

14 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システムを活用し
た ZEB への挑戦 

環境新聞 2021 年 
10 月 13 日 

15 － 日本地下水開発
株式会社 

令和 3 年度山形県産業賞受賞 功績
たたえ 

山形新聞 2021 年 
11 月 3 日 

16 － 日本地下水開発
株式会社 

積雪寒冷地域の帯水層蓄熱システム
で快適な 100％『ZEB』を実証 

空調タイムス 2022 年 
1 月 26 日 

17 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システム ZEB への
適応目指すトータル熱供給システム
国内で初めて確立 

環境新聞 2022 年 
3 月 2 日 

18 － 日本地下水開発
株式会社 

地中熱でゼロエネ達成 コンサルに
知見活用 

日刊工業新聞 2022 年 
6 月 10 日 

19 － 日本地下水開発
株式会社 

実運転で 100％ZEB 確認 高効率帯
水層蓄熱によるトータル熱供給シス
テム 

空調タイムス 2022 年 
6 月 29 日 

20 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システムで寒冷地
での『ZEB』達成 

環境新聞 2022 年 
7 月 20 日 

21 － 日本地下水開発
株式会社 

地下水で蓄熱冷房×太陽光発電 消費
エネ実質ゼロ達成 

河北新報 2023 年 
2 月 9 日 

22 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システムの運用で
110％の『ZEB』を達成 

空調タイムス 2023 年 
6 月 28 日 

23 － 日本地下水開発
株式会社 

日本地下水開発 地中熱利用 国内
外で評価 

山形新聞 2024 年 
1 月 4 日 

24 － 日本地下水開発
株式会社 

『ZEB』との親和性証明 高効率帯
水層蓄熱、2 年半の実証で 

空調タイムス 2024 年 
1 月 24 日 

25 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱、『ZEB』との高
い親和性を確認 

環境新聞 2024 年 
1 月 31 日 

 

(c)その他(展示会への出展など) 
番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 
1 － 日本地下水開発

株式会社 
高効率帯水層蓄熱冷暖房シ
ステムの紹介 

ENEX2020 2020 年 1 月 

2 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱冷暖房シ
ステムの紹介 

REIFふくしま2020 2020 年 10 月 

3 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱冷暖房シ
ステムの紹介 

ENEX2021 2020 年 12 月 

4 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱冷暖房シ
ステムの紹介 

EE東北’21 2021 年 6 月 

5 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システム やまがたSDGsフェス
タ 

2021 年 9 月 

6 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システム ENEX2022 2022 年 1 月 

7 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システム EE東北‘22 2022 年 6 月 

8 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システム REIFふくしま2022 2022 年 10 月 

9 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システム やまがた環境展2022 2022 年 10 月 

10 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システム ENEX2023/第3回全国
地中熱フォーラム 

2023 年 2 月 

11 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システム ゆきみらい2023in会
津 

2023 年 2 月 

12 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システム 2023NEW環境展 2023 年 5 月 
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13 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システム REIFふくしま2023 2023 年 10 月 

14 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システム やまがた環境展2023 2023 年 10 月 

15 － 日本地下水開発
株式会社 

高効率帯水層蓄熱システム ふゆトピア2023in北
広島 

2024 年 1 月 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

添付資料-23 
 

(4)寒冷地の ZEB・ZEH に導入する低コスト・高効率間接型地中熱ヒートポンプシステムの技術開発 
【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT
※出願 

査読

付き その他 学会等での

発表・講演 
新聞・雑誌

等への掲載 その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 9 件 2 件 1 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 3 件 0 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 0 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 6 件 1 件 0 件 

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    

 
【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

        
 
【論文】 
番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ペー

ジ番号 
査読 発表年月 

1 Takao Katsura, 
Yoshitaka 
Sakata, Lan 
Ding, Katsunori 
Nagano 

北海道大学 Development of 
Simulation Tool for 
Ground Source Heat 
Pump Systems 
Influenced by Ground 
Surface 

Energies 
2020, 13, 
4491 

有 2020 年 8 月 

2 Armed A. 
Serageldin, Ali 
Radwan, Takao 
Katsura, 
Yoshitaka 
Sakata, 
Shigeaki 
Nagasaka, 
Katsunori 
Nagano 

北海道大学 Parametric analysis, 
response surface, 
sensitivity analysis, and 
optimization of a novel 
spiral-double ground 
heat exchanger 

Energy 
Conversion 
and 
Management, 
Volume 240 

有 2021 年 6 月 

3 Kunning 
Yang, Takao 
Katsura, 
Shigeyuki 
Nagasaka, 
Katsunori 
Nagano 

北海道大
学 

Development and 
application of a new 
calculation method for 
double spiral 
ground heat 
exchangers 

Energy and 
Buildings 
291, 
113144 

有 2023 年 5 月 

4 Kunning 
Yang, Takao 
Katsura, 
Shigeyuki 
Nagasaka, 
Katsunori 
Nagano 

北海道大
学 

Analyzing the 
Performance of 
Double Spiral Tube 
Ground Heat 
Exchangers in a Zero-
Energy Building 
Using Measurement 
Data 

Energies 
16, 6964 

有 2023 年 10 月 
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5 Takao 
Katsura, 
Katsuya 
Saito, 
Motoaki, Oe, 
Katsunori 
Nagano 

北海道大
学 
イノアッ
ク住環境 

Installation Cost and 
Heat Extraction 
Performance Analysis 
of H-shaped PC Pile 
Ground Heat 
Exchangers for Small 
Buildings 

Energies 
17, 6964 

有 2024 年 2 月 

 
【外部発表】 
(a)学会発表・講演 
番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1 今井智紀 サンポット
株式会社 

地中熱自然冷媒ヒートポンプ
給湯機と冷暖房ヒートポンプ
による地下水熱システム 

地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 
第 16 回研究発表会 

2020 年 9 月 10 日 

2 土谷一仁 
岡本淳 
佐藤翔平 
葛隆生 
長野克則 
鎌田泰地 

サンポット
株式会社 

ZEH/環境配慮型住宅の再エ
ネ熱利用_地中熱ダクトエア
コン 第１報 

地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 
第 16 回研究発表会 

2020 年 9 月 10 日 

3 葛隆生 
長野克則 
鎌田泰地 
岡本淳 
佐藤翔平 
土谷一仁 

北海道大学 ZEH/環境配慮型住宅の再エ
ネ熱利用_地中熱ダクトエア
コン 第 2 報 

地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 
第 16 回研究発表会 

2020 年 9 月 10 日 

4 鎌田泰地 
葛隆生 
長野克則 
岡本淳 
佐藤翔平 
土谷一仁 

北海道大学 ZEH/環境配慮型住宅の再エ
ネ熱利用_地中熱ダクトエア
コン 第 3 報 

地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 
第 16 回研究発表会 

2020 年 9 月 10 日 

5 Armed A. 
Serageldin, 
Takao 
Katsura, 
Yoshitaka 
Sakata, 
Shigeaki 
Nagasaka, 
Kazumasa 
Suga, 
Katsunori 
Nagano 

北海道大学 Thermo-hydraulic 
comparison between 3U, 
spiral and double spiral 
Energy-pile heat exchanger 

地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 
第 16 回研究発表会 

2020 年 9 月 10 日 

6 葛隆生 
長野克則 
阪田義隆 
荒谷紀之 
田中大裕 
齊藤克也 
渡辺伸央 
田中信也 
大江基明 
安江伸二 
岡本淳 
佐々木圭輔 

北海道大学 寒冷地の ZEB・ZEH に導入
する低コスト・高効率間接型
地中熱ヒートポンプシステム
の開発 

地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 
第 16 回研究発表会 

2020 年 9 月 10 日 
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7 葛隆生 
Armed A. 
Serageldin 
Ali Radwan 
阪田義隆 
長野克則 

北海道大学 数値流体解析を用いた新型地
中熱交換器の性能評価 

日本冷凍空調学会
2020 年度年次大会 

2020 年 9 月 11 日 

8 鎌田泰地 
葛隆生 
大原知哉 
長野克則 

北海道大学 ZEH に導入する低コスト地
中熱ヒートポンプシステムの
シミュレーションによる検討 

空気調和・衛生工学会
北海道支部第 55 回学
術講演会 

2021 年 3 月 17 日 

9 前田基宏 
葛隆生 
小司優陸 
長野克則 

北海道大学 ZEH・ZEB に導入する低コ
スト地中熱交換器の採熱性能
の実測による評価 

空気調和・衛生工学会
北海道支部第 55 回学
術講演会 

2021 年 3 月 17 日 

10 葛隆生 
長野克則 
阪田義隆 
荒谷紀之 
田中大裕 
齊藤克也 
渡辺伸央 
田中信也 
大江基明 
安江伸二 
岡本淳 
佐々木圭輔 

北海道大学 寒冷地の ZEB・ZEH に導入
する低コスト・高効率間接型
地中熱ヒートポンプシステム
の開発 

地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 
第 17 回研究発表会 

2021 年 7 月 2 日 

11 前田基宏 
葛隆生 
小司優陸 
長野克則 

北海道大
学 

ZEH・ZEBに導入する低
コスト地中熱交換器の採熱
性能の実測による評価 

空気調和・衛生工学
会 令和3年度大会
学術講演会 (福島) 
 

2021年9月15日～
17日 

12 前田基宏 
葛隆生 
小司優陸 
長野克則 

北海道大
学 

浅層地盤を用いた水平型地
中熱交換器の性能予測シミ
ュレーションツールの開発 
（第1報）水平ユニット方
式地中熱交換器のシミュレ
ーション手法の開発 

空気調和・衛生工学
会北海道支部第56回
学術講演会 

2022年3月17日 

13 楊坤寧 
葛隆生 
長野克則 

北海道大
学 

ダブルスパイラル型地中熱
交換器のシミュレーション
ツールの開発とその応用 

空気調和・衛生工学
会 令和4年度大会
学術講演会 (神戸) 

2022年9月14日～
16日 

14 楊坤寧 
葛隆生 
長野克則 

北海道大
学 

ダブルスパイラル型地中熱
交換器のシミュレーション
ツールの開発とその応用 

2022年度日本冷凍空
学会年次大会 

2022年9月7日～9
日 

15 葛隆生 
長野克則 

北海道大
学 

ネット・ゼロ・エネルギ
ー・ハウスに導入する低コ
スト地中熱ヒートポンプシ
ステムに関する研究 

2022年度日本冷凍空
学会年次大会 

2022年9月7日～9
日 

16 陳道軒 
葛隆生 
長野克則 

北海道大
学 

Performance prediction 
and investigation on 
potential of application of 
ground source heat pump 
system applying H-type 
PC pile ground heat 
exchanger 

空気調和・衛生工学
会北海道支部第57回
学術講演会 

2023年3月16日 

17 楊坤寧 
葛隆生 
永坂茂之 
長野克則 

北海道大
学 

Development and 
application of a new 
calculation method for 
double spiral ground heat 
exchangers 

14th IEA Heat 
Pump Conference, 
Chicago 

2023年5月15日～
18日 
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18 楊坤寧 
葛隆生 
永坂茂之 
長野克則 

北海道大
学 

ダブルスパイラル型地中熱
交換器の実測データによる
性能分析 

空気調和・衛生工学
会 令和5年度大会
学術講演会 (福井) 

2023年9月6日～8
日 

19 陳道軒 
葛隆生 
長野克則 

北海道大
学 

H型PC杭利用地中熱交換
器を用いた地中熱ヒートポ
ンプシステムの性能予測と
導入ポテンシャル検討 

2023年度日本冷凍空
学会年次大会 

2023年9月6日～8
日 

20 楊坤寧 
葛隆生 
永坂茂之 
長野克則 

北海道大
学 

ダブルスパイラル型地中熱
交換器の実測データによる
性能分析 

2023年度日本冷凍空
学会年次大会 

2023年9月6日～8
日 

21 葛隆生 北海道大
学 

寒冷地のZEB・ZEHを実
現する低コスト地中熱ヒー
トポンプシステム 

令和5年度電気有効
活用セミナー 

2024年2月1日 

22 楊坤寧 
葛隆生 
永坂茂之 
長野克則 

北海道大
学 

ダブルスパイラル型PHC
杭兼用地中熱交換器の仕様
最適化に関する研究 

空気調和・衛生工学
会北海道支部第58回
学術講演会 

2024年3月14日 

 
 
(b)新聞・雑誌等への掲載 
番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1 － コンソーシアム 6
者 

地中熱 HP、2 割安
く 

電気新聞 2020 年 2 月 6 日 

2 － コンソーシアム 6
者 

地中熱で冷暖房 ゼ
ロ･エネ･ビル研究 

北海道新聞 2020 年 2 月 6 

3 － コンソーシアム 6
者 

寒冷地で ZEB 普及
を 

空調タイムズ 2020 年 6 月 4 日 

4 － 北海道電力 北電「ゼロエネビ
ル」に注力 

北海道新聞 2021 年 1 月 21 日 

5 葛 隆
生 

北海道大学 小規模建物の低コ
スト地中熱ヒート
ポンプ研究事例  
寒冷地の地中熱利
用をコスト低減で
もっと身近に 

ほくでんエネモール
biz Magazine Vol.8, 
p.5 

2024 年 3 月 

 
(c)その他(展示会への出展など) 
番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 
1 － 北海道電力 寒冷地での ZEB 普及に

向けた実証研究 
経団連 チャレンジ・
ゼロ 

2020 年 11 月 6
日 
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②太陽熱等利用システムの高度化技術開発 
(1)天空熱源ヒートポンプ(SSHP)システムのライフサイクルに亘るコスト低減・性能向上技術の開発 

【件数・内訳】 
  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その他 学会等での

発表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2020FY 1 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 1 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 2 件 1 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 2 件 0 件 2 件 
2023FY 1 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 1 件 

 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)     
【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 ゼネラルヒート
ポンプ工業 
鹿島建設 

特願
2020-
137826 

国内 2020年8月18日 出願中 ヒートポン
プ 

ゼネラルヒ
ートポンプ
工業 
鹿島建設 

2 同上 特願
2024-
064304 

同上 2024年4月11日 出願 ヒートポン
プ 

同上 

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)  

 

【論文】 
番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1 土田千聖 名古屋大
学 

Operating 
Characteristics of the 
Sky-source Heat Pump 
System installed in a 
Real Building during 
Winter 

GRE2022 有 2022 年 11 月 

 

【外部発表】 
(a)学会発表・講演 
番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 
１ 塩谷正樹 鹿島建

設 
天空熱源ヒートポンプシステムの
ライフサイクルに亘るコスト低減
と性能向上技術の開発 
（第１報）開発概要と実験による
暖房時性能評価 

空気調和衛生工学会
大会 

2020年9月 

2 鶴見隆太 日建設
計総合
研究所 

同上 （第2報）シミュレーショ
ンによる年間エネルギー性能評価 

同上 同上 

3 鶴見隆太 日建設
計総合
研究所 

同上 （第３報）シミュレーショ
ンを用いたシステム改良とモデル
オフィスを対象にした 
ケーススタディ 

同上 2021年9月 
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4 下泰蔵 鹿島建
設 

同上 （第4 報）実建物での実証
に向けた実験による冷房・暖房性
能評価 

同上 2021年9月 

5 文 可 東京大
学 

同上 （第6 報）ANN による天
空熱源ヒートポンプシステムのモ
デル予測制御手法の開発 

同上 2021年9月 

6 塩谷正樹 鹿島建
設 

同上 （第7 報）実建物での実証
システム概要と初年度夏期運転実
績 

同上 2022年9月 

7 土田千聖 名古屋
大学 

同上 （第8報） 実建物での 初
年度冬期運転実績 

同上 2022年9月 

8 土田千聖 名古屋
大学 

同上 （第10報） 期間別稼働実
態とエネルギーフロー評価 

同上 2023年9月 

9 文 可 東京大
学 

同上 (第5報)Modelicaによる天空
熱源ヒートポンプシステムのモデ
リング 

日本建築学会大会 2021年9月 

10 土田千聖 名古屋
大学 

同上 (第9 報) 汎用EHP に対する

SSHP システムの年間エネルギー性

能評価 

同上 2023年9月 

11 塩谷正樹 鹿島建
設 

Development of Sky Source Heat 
Pump System 

IAQVEC2023 2023年5月 

 

(b)新聞・雑誌等への掲載 
番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 
１ 塩谷正樹 鹿島建設㈱ 再生可能エネルギー熱を多

角的に活用する「天空熱源
ヒートポンプ空調システ
ム」の実証運転を開始 

― 
2021 年 12
月 16 日 

2* 
― 

豊田自動織機 豊田自動織機大府工場「再
生可能エネルギー熱利用空
調システム」お披露目式を
開催 

― 
同上 

*豊田自動織機は NEDO コンソーシアムメンバーではないが、実証場所提供者として件数に計上。 
 

(c)その他(展示会への出展など) 
番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 
1 塩谷正樹 鹿島建設 多角的な再生可能エネルギ

ーを活用した 
高効率ヒートポンプ 

地中熱設計セミナー～
NEDO:再生可能エネル
ギー熱利用技術開発～ 
 

2020 年 9 月 
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(2)温泉熱等の再エネ熱を活用した分散熱源による熱源水ネットワークシステムのトータルコスト低 
減技術開発 
【件数・内訳】 
  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会等での

発表・講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 0 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 0 件 

 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)     

 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

        
(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)  
 
【論文】 
番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

       
 
【外部発表】 
(a)学会発表・講演 
番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 
1 三毛正仁 株式会社総合設備

コンサルタント 
温泉熱等の再エネ熱を活
用した分散熱源による熱
源水ネットワークシステ
ムのトータルコスト低減
技術開発 

令和3年度第1回地
下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

2021年7月 

2 戴 錦承 公立大学法人 大
阪 大阪市立大学
（現 大阪公立大
学） 

温泉熱の面的利用システ
ムに関する研究 熱源水
ネットワークシステム内
の熱収支の確認 

2021年度（51回）
空気調和・衛生工学
会近畿支部学術研究
発表会 

2022年3月 

3 戴 錦承 公立大学法人 大
阪 大阪市立大学
（現 大阪公立大
学） 

温泉熱の面的利用システ
ムに関する研究－無断
熱・直埋設方式の熱源水
地域配管からの熱損失－ 

令和4年度（52回）
空気調和・衛生工学
会近畿支部学術研究
発表会 

2023年3月 

4 戴 錦承 公立大学法人 大
阪 大阪市立大学
（現 大阪公立大
学） 

Evaluation of Heat 
Transferred Between 
Facilities via An 
Uninsulated-Pipe 
Network on A Heat-
Source Water Network 

Conference 
Proceedings of The 
18th International 
Symposium on 
District Heating 
and Cooling 

2023年9月 

5 澤部孝一 株式会社 総合設
備コンサルタント 
環境・エネルギー

温泉ホテルにおける温泉
熱賦存量と熱需要量の把
握及び温泉熱利用の可能

令和5年度 空気・
調和衛生工学会大会
（福井） 

2023年9月 
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ソリューション部 性検討 
(b)新聞・雑誌等への掲載 
番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 
1      

(c)その他(展示会への出展など) 
番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 
1      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

添付資料-31 
 

③高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発 
(1)見かけ熱伝導率の推定手法と簡易熱応答試験法および統合型設計ツールの開発・規格 

【件数・内訳】 
  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会等での

発表・講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 3 件 0 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 11 件 1 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 7 件 0 件 0 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 4 件 1 件 9 件 0 件 1 件 

 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    

 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)  
    

【論文】 
番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1 内田洋平 
吉岡真弓 

シュレスタ  ガウ
ラブ  

石原武志  
冨樫聡  

 

産総研 
産総研 
産総研 
産総研 
産総研 

水文地質情報に
基づく地中熱ポ
テンシャル評価
に関する研究 

地盤工学会誌，70(9)，11-
16． 

有 2022 年 9 月 

2 田中智士 秋田大
学 

Field tests and 
numerical 
simulation of a 
novel thermal 
response test 
equipment for 
water wells 

Proc., IGSHPA Research 
Track 2022 

有 2022 年 12
月 

3 冨樫聡 
石原武志 

産総研 
産総研 

熱応答試験方法
の概要と技術開
発の動向 

建築設備と配管工事，
61(10)，46-50. 

無 2023 年 8 月 

4 

井上順広 東京海
洋大学 

Experiment on 
condensation 
performance 
and flow 
visualization in 
layered 
microchannel 
heat 
exchangers 

26th International 
Congress of 
Refrigeration, IIR/IIF, 
Paris France, Paper 
ID.854, DOI: 
10.18462/iir.icr.2023.0854 

有 2023 年 8
月  

5 田中智士 秋田大
学 

Field Tests and 
Numerical 

Proc., Stanford 
Geothermal Workshop 

有 2024 年 02
月 
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Simulation of 
Thermal 
Response Test 
Equipment 
Applicable to 
Water Wells of 
Large 
Diameters 

2024 

6 藤井光 秋田大
学 

Development of 
thermal 
response test 
equipment 
applicable to 
water wells of 
large diameters 

Proc., IGSHPA Research 
Track 2024 

有 2024 年 05
月 

 

【外部発表】 
(a)学会発表・講演 
番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1 冨樫聡  
内田洋平  

ほか  

産総研  
産総研  

地形情報を用いた地下水面
推計の試み  

日本地下水学会・
2020年度秋季講
演会  

2020年
11月  

2 長野克則  
葛隆生  

阪田義隆  
Ahmed A. Serage

ldin 
藤井光  

内田洋平  

北大  
北大  
北大  
北大  

 
秋田大  
産総研  

再生可能エネルギー熱利用
にかかるコスト低減技術開
発における見かけ熱伝導率
の推定手法と簡易熱応答試
験法および統合型設計ツー
ルの開発・規格化：その1
研究開発の全体概要  

空気調和・衛生工
学会北海道支部第
55回学術講演会  

 

2021年  
3月  

3 阪田義隆  
葛隆生  

長野克則  
Ahmed A. Serage

ldin 
チェホビョン  

北大  
北大  
北大  
北大  

 
北大  

再生可能エネルギー熱利用
にかかるコスト低減技術開
発における見かけ熱伝導率
の推定手法と簡易熱応答試
験法および統合型設計ツー
ルの開発・規格化：その2
国土地盤物性推定データベ
ースの整備  

空気調和・衛生工
学会北海道支部第
55回学術講演会  

 

2021年  
3月  

4 Ahmed A. Serageld
in 

Katsunori Nagano 
Takao Katsura 

Yoshitaka Sakata 
Chae Hobynung 

北大  
 

北大  
北大  
北大  
北大  

Investigation on the impact 
of groundwater flow velocity 
on the relationship between 
effective and apparent 
thermal conductivities of the 
soil 

空気調和・衛生工
学会北海道支部 
第55回学術講演会 

2021年3
月  

5 金子翔平  
冨樫聡  

シュレスタガウラ
ブ  

アリフウィディア
トモジョ内田洋平  

産総研  
産総研  
産総研  

 
産総研  

 
 

産総研  

原位置実験にもとづく  オー
プンループ  方式地中熱利用
システムの適地判定技術の
開発（その1）  

日本地下水学会・
2021年度春季講

演会  

2021年  
5月  

6 阪田義隆  
葛隆生  

長野克則  
Ahmed A. Serage

ldin 
チェホビョン  

北大  
北大  
北大  
北大  

 
北大  

地下水流れが地盤の有効熱
伝導率に与える影響（見か
け熱伝導率）に関する考察  

日本地下水学会・
2021年度春季講

演会  

2021年  
5月  
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7 富樫英介  
 

葛隆生  
長野克則  

工学院
大学  
北大  
北大  

地中熱利用システム設計の
ためのプログラム連携法の
検討  
 

地下熱利用とヒー
トポンプシステム
研究会第17回研

究発表会  

2021年7
月  

8 阪田義隆  
葛隆生  

長野克則  
Ahmed A. Serage

ldin 
チェホビョン  

北大  
北大  
北大  
北大  

 
北大  

地下水流れが地盤の有効熱
伝導率に与える影響（見か
け熱伝導率）に関する数値
TRT分析  

地下熱利用とヒー
トポンプシステム
研究会第17回研

究発表会  

2021年7
月  

9 阪田義隆  
葛隆生  

長野克則  

北大  
北大  
北大  

確率論的アプローチに基づ
く全国地盤物性推定データ
ベースの構築と次の展開に
向けて  

第56回地盤工学
研究発表会  

2021年7
月  

10 内田洋平  
冨樫聡  

シュレスタ  ガウラ
ブ  

石原武志  
吉岡真弓  

アリフウィディア
トモジョ  
金子翔平  

産総研
産総研
産総研  

 
産総研
産総研
産総研  

 
産総研  

水文地質情報を用いた見か
け熱伝導率推定手法の開発  

日本地熱学会令和
3年学術講演会  

2021年
10月  

11 吉岡真弓  
内田洋平  
冨樫聡  

シュレスタ  ガウラ
ブ  

石原武志  

産総研  
産総研  
産総研  
産総研  

 
産総研  

京都盆地における地下浅層
の熱伝導率に関する検討  

日本地熱学会令和
3年学術講演会  

2021年
10月  

12 シュレスタ  ガウラ
ブ  

冨樫聡  
内田洋平  

産総研  
 

産総研  
産総研  

地中熱利用のための島嶼に
おける水文地質・地下水流
動モデルモデルの構築  

日本地熱学会令和
3年学術講演会  

2021年
10月  

13 金子翔平  
冨樫聡  

シュレスタ  ガウラ
ブ  

アリフウィディア
トモジョ  
内田洋平  

産総研  
産総研  
産総研  

 
産総研  

 
産総研  

上向きの地下水流れ発生地
域における原位置地下水注
水実験  

日本地熱学会令和
3年学術講演会  

2021年
10月  

14 石原武志  産総研  佐賀県唐津平野の浅部地下
地質構造と有効熱伝導率分
布  

日本地理学会202
2年春季学術大会  

2022年3
月  

15 廣瀬陽大 
長野克則 
阪田義隆 

北大  
北大  

金沢大  

地中温度分布の推定及び全国
データベース構築に関する研
究 

空気調和・衛生工
学会  北海道支部  
第56回学術講演

会  

2022年3
月  

16 石原武志  
吉岡真弓  

シュレスタ  ガウラ
ブ  

金子翔平  
冨樫聡  

内田洋平  

産総研  
産総研  
産総研  

 
産総研  
産総研  
産総研  

佐賀県唐津平野における浅
部地下地質構造解析および
熱応答試験結果  

日本地球惑星科学
連合2022年大会  

2022年5
月  

17 金子翔平  
冨樫聡  

シュレスタ  ガウラ
ブ  

アリフウィディア

産総研  
産総研  
産総研  

 
産総研  

原位置実験にもとづくオー
プンループ方式地中熱利用
システムの適地判定技術の
開発（その2）  

日本地下水学会・
2022年度春季講

演会  

2022年5
月  
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トモジョ  
内田洋平  

 
産総研  

18 冨樫聡  
内田洋平  

産総研  
産総研  

 

見かけ熱伝導率推定手法の
開発（その１）AI 解析に
基づく地下水面等高線と流
跡線の簡易推定  

日本地下水学会・
2022年度秋季講

演会  

2022年
10月  

19 石原武志  
内田洋平  

シュレスタ  ガウラ
ブ  

金子翔平  

産総研  
産総研  
産総研  
 
産総研  

沖縄県名護市で掘削したオ
ールコアの層相と熱応答試
験結果の比較  

日本地熱学会令和
4年学術講演会  

2022年
11月  

20 田中智士  秋田大
学  

水井戸に適用可能な簡易型
TRT装置のフィールド試験
およびケーススタディ  

日本地熱学会  令
和4年学術講演会
（東京）  

2022年
11月  

21 石原武志  
冨樫聡  

内田洋平  

産総研  
産総研  
産総研  

Apparent thermal 
conductivity by geology 
obtained from thermal 
conductivity profiling 

Grand 
Renewable 
Energy 2022 
International 
Conference 

2022年
12月  

22 田中智士  秋田大
学  

Field tests and numerical 
simulation of a novel 
thermal response test 
equipment for water wells 

IGSHPA 
Research Track 
2022 IGSHPA 
Research Track 
2022 

2022年
12月  

23 石原武志  
冨樫聡  

吉岡真弓  
内田洋平  

産総研  
産総研  
産総研  
産総研  

ケーブル方式熱応答試験で
推定した見かけ熱伝導率の
地質ごとの特徴  

日本地球惑星科学
連合2023年大会  

2023年5
月  

24 石原武志  
内田洋平  
冨樫聡  

産総研  
産総研  
産総研  

佐賀県唐津地域における地
中熱性能評価のための地
質・熱物性調査  

日本地熱学会令和
5年学術講演会  

2023年
11月  

25 田中智士  秋田大
学  

大口径水井戸に適用可能な
簡易型TRT装置のフィール
ド試験  

日本地熱学会  令
和5年学術講演会
（岐阜）  

2023年
11月  

26 
井上順広 東京海

洋大学 

Heat Transfer Performance 
of Layered Microchannel 
Heat Exchangers 

2024 ASHRAE 
Winter 
Conference, 
Chicago, UAS. 

2024年1
月  

27 田中智士  秋田大
学  

Field Tests and Numerical 
Simulation of Thermal 
Response Test Equipment 
Applicable to Water Wells 
of Large Diameters 

Stanford 
Geothermal 
Workshop 2024 

2024年
02月  

28 
賀方  

長野克則  
葛隆生 

北大  
北大  

北大  

簡易熱応答試験法の研究開
発  

空気調和・衛生工
学会  北海道支部  
第58回学術講演
会  

2024年3
月  

29 野口凌吾 
神山将太郎 
地下大輔 
井上順広 

賀方 
長野克則 

海洋大 
海洋大 
海洋大
海洋大 
北大  

北大  

大深度300m地中熱交換器の基
本特性 

空気調和・衛生工
学会 北海道支部 
第58回学術講演会 

2024年3
月  

30 井上順広 
野口凌吾 
地下大輔 

 
佐川賢太郎 

海洋大 
海洋大
海洋大 
富士通
ゼネラ 

積層型マイクロチャンネル熱
交換器の伝熱性能 

空気調和・衛生工
学会 北海道支部 
第58回学術講演会 

2024年3
月  
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ル 
31 藤井光  秋田大

学  
Development of thermal 
response test equipment 
applicable to water wells 
of large diameters 

IGSHPA 
Research Track 
2024 

2024年
05月  

 

 

(b)新聞・雑誌等への掲載 
番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 
1 長野克則  北大  GSHP のコスト低減技

術規格化へ  
空調タイムス（2021
年3月24日発行）  

2021 年 3
月  

2 長野克則  北大  深度 300m 地中熱利用
へ  

北海道建設新聞
（2021年3月31日発
行）  

2021 年 3
月  

3 長野克則  北大  深さ 300m の地中熱冷
暖房利用に  

北海道新聞（2021年3
月31日発行）  

2021 年 3
月  

4 長野克則  北大  地中熱利用システムの
コスト低減を  

空調タイムス（2021
年4月21日発行）  

2021 年 4
月  

 

(c)その他(展示会への出展など 
番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 
1 金子翔平 

冨樫聡 
石原武志 

産総研  
産総研  
産総研  

地中熱利用システム～
足元にある再生可能エ
ネルギー～ 

地質情報展2023きょ
うと－地質を知って
まもる古都の未来－ 

2023 年 9 月 
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(2)オープンループ方式地中熱利用における最適設計方法の研究 
【件数・内訳】 
  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その他 学会等での

発表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 5 件 0 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 8 件 0 件 0 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 5 件 0 件 0 件 

 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)     

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

        
(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)  

 

【論文】 
番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 
1 永井綾音,

大谷具幸 
岐阜大学 室内浸透装置による還元

井の目詰まり実験 
Kansai Geo-
Symposium 2022 論文
集 

有 2022 年 11 月 

2 伊藤浩子,
大谷具幸,
三輪義博,
嶋田純也,
加藤裕将,
藤原照幸,
戸塚雄三,
水谷光太
郎,北田奈
緒子 

地域地盤
環境研究
所、岐阜
大、東邦
地、
KANSO
テクス、
テイコク 

地盤調査ボーリング孔を
利用した透水係数推定手
法の高精度化に関する検
討－三重県四日市市での
調査事例－ 

Kansai Geo-
Symposium 2022 論文
集 

有 2022 年 11 月 

3 R. 
Permanda, 
T. Ohtani 

岐阜大学 Thermal impact by 
open-loop geothermal 
heat pump systems in 
two different local 
underground conditions 
on the alluvial fan of the 
Nagara River, Gifu city, 
Central Japan 

Energies , 6816 有 2022 年 12 月 

4 藤原照幸,
大谷具幸,
三輪義博,
中江あす
か,加藤裕
将,伊藤浩
子,水谷光
太郎,北田
奈緒子,平
野浩一 

地域地盤
環境研究
所、岐阜
大、東邦
地、
KANSO
テクノス 

地盤調査ボーリング孔を
利用した透水係数推定手
法の高精度化に関する検
討－京都府八幡市での調
査事例－ 

Kansai Geo-
Symposium 2023 論文
集 

有 2023 年 11 月 
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【外部発表】 
(a)学会発表・講演 
番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 
1 大谷具幸,

米田真由 
岐阜大学 オープンループ方式地中熱利用

ヒートポンプシステムにおける
還元井の目詰まり速度 

日本地熱学会令和3
年学術講演会 

2021年10月 

2 米田真由,
相馬光志,
大谷具幸 

岐阜大学 還元井の目詰まり物質の分析に
よる目詰まり要因の解明 

日本地熱学会令和3
年学術講演会 

2021年10月 

3 正木一郎,
大谷具幸 

岐阜大学 オープンループ方式の地中熱利
用ヒートポンプシステムにおけ
る地下水配管の配管抵抗 

日本地熱学会令和3
年学術講演会 

2021年10月 

4 R. 
Permanda, 
T. Ohtani 

岐阜大学 Thermal Environmental 
Impact Evaluation of Open-
Loop Geothermal Heat Pump 
Operating in Alluvial Fan of 
the Nagara River, Gifu city, 
Central Japan 

日本地熱学会令和3
年学術講演会 

2021年10月 

5 伊藤浩子,
藤原照幸,
濱田晃之,
北田奈緒子 

地域地盤環
境研究所 

地盤情報データベースからみた
被圧地下水の透水係数に関する
予察的検討 

Kansai Geo-
Symposium 2021 

2021年11月 

6 伊藤浩子,
大谷具幸,
三輪義博,
嶋田純也,
加藤裕将,
戸塚雄三,
藤原照幸,
水谷光太
郎,北田奈
緒子 

地域地盤環
境研究所,
岐阜大学,
東邦地
水,KANSO
テクノス,
テイコク 

地盤調査ボーリング孔を利用し
た透水係数推定手法の高精度化
に関する検討（速報）－三重県
四日市市での調査事例－ 

日本地下水学会2022
年春季講演会 

2022年5月 

7 米田真由,
大谷具幸 

岐阜大学 目詰まり物質の分析による地中
熱利用システムの還元井におけ
る目詰まり要因の推定 

日本地球惑星科学連
合2022年大会 

2022年5月 

8 伊藤浩子,
濱田晃之,
藤原照幸,
北田奈緒
子,大谷具
幸 

地域地盤環
境研究所,
岐阜大学 

大阪地域における被圧地下水の
透水係数に関する予察的検討－
地中熱利用の観点から－ 

日本地球惑星科学連
合2022年大会 

2022年5月 

9 大谷具幸,
米田真由 

岐阜大学 オープンループ方式地中熱利用
システムにおける還元井の目詰
まり形成の進展 
 

令和4年度日本応用
地質学会研究発表会 
 

2022年10月 

10 濱田晃之,
藤原照幸,
北田奈緒
子,伊藤浩
子,大谷 具
幸,戸塚雄
三,鈴木優
太 

地域地盤環
境研究所,
岐阜大学,
テイコク 

地盤情報データベースからみた
被圧地下水の透水係数に関する
予察的検討（その2） 

Kansai Geo-
Symposium 2022 

2022年11月 

11 大谷具幸,
伊藤浩子,
藤原照幸,
水谷光太

岐阜大学,
地域地盤環
境研究所,
テイコク,

小口径ボーリング孔を用いた砂
層における各種透水係数推定手
法の比較検討 

日本地熱学会令和4
年学術講演会 

2022年11月 
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郎,北田奈
緒子,戸塚
雄三,三輪
義博,嶋田
純也,加藤
裕将 

東邦地
水,KANSO
テクノス 

12 永井綾音,
大谷具幸 

岐阜大学 地下水透水実験による目詰まり
現象の解明 

日本地熱学会令和4
年学術講演会 

2022年11月 

13 R. 
Permanda, 
T. Ohtani 

岐阜大学 Numerical Simulation on 
Regional Aquifer Thermal 
Energy Storage in the Alluvial 
Fan of the Nagara River, Japan 

日本地熱学会令和4
年学術講演会 

2022年11月 

14 大谷具幸 岐阜大学 最近の地中熱利用の動向と 
普及拡大に向けた技術開発の取
り組みについて 

地下水循環型地中採
放熱システム工法協
会令和5年度特別講
演会 

2023年6月 

15 大谷具幸 岐阜大学 オープンループ方式地中熱利用
の還元井の目詰まり速度 

日本応用地質学会中
部支部令和5年度技
術交流会 

2023年7月 

16 大谷具幸, 
R. 
Permanda,
米田真由,
永井綾音,
三輪義博,
正木一郎 

岐阜大学、
東邦地水、
ゼネラルヒ
ートポンプ
工業 

濃尾平野におけるオープンルー
プ方式地中熱利用の研究開発 

日本地熱学会令和5
年学術講演会 

2023年11月 

17 大谷具幸,
近藤武士,
伊藤浩子,
戸塚雄三 

岐阜大学,
日建設計総
合研究
所,GRI 財
団,テイコ
ク 

オープンループ方式地中熱利用
における最適設計方法の研究開
発 

日本地熱学会令和5
年学術講演会 

2023年11月 

18 椎名優貴,
永井綾音, 
青山大晟,
小島綾悟,
大谷具幸 

岐阜大学 地下水透水実験による還元井の
目詰まり現象の解明 

日本地熱学会令和5
年学術講演会 

2023年11月 

 

(b)新聞・雑誌等への掲載 
番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 
      

 

(c)その他(展示会への出展など) 
番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 
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3.NEDO による論文・外部発表等の等の件数 
【件数・内訳】  

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その他 学会等での

発表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

2019FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 7 件 0 件 0 件 
2020FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 7 件 4 件 0 件 
2021FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 6 件 3 件 0 件 
2022FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 7 件 1 件 0 件 
2023FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 0 件 

 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)     
            

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

        
(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)  
 
【論文】 
番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

       
 

【外部発表】 
(a)学会発表・講演 
番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 
1 谷口聡子 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利

用の現状とNEDOの取組
み 

第１４回再生可能エネル
ギー世界展示会「NEDO
プロジェクトセミナー」 

2019年7月11日 

2 阿部一也 新エネルギー部 NEDO事業説明 2019年度NEDO新エネ
ルギー成果報告会 

2019年10月17
日 
 

3 谷口聡子 新エネルギー部 NEDOの地中熱利用技術
開発 

全国地中熱フォーラム
2019 

2019年11月11
日 

4 谷口聡子 新エネルギー部 地熱・再生可能エネルギ
ー熱関係の研究開発（再
エネ熱） 

2019年度 地熱発電・熱
水活用研究会 

2019年11月26
日 

5 谷口聡子 新エネルギー部 NEDOの地中熱利用技術
開発 

ENEX2020 地中熱セ
ミナー 

2020年1月29日 

6 谷口聡子 新エネルギー部 NEDOの地中熱利用技術
開発 

第4回みやぎ地中熱利用
研究会 

2020年2月6 

7 上本雄也 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用にかかるコスト低減技
術開発 

バイオマスエネルギーの
地域自立システム化実証
事業ワークショップ『ポ
ストFIT時代に向けたエ
ネルギー利用モデルの構
築』 

2020年2月25日 
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8 谷口聡子 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用の技術開発 

日本冷凍空調学会「再生
可能エネルギー熱利用の
最前線」 

2020年9月9日 

9 谷口聡子 新エネルギー部 NEDOの地中熱利用技術
開発 

令和元年度 第４回「地
下熱利用とヒートポンプ
システム研究会」 

2020年9月10日 
 

10 谷口聡子 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用の技術開発動向 

化学工学会第51回秋季大
会 

2020年9月24日 

11 上本雄也
谷口聡子 

新エネルギー部 NEDOにおける再生可能
エネルギー熱のロードマ
ップ作成に向けた取り組
み 

日本地熱学会令和3年学
術講演会（仙台大会） 

2020年10月26
日 

12 谷口聡子 新エネルギー部 NEDOの地中熱利用技術
開発 

RE2020「地熱・地中熱
の持続的開発を目指し
て」 

2020年12月7日 

13 谷口聡子 新エネルギー部 NEDO事業説明 2020年度NEDO新エネ
ルギー成果報告会 

2021年2月1日 

14 上本雄也 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用にかかるコスト低減技
術開発事業について 

NEDO3部合同事業説明
会 

2021年2月9日 

15 谷口聡子 新エネルギー部 脱炭素社会に向けた再エ
ネ熱の導入拡大の取組 

福島県再生可能エネルギ
ー関連産業推進研究会 
令和３年度 第１回エネ
ルギーネットワーク分科
会 

2021年9月21日 

16 谷口聡子 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用の技術開発 

日本冷凍空調学会 Web 
セミナー 「持続可能な
社会を目指した建築設
備」 

2021年10月 

17 大竹正巳 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用に関わるNEDOの取り
組み 

豊田自動織機大府工場 
“再生可能エネルギー熱
利用空調システム”お披
露目式 

2021年12月16
日 

18 大竹正巳 新エネルギー部 「再生可能エネルギー熱
利用にかかるコスト低減
技術開発」の概要 

第16回再生可能エネルギ
ー世界展示会 

2022年1月27日 

19 大竹正巳 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用の技術開発 

日本太陽エネルギー学会
100%再生可能エネルギ
ー部会・太陽熱部会 
「再生可能熱エネルギー
の利用促進に向けたビジ
ョンと取り組み」 
 

2022年2月28日 

20 大竹正巳 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用技術開発に関わる
NEDOの取組み 

地中熱利用促進協会
2022年度地中熱関連補
助事業説明会 

2022年3月11日 

21 大竹正巳 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用システムの普及拡大に
向けた取組み 

地下熱利用とヒートポン
プシステム研究会第18回
研究発表会 
 

2022年5月27日 

22 大竹正巳 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用システムの普及拡大に
向けたNEDOの取組み 

第２回青森県地中熱普及
プログラム検討委員会 

2022年10月27
日 

23 大竹正巳 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用技術開発に関わる
NEDOの取組み 

第3回全国地中熱フォー
ラム「地中熱・再エネ熱
セミナー」 

2023年2月2日 

24 大竹正巳 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用技術開発に関わる

青森県再生可能エネルギ
ー産業ネットワーク会議 

2023年2月17日 
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NEDOの取組 熱利活用普及拡大フォー
ラム 

25 大竹正巳 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用に関わる技術開発 
-SDGs対応型施設園芸の
実現に向けた再エネ熱の
貢献- 

SDGs対応型施設園芸事
例普及事業シンポジウム 

2023年2月28日 

26 大竹正巳 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用技術開発に関わる
NEDOの取組み 

地中熱利用促進協会主催 
2023年度地中熱関連補
助事業説明会 

2023年3月14日 

27 大竹正巳 新エネルギー部 NEDOの地熱・再エネ熱
分野でのカーボンニュー
トラルに向けた技術開発 

秋田大学国際資源学教育
研究センター第18回シン
ポジウム 
「カーボンニュートラル
技術の動向と将来展望」 
 

2023年3月20日 

28 嵯峨山巧 新エネルギー部 NEDO による地中熱利
用システムの低コスト
化・高度化技術開発 

日本地熱学会令和5年岐
阜大会 

2023年11月14
～16日 

29 上坂 真 新エネルギー部 構想するNEDO次期プロ
ジェクト「再生可能エネ
ルギー熱の面的利用シス
テム構築に向けた技術開
発事業」のご紹介 

第４回全国地中熱フォ
ーラム 

2023年12月13
～15日 

30 上坂 真 新エネルギー部 太陽熱利用・地中熱利
用・地熱発電NEDOの取
り組みのご紹介 

第４回 東京都再エネ実
装専門家ボード 

2024年2月9日 
 

31 嵯峨山巧 新エネルギー部 再生可能エネルギー熱利
用の技術開発にかかる 
2024年度NEDO新規プ
ロジェクトの紹介 

2024年度地中熱関連補
助事業説明会 
 

2024年3月6日 
 

 

(b)新聞・雑誌等への掲載 
番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 
1 谷口聡

子 
新エネルギー部 NEDO 再生可能エネル

ギー熱利用技術開発・
成果紹介 

「地中熱利用ガイドブッ
ク」,Vol.7，P.4-5
（NPO地中熱利用促進
協会） 

2020 年 5 月 1
日 

2 谷口聡
子 

新エネルギー部 NEDO 再エネ熱技術開
発のポイントと熱市場
拡大に向けて 

「地球温暖化」，
No.69，P.20-21（日報
ビジネス（株）） 

2020 年 9 月 1
日 

3 谷口聡
子 

新エネルギー部 再生可能エネルギー技
術「再エネ熱利用」 

「NEDO40周年史」
P.111 

2021 年 3 月 17
日 

4 谷口聡
子 

新エネルギー部 深度 300m 地中熱利用
へ 

「北海道建設新聞」
2021年3月31日付 

2021 年 3 月 31
日 

5 谷口聡
子 

新エネルギー部 特集『地中熱の利活用
最前線』再生可能エネ
ルギー熱利用の技術開
発 

日本伝熱学会学会「伝

熱」, Vol. 60, No. 251 

2021 年 4 月 1
日 

6 谷口聡
子 

新エネルギー部 地中熱利用システムの
コスト低減を 

「空調タイムス」，

2021 年 4 月 21 日（第

2866 号） 

2021 年 4 月 21
日 

7 谷口聡
子 

新エネルギー部 地中熱利用の省エネ
性、再認識へ 

「地球温暖化」No.74，
P.12-13（日報ビジネス

2021 年 7 月 1
日 
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（株）） 
8 大竹正

巳 
新エネルギー部 地中熱 

冷暖房に活用 コスト低
減めど 

東京新聞（2023 年 1 月

21 日発行） 

2023 年 1 月 21
日 

 

(c)その他(展示会への出展など) 
番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 
      

 

 

 
 
 
 
 


